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  赤字ルールについては、財政法第 4 条の均衡予算及び建設公債ルール（ゴールデン・ルール）
や財政構造改革法（1997 年）などのこれまでの財政再建ルール・目標の達成度や問題点を分析す
る。我が国の支出ルールはシーリング（概算要求基準）であるが、シーリングがもたらしている















  本章では、 先行研究をサーベイしながら財政赤字と予算制度に関する理論を整理するとともに、
本研究のフレームワークを定義する。第 1 節では、財政赤字が生じる理由についての理論的・実
証的研究を整理し、第 2 節では、日本を含め予算制度に関する基本的な概念を整理し、第 3 節で
は、本研究の分析のフレームワークを定義する。 
 
２．１  財政赤字の政治経済学 






























  第三に、世代間や利益グループ間の配分モデルである。Cukierman and Meltzer (1989)は、現
在の貧しい人々は、将来の豊かな人々に負担を押し付けることができると説明する。なぜなら、
                              
1 Alesina  and  Perotti(1995a)は、政治経済学的なアプローチから、財政赤字を説明するモデルを、①財政錯覚モ
デル、②世代間再分配モデル、③債務による負担転嫁モデル、④連立政権モデル、⑤地理的な利益誘導モデル、















を示し、"Electoral business cycle"と呼んだ。Persson and Tabellini (2003)は、1960～1998
年の間で、先進諸国及び発展途上国ともに、強い政治的な予算サイクルがあるとしている。彼ら
の分析によれば、選挙前に税収は低下するが、支出については特に増えるわけではないとする。
Buti and van den Noord (2003)は、欧州諸国の財政政策は選挙前に拡張的になる傾向があること
を実証的に分析している。他方、Alesina et al (1997)は、先進諸国では、失業率や成長率に関
する政治的なサイクルを支持する有意な証拠はないとする。Brender and Drazen (2005)は、拡張
的な財政政策は現政権の再選させる可能性を高めるという通説を 1960～2003 年までの 74 ヶ国に
ついて検証し、通説を裏付ける証拠はなく、むしろ、選挙時の財政赤字は再選の可能性を低下さ
せると結論づけた。ただし、彼らの分析よれば、新たに民主国家に移行した国での最初の 4 回の
選挙では、政治的なサイクルが見られるとしている。Drazen and Eslava (2006)は、政治家たち
が自分たちを支えてくれる選挙民に対して便益を与える支出を増やすという政治的な予算サイク






（Weingast et al (1981)、Shepsle and Weingast (1981)、von Hagen and Harden (1996)、Alesina 





が生じるとする。Roubini and Sachs (1989)は、連立政権ほど、政府の在任期間が短いほど財政
赤字が大きくなると指摘したが、Edin and Ohlsson (1991)は、連立政権でもマジョリティかマイ
ノリティかが重要で、マイノリティほど赤字が大きいことを指摘している。ただし、de Haan and 
Sturm (1997)は、Roubini and Sachs (1989)の結論は確認できないと指摘している。de Haan et al 
                              
2 第三の消耗戦モデルは、第六の政治的イデオロギー・モデルと一緒に扱う文献もある（De Haan et al (1999)、





  Boix  (1997)は、左翼政権の方が人的資本や物理的資源に関係するプログラムを通じて介入的な
供給サイドの政策を選好すると結論付けた。Carlsen and Pedersen (1999)は、左翼政権ほど景気
刺激策を好み、赤字が大きくなると指摘している。他方、Persson and Svensson (1989)は、右翼
政権ほど赤字が拡大するという。なぜなら、債務の増大によって次に政権を担うかもしれない左
翼政権が支出を増大する可能性を低下させるからだという。Alesin and Tabellini (1990)は、現
政権が野党の好む支出を選好しないのであれば、債務を発行し、野党の政策の可能性を低下させ











原因を求めるモデルであり、1990 年代以降多くの研究が蓄積されている（Alesina and Perotti 
(1996a,1999)、Gleich  (2003)、Hallerberg  et  al  (2001,2007)、Kopits  (2004)、Milesi-Ferretti 
(2003)、Porterba and von Hagen (1999)、Strauch and von Hagen (2000)、von Hagen (1992)、









                              
3 従来の研究は一般政府の計数を使用していたが、彼らは中央政府の計数を使っている。 
4 こうしたチェック・アンド・バランスの仕組みを持つ国は、 一般に 「コーポラティズム」 であると言われており、

















の命題に応えられるモデルとしては、 共有資源問題や選挙サイクル ・ モデルなどが考えられるが、





















  問題は、 どうやってこの予算に関わる情報を産出・管理し、 赤字バイアスを取り除くかである。
予算編成プロセスや予算制度が財政赤字の拡大を招いていると主張する研究者は、財政赤字の拡7 
 
大は予算編成プロセスを戦略的に見直すことにより回避できると主張している （Porterba  and  von 
Hagen (1999:10)） 。Porterba and von Hagen (1999:3）は、予算編成プロセスを「集権化」
(centralization)及び「透明化」 （transparency）させることにより、便益と負担の乖離を一致さ
せることが可能であり、よって赤字バイアスを取り除くことができると述べている。また、
Hallerberg and von Hagen (1999)や Hallerberg et al (2007)は、赤字バイアスを取り除く財政










されている（McDermott and Wescott (1996)、Alesina and Perotti (1997)、Alesina and Ardagna 















る。日本国憲法においても、財政民主主義の観点から、租税法定主義（第 84 条） 、国費の支出・
債務負担の国会議決原則（第 85 条）が規定されている。納税者のお金がどう集められどう使われ
るかをチェックすることが重要だからである。また、予算は、国民の要望に応えるため向こう 1
                              














  それでは予算制度（budget institution）とは何か。最初に、制度派経済学（Institutional 
Economics）の力を借りて、 「制度」について整理する。ノーベル経済学賞を受賞したノースによ
れば、 「制度は社会におけるゲームのルールである」 （ノース (1994:3)） 。彼は、更に、制度とは、 
 
①政治的・経済的・社会的な相互作用をつくりだす制約であり、それは正式なルール（憲法、法 
  律、財産権）と非公式なルール（懲罰、タブー、習慣、伝統、行動規範）の両方を含む。 
 
②歴史を通じて、制度は、秩序を作り出し、交換取引における不確実性を減じるために、人類に 











度的枠組みがどのように発展するかに影響を与える。 」 （ノース (1994:5-6)） 
 
  ノースの定義を参考にしつつ、予算編成に関して、制度と組織を定義しておこう。 「予算制度」
                              




































                              




















理しておく。Alesina and Perotti (1996a)は、 「予算の提案・議決・執行を規定するルール及び
規則」として、①収支均衡のような数値のルール（numerical  rule） 、②政府部内での予算編成の
手順や予算の議会での議決方法等の手続きに関するルール(procedural)、③予算の透明性、の 3
つを挙げる。Hemming and Kell (2001)は、予算に内在する赤字バイアスを抑制する方法として、
①透明性の向上、②財政ルール・目標の導入、③財務大臣の権限強化といった制度的な改革、④
















  Kopits and Symansky(1998:2)は、 「財政ルール」 （fiscal rule）とは、 「マクロ経済的な観点か
ら、財政政策に恒久的な制約を課すもの」であるとする。典型的には、財政の総合的なパフォー
                              
10 先行研究によれは、国の選挙制度、政権の構造、政党のイデオロギーなどの政治変数も財政のパフォーマンス
に影響を与える。 





の財政ルールには該当しない。Kennedy and Robbins (2001:2)も、 「財政ルールとは、財政収支、
債務、支出、課税などの財政指標に数値目標を設定するといった、財政政策に法的なあるいは憲
法上の制約を課すもの」と定義している。Alesina and Perotti (1996a)は、予算の提案・議決・
執行を規定するルール及び規則として、 数値のルールと手続きのルールを挙げる （透明性を除く） 。
Deban et al (2003:13)は、ルールとは、 「数値的な目標（numerical objective）であり、法的な
遵守義務があり、あるいは名声への投資でありことから、違反へのコストが高いもの」と定義す
る。 










13。 便宜的に 「赤字ルール」 と呼ぶ。 
 
②支出・収入ルール 







  2 つの財政ルールについて補足する。赤字ルールは、フローの財政収支、ストックの債務残高
について規定するのが一般的である
15。 表２－１に示すとおり、 財政収支あるいは債務残高を対象
                              
12 以下の分類は、必ずしも明確ではなく、いずれにも分類できるグレーなものがある。例えば、中期的な財政見











































                                                                                       
い。 
16 こうした一連の財政再建の取り組みについては、Poterba (1996)を参照。 13 
 














して、政策の「時間非整合性」 （time  inconsistency）が指摘されている。これは、裁量的な政策
の問題点を人々の期待やゲーム理論を取り入れて分析したマクロ経済理論に由来する。代表的な
研究は Kydland and Prescott (1977)である。政府や中央銀行は、過去に発表した政策から乖離












また、 財政政策は、 金融政策の機動性や効果を妨げないように、 補完するという位置付けである
18。 
                              


























  図３－１は、景気調整済基礎的収支（CAPB）の対 GDP 比の動向である。裁量的財政政策のスタ






３．１ 1970 年代の財政悪化 
  1970 年代前半の日本経済は、1970 年 7 月、景気がピークに達したことから始まる。景気循環か
ら見た景気後退は、 
    1 9 7 0年7月 ～ 1 9 7 1年1 2月   1 7ヶ 月  
    1973 年 11 月～1975 年 3 月  16 ヶ月 
    1 9 7 7年1月 ～ 1 9 7 7年1 0月     9ヶ 月  
の 3 期間である（表３－３） 。 
  1 番目の景気後退期には、1971 年 8 月のニクソン・ショックがあり、円の変動相場制移行に対
応し内需を喚起するため、政府は、1971 年度補正予算を編成し（11 月 9 日成立） 、建設公債の追
加発行による景気対策を行った。1971 年度の名目経済成長率は政府見通しの 15.1％から実績の
                                                                                       
る。 
19 データは断りの無い限り、OECD(2007)Economic Outlook のデータベースからの引用である。 




円も下方修正された。 こうした状況から、 1972・73 年 （暦年） は、 CAPB がマイナスになっている。 
  景気後退としては、2 番目のそれが顕著であった。1973 年 10 月に始まる第一次石油危機を背景
にインフレが進行し、これを抑制するため、1973 年 4 月以降、5 次にわたる公定歩合の引き上げ
が行われるなど、財政・金融両面から景気抑制策がとられた。そして、1974 年度は、戦後初めて
実質経済成長率がマイナスになった。1974 年の CAPB はほぼ均衡しているが、1975～78 年の間、
CAPB は悪化を続けている。 その背景には、 公共事業の契約促進なども含めた一連の景気対策 （1975
年については、2 月の第一次、3 月の第二次、6 月の第三次、9 月の第四次）がある。第四次景気





正予算まで発行が続いた。また、1975 年度の税収の決算額は、当初予算に比べて約 36,000 億円
も減少しており、その背景には、土台の 1974 年度のマイナス成長、1975 年度の名目成長率の大
幅下方修正（見通し 15.9％、実績 9.7％）があった。 
  1970～71 年度まで一般会計の公債依存度は 5％前後で推移していたが、1972 年度の当初予算で
は 17％までに上昇し、更に、1975 年度（当初）にはほぼ 30％にまで達した。こうした公債の累
増を受けて、1976 年 2 月、1980 年度までに赤字公債の発行をゼロにするという「80 年度脱却目
標」が発表された
22。しかしながら、わずか 1 年後の 1977 年 1 月から、景気は後退局面に入り、
政府は、1977 年度において、第一次補正予算（10 月 24 日成立） 、第二次補正予算（1978 年 1 月
31 日成立）を組んで景気対策を行った。その後、一般会計レベルでは、1979 年度予算に公債発行
額がピークに達し（当初予算ベース） 、公債依存度も決算ベースで最高となるなど、1970 年代後
半は財政悪化が進んだ。 80 年度脱却目標は、 結局、 1979 年 1 月には断念するに至り、 5 年後の 1984
年度の脱却目標に先送りされた
23。 
  1970 年代の財政悪化を総括する。1971 年から 78 年の 7 年間で CAPB は約 3.8％ポイント悪化し
ているが、この間、景気調整済経常収入（CAR）は増大しており、赤字拡大の主因は支出増である
（表３－４） 。景気調整済経常支出（CAE）は、約 7.3％ポイント増大し、純利払いも約 1％ポイン
ト増大している。総支出増加の約 4 割は社会保障給付の増大である。CAR は全体としては増えて
いるが、直接税（家計・法人）は微増にとどまり、増大の主因は社会保険料の増大であり、税収
                              
21 1965 年度の補正予算で発行された公債は歳入を補填するためのものであり、 「昭和 40 年度の財政処理の特別措
置に関する法律」に基づく赤字公債である。 
22 「昭和 50 年代前期経済計画概案」 （1976 年1月2 3日 閣 議了解）で示された経済諸指標を前提に、旧大蔵省が作
成した「財政収支試算」 （1976 年 2 月 6 日国会提出）のケースⅠにおいて、1980 年度に特例公債発行額がゼロに
なると見積もられていた。 
23 「新経済社会 7 ヶ年計画の基本構想」 （1979年1月2 5日 閣 議了解）で示された経済諸指標を前提に、旧大蔵省
が作成した「財政収支試算」 （1979 年 1 月 31 日国会提出）の「54 年度ベース」において、1984 年度に特例公債発
行額がゼロになると見積もられていた。なお、1976 年度・77 年度ベースの財政収支試算では 1980 年度特例公債
脱却目標となっていたが、1978 年度ベースの財政収支試算では 1982 年度脱却目標となっていた。 16 
 
そのものは伸び悩んだ。1977 年度以降 83 年度に至るまで、政府経済見通しにおける名目成長率
は、 実績が予測を下回る、 すなわち当初に過大予測しており、 結果として、 税収が減少する一方、
歳出を抑えることが難しかったと考えられる。 
  OECD 統計（長期系列）では、国と地方の財政状況の区別がないので、日本の国民経済計算の統
計資料から、国・地方別の財政悪化の状況を把握する（表３－５） 。1971～78 年度の間で、一般
政府財政収支は 4.7％ポイント悪化したが、そのうち国が 4.1％ポイントの悪化で、地方は 0.7％
ポイントの悪化である。 
  財政悪化の主因は歳出の増大であったが、景気の動向とはずれていることを指摘する必要があ
る。景気は 1977 年 10 月から拡張局面に入り、1980 年 2 月まで続いた。この間、1978 年末から始
まった第二次石油危機を受けて日銀は金融抑制策を導入したが、景気が反転するのは 1 年後であ
った。一般会計の公債依存度は、景気拡張期と重なる 1977～79 年度にかけて 30％を超える高い
水準が続いたのである。1979 年度は、税収（決算）は、当初の見積りを約 22,000 億円も上回り、
公債発行額も最終的には当初予算と比べて 18,000 億円削減されている。浅子他（1991）は、1976
～79年度における財政赤字拡大の要因を分析し、 「積極的な公共投資によって有効需要を創出し、






３．２ 1980 年代の財政再建 
  1980 年代冒頭では、1979 年に OPEC 諸国がイラン革命を契機に石油価格を引上げた第二次石油
危機の影響を受けて景気が後退し、 その期間は 1980 年 2 月から 1983 年 2 月までの 36 ヶ月にも及
んだ。こうした景気後退の中で、政府は、1980 年 9 月の総合経済対策、1982 年度補正予算での赤
字公債の 34,000 億円に上る追加発行（税収の大幅低下に対応するもの）などを行うが、基本的に
は、緊縮的な財政政策をとった。1980 年度当初予算では、公債発行額が前年度比 1 兆円減額され
（決算ベースでは約 7,000 億円の増額） 、 「財政再建元年」と位置付けられ、更に、1982 年度予算
の概算要求基準にゼロ・シーリング、1983 年度予算にマイナス・シーリングが適用された
24。こ
の結果、 一般会計歳出総額の伸び率は、 決算ベースで見ても、 1970 年代には 10％を超えていたが、
1981 年度に 8.1％に低下し、1983 年度の 7.2％増を除いて、1982～86 年度の間、1～3％程度に低
下した（表３－２） 。他方、一般会計税収の決算額は、1981・82 年度と大幅に不足する事態にな
り、財政再建の道筋は危うくなった。1982 年 9 月 16 日には、内閣総理大臣が記者会見を行い、
1983年度予算編成の厳しい状況と国債費の定率繰入の停止や公務員給与の改定の見送りなど緊急
                              
24 1980 年度予算の概算要求基準は、 一般行政経費 0％、 その他の経費＋10％、 1981 年度は、 それぞれ 0％、 ＋7.5％




大幅な落ち込みを背景として、政府は、1983 年 8 月に閣議決定した「1980 年代経済社会の展望と




  日本経済は、1985 年 6 月から 1986 年 11 月まで、再び景気後退に入った。その主因は、1985 年
9 月のプラザ合意を受けた円高の進行であり、いわゆる「円高不況」である。これに対応するた
め、政府は、1986 年 4 月及び 9 月に経済対策を決定し、10 月には 1986 年度補正予算により建設
公債を増発し、公共事業費の追加を行った。更に、1987 年 7 月には、1987 年度補正予算（第一次）
を成立させ、建設公債を 13,600 億円増額することにより内需拡大策を実施した。ただし、この補
正予算では、赤字公債が 13,220 億円減額されており、公債の追加発行は全体として 380 億円にと
どまった。景気対策が行われたが、1987 年は年初から既に景気拡張局面に入っており、1987 年度
は、名目成長率が当初の見通しより上方修正されるとともに、一般会計の決算では、歳出は約 3.6
兆円増えたものの、税収は 5.6 兆円も増えた結果、公債発行額は当初予算より 1 兆円減額され、
公債依存度も 16.3％（当初予算 19.4％）まで低下している。景気対策は、景気に対してプロ・サ
イクリカルに働いたと考えられる。 
  日本経済は、円高不況を乗り越え、1986 年 11 月から 1991 年 2 月までの 51 ヶ月にも及ぶ景気
の拡大、事後的に言えば、 「バブル経済」を享受することになる。1980 年代の財政再建は、まさ
にこのバブル経済と裏腹に進行したものであり、今まで達成できなかった赤字公債依存体質から
の脱却が当初予算では 1990 年度、決算ベースでは 1991 年度についに達成されることになった。 
  なぜどのようにして 1980 年代後半に財政再建が達成されたのか。 その要因や内容について検証
する。一般会計歳出総額は、財政再建目標の導入を反映して、その伸び率が大幅に低下した。1970
年代（1970-79 年度）の一般会計歳出総額（当初予算）の伸び率の平均は 19.1％（決算ベースで
は 18.9％）であったが、概算要求基準が導入された 1982 年度から 1989 年度までの一般会計歳出
総額（当初）の伸び率の平均は 3.3％にまで低下した。ただし、1987～89 年度までは、補正予算
により歳出が 4～6 兆円増額されており、決算ベースでは 1982～89 年度の一般会計歳出総額の伸
び率の平均は 4.4％であり、当初予算の伸び率の低下は割り引く必要がある。他方、一般会計税
収は、1981・82 年度と決算額が予算額を大幅に下回った後、1985 年度から決算ベースで 10％前
後の高い伸びを示すまでに回復し、1987～90 年度までは、名目経済成長率の実績が予測を 0.4～
2.4％ポイント上回った（過小評価）ことを反映して、毎年度 2.1～5.7 兆円の増収（決算額－当
初予算額）を記録するに至った。なお、1989 年 4 月から消費税（税率 3％）が施行された。 
  公債依存度は、当初予算ベースでは、1979 年の 39.6％をピークに、1983 年に 26.5％に前年度
                              
25 国債費の定率繰入の停止が最初に行われたのは、1982 年度補正予算である。 18 
 
比で上昇したことを除けば（決算ベースでは 1982 年度の 29.7％） 、一貫して減少し、1991 年度の










額（国債収入）は 57 年度以降 62 年度まで 15 兆～16 兆円の高い水準にとどまっていたと考えら
れ」と述べており、実際の公債発行額 10.5～13 兆円と比べて兆円単位のやりくりが行われたので
ある。 





計数では、直接税、法人税、社会保険料、間接税いずれも 1～2％ポイントの増収となっている。  
数字としては、純利払いの増は純資本支出の減でほぼ相殺されたといえる。一般政府レベルの計
数は、 既に見た国の一般会計レベルの計数の動きともほぼ一致するといえる。 税収の弾性値 （GDP
の伸率に対する一般会計租税及び印紙収入の伸率の割合）をみると、1975～85 年度は、平均 1.1








３．３ 1990 年代の財政悪化   
1990 年代は、1980 年代後半から始まった株式・土地価格の大幅な上昇、すなわちバブル経済が
                              
26 CAPB の黒字は、 1987 年に 3.22％に達し、 その後減少しているが、 1988 年 3.09％、 1989 年 2.91％と引き続き 3％
程度を維持していた。CAPB が赤字になるのは 1993 年である。 






諸国中最良であった（対 GDP 比プラス 2.1％） 。この時に、OECD 諸国の中で財政が黒字であった国
は、日本以外では、ルクセンブルグと韓国しかなかった。しかし、2000 年になると、日本の財政
赤字は 7.6％（対 GDP 比）で、G7 中最悪の状況になってしまった。この時に、G7 諸国の中で財政
が赤字であるのは、日本以外では、フランス（1.5％）とイタリア（0.9％）であるが、その水準
は日本と比べて相当小さい。総債務残高では、1990 年から 2000 年の間で、OECD 諸国平均として
は、57.3％（対 GDP 比）から 69.6％へと 10％程度増えているが、日本は、68.6％から 136.7％へ
とほぼ倍増した。純債務残高も倍増している。1990 年代は、日本の財政を世界の最高から最低に
変えてしまったのである。 
1990 年代は「失われた 10 年」と呼ばれたとはいえ、1990 年代においても、次のような景気循
環があった。 
 
  1991 年 2 月～1993 年 10 月  景気後退 
  1993 年 10 月～1997 年 5 月  景気拡張 
  1997 年 5 月～1999 年 1 月  景気後退 
 
これらの景気循環の動きを念頭に置きながら、経済・財政政策を振り返る。 
  1991 年に入ってから、景気は調整局面に入り、バブル崩壊の強い影響を受けて日本経済は厳し
い状況になった。日本銀行は、1991 年 7 月以降、7 回にわたり公定歩合を引き下げ、1993 年 9 月
には 1.75％の水準にまで低下した。政府は、1992 年 3 月の「緊急経済対策」から、1994 年 2 月
の「総合経済対策」まで、5 回の経済対策を実施した。 
  1993 年後半から、 日本経済は緩やかな回復を遂げたものの、 1995 年に入ってから、 1 月の阪神・
淡路大震災や急激な為替相場の変動を受けて、景気は足踏み状態であった。こうした中で、1995
年度には 3 回にわたる経済対策が実施され、公定歩合も 1995 年 9 月には 0.5％の史上最低の水準
になった。ただし、この間は景気循環としては拡張期であり、1996 年度の名目成長率は 2.8％に
まで回復した（1993～95 年度の名目成長率は 1％未満） 。 
  こうした経済の動きに合わせて一般会計予算は一気に悪化する。名目成長率の実績が予測を
1991 年度から 1995 年度まで連続して下回り、その結果、一般会計税収は、1991～1995 年度まで
連続して歳入不足に陥った （決算額が予算額を下回る） 。 一般会計歳出総額は、 当初予算では、 1993
年度～1995 年度まで低い伸びを示すが（特に、1995 年度はマイナス 2.9％） 、結局補正予算によ
り歳出は膨らんだ（1995 年度は補正により約 7 兆円増額） 。公債依存度は、1991 年度当初予算の
7.6％から増大を続け、1995 年度の決算ベースの 28.0％に達した。 
  1994 年度からは、 1991～93 年度まで発行が取りやめられていた特例公債が再び発行されること
になり、また、バブル崩壊後の日本経済を支えるための一連の財政出動は、日本財政を悪化させ20 
 
た。 こうした状況を背景に、 1996 年 12 月 19 日、 政府は、 財政再建の新たな目標を盛り込んだ 「財
政健全化目標について」を、1997 年度予算編成方針とともに閣議決定した。そこでは、国・地方
の財政健全化目標として、 「2005 年度までのできるだけ早い時期に、国及び地方の財政赤字対 GDP
比を 3％以下とし、公的債務残高の対 GDP 比が上昇しない財政体質を実現する」 、 「2005 年度まで
のできるだけ早期に、特例公債依存から脱却するとともに、公債依存度の引下げを図る」ことが
規定された。そして、1997 年度は「財政構造改革元年」と位置付けられ、財政再建への取組みが
再開される。1997 年度の公債発行額（当初予算）は、前年度の 21 兆円から 16.7 兆円へと減額さ
れた（減額幅 4.3 兆円、特例公債は 4.5 兆円の減額） 。歳入面では、1997 年 4 月 1 日から、消費
税の税率が地方消費税を併せて 5％に引き上げられることが盛り込まれていた。 
  1997 年 1 月 21 日、橋本元首相を座長とし、政府の関係閣僚、総理大臣経験者、大蔵大臣経験
者、与党の政策責任者・幹事長等をメンバーとする「財政構造改革会議」が設置され、財政構造
改革に向けての取組みが議論されることになった。1997 年 3 月 18 日、財政構造改革会議は、総
理大臣から財政構造改革五原則の提案を受け、それを了承した。五原則のポイントは、 
 
(i)財政構造改革の当面の目標は2003年とする （先に決定した財政健全化目標の時期は2005年度）  
(ii)今世紀中の 3 年間を「集中改革期間」とし、期間中については、主要経費についての具体的
量的縮減目標を定める 








  政府は、 「財政構造改革の推進について」に盛り込まれた各種の方策と枠組みを法律により明確
にするため、1997 年 9 月 29 日、 「財政構造改革法案」を国会に提出し、同法は 11 月 28 日に成立
した（公布・施行は 12 月 5 日）
28。財政構造改革法は、国と地方の財政赤字の対 GDP 比 3％以内、
特例公債脱却 （各年度発行額を縮減） 及び公債依存度の引き下げを目標とし、 その達成年度を 2003
年度、集中改革期間を 98 年度から 2000 年度までの 3 年間とした。また、同法は、社会保障や公
共事業などの個別分野について、改革の基本方針と集中期間における予算の定量的削減目標や政
府の講ずべき制度改革等を具体的に規定した。 集中改革期間の初年度にあたる 1998 年度予算では
緊縮方針が採られ、一般会計歳出総額（当初）は 0.4％の伸びにとどまるとともに、公債発行額
                              
28 正式には、 「財政構造改革の推進に関する特別措置法」である。 21 
 
は前年度より約 1 兆円減額されて 15.6 兆円となり、公債依存度は 20％に低下した。ただし、こ
こでも公債依存度の低下には会計上の操作が大きく貢献している。例えば、特別会計から一般会
計の繰入額は約 1.9 兆円に増えている（1997 年度 1.2 兆円） 。 
  財政再建に向けた努力は開始されたが、景気は既に 1997 年 5 月から後退局面に入っており、同
年秋以降、金融機関の相次ぐ破綻による金融システムの不安定化やアジア地域の通貨危機の影響
を受けて、実質 GDP 成長率は 1997 年 10－12 月期にマイナスに転じ、結局、1997・98 年度の 2 年
連続して日本経済はマイナス成長に陥ってしまった。 
  こうした経済の低迷に対応するため、1998 年度には、2 度にわたる経済対策が実施され（4 月





先されたからである。1999 年度においても、2 度にわたる経済対策とそれを実行するための 2 次
にわたる補正予算が実施され、更に 2000 年度においても経済対策が策定され、景気は回復に向か
った。ただし、景気循環上は、1998 年度後半、すなわち 1999 年 1 月より経済は拡張局面に入っ
ていた。 
  1998 年度予算は当初の見積りと決算が大きく異なり、財政再建路線から財政刺激路線へと大き
く振れた象徴的な予算である。一般会計歳出総額は、当初予算では、既に述べたように 0.4％増
という緊縮的姿であったが、補正予算により 10.3 兆円増額された。税収決算額は、当初予算より
約 9.1 兆円も不足し、これらの結果、公債依存度は、当初の 20％から 40％へと倍増した。 







約 6.5％増大している。財政収支の悪化のうち、およそ 2 割は収入の低下に起因し、8 割は支出の
増大に起因すると解釈できる。収入低下の影響がやや低いが、これは社会保険料が増大し続けた
ためであり（景気調整済でも名目値でも約 2％増大） 、法人税及び直接税は、それぞれ 2.3％ポイ
ント、1.6％ポイント低下しており（景気調整済計数） 、税収の低下の影響は大きかった。支出面
では、同じ期間で社会保障関係の支出が 2.5％ポイント増えており、最大項目である。固定資本
                              
29 98 年 12 月に成立した「財政構造改革の推進に関する特別措置法停止法」によるものであり、同法は、法律全体
の施行を当分の間停止するとし、附則において、停止解除の時期は、わが国経済が回復軌道に入った後に、経済・
財政状況等を総合的に勘案して判断すると規定する。 
30 CAPB は、1997 年に約 1％ポイント改善しているが、翌年以後悪化を続け、2000 年に 5.74％の赤字でピークに達
しており、連続して財政が悪化していると捉えている。 22 
 
形成は、 1987年の 4.9％から 2000年の 5.1％へと、 それほど増えていないが （純資本支出は約 1.2％




  一般政府の財政状況を国と地方別に見ると（表３－５） 、1987～2000 年度の間で、国の財政収
支は 4.5％ポイント悪化し、 地方の財政収支は 0.75％ポイント悪化している （一般政府全体では、
7.5％ポイント悪化） 。 
  国の一般会計の 1987 年度と 2000 年度の計数（決算ベース）を比べると、税収総額は 8.4％し
か増えていないが、歳出総額は 54.7％増えている。歳出総額は 31.6 兆円増えたものの、税収は
3.9 兆円しか増えず、赤字（公債発行額）は 23.6 兆円増えた計算になる（その他収入の増が 4.1
兆円） 。この期間中、歳出総額の増加額のうち、社会保障関係費が 23.4％、国債費が 30.4％、公
共事業関係費が 16.6％を占めており、これら 3 つの経費で増加幅の約 7 割を占めている（その他
としては、地方交付税の増が 12.1％、文教科学振興費が 5.8％、防衛関係費が 4.8％） 。1990 年代
の財政悪化の主因は、減税及び景気後退による税収低下と国債費・社会保障関係費・公共事業費
の増大にあると結論できる。 
  税収の減少と公共事業費の増大は、いうまでもなく、1990 年代の景気対策の結果である。1992
年 8 月の景気対策から 2000 年 10 月の景気対策までの合計（プロジェクト費用ベース）は、130
兆円に上る（表３－７） 。こうした景気対策は、バブル崩壊とその後のバランスシート不況から立
ち直るために、景気の一定の下支えをしたことは事実であるが32、経済全体のパフォーマンスを







３．４ 2000 年代の財政再建 
  1990 年代に悪化した財政の建て直しに着手するのは、2001 年 4 月に誕生した小泉内閣である。
                              




32 例えば、 国民所得統計で見ると、 民間企業設備投資は、 ストック調整により、 92 年度▲7.2％、 93 年度▲10.4％、
94 年度▲2.4％と大幅に下落する一方、景気対策による公的固定資本形成は、92 年度 16.6％、93 年度 12.6％と大







方針では、7 つの改革プログラムが示され、そのうち財政改革プログラムに関しては、 「平成 14
年度において、 財政健全化の第一歩として、 国債発行を 30 兆円以下に抑制することを目標とする。
その後、プライマリー・バランスを黒字することを目標として政策運営を行う」と記述された。
骨太の方針は、 橋本元首相が指導力を発揮した中央省庁等改革によって 2001 年 1 月 1 日に誕生し
た経済財政諮問会議が原案を作成し、その後、小泉構造改革路線の司令塔として役割を果たすこ
とになる。更に、2002 年 1 月には、経済財政諮問会議での検討を経て、経済財政運営の中期的な
将来展望を示す「構造改革と経済財政の中期展望」 （以下「改革と展望」 ）を閣議決定し、2010 年
代初頭にプライマリー・バランスを黒字化するという見通しが示された
34。 
  しかしながら、 日本経済は、 小泉内閣が誕生する前の 2000 年 11 月から景気後退に入っており、
景気循環上、景気回復が始まるのは 2002 年 1 月からであった。一般政府の景気調整済基礎的収支
（CAPB） は、 2002 年の 5.6％の赤字をピークに減少を始めたものの、 そのスピードは緩慢であり、
赤字が大きく低下したのは 2006 年になってからである。 小泉内閣は財政再建路線の方針を決めた
ものの、財政指標上目に見える形で財政が改善したのは政権も終わりに近づいてからであった。 
  小泉政権最初の予算である 2002 年度予算は、 骨太の方針で示された目標である新規国債発行額




イナス 0.8％（名目マイナス 2.5％） 、2002 年度 1.1％（名目マイナス 0.7％）となり、景気は低
迷した。小泉政権においても、当初は、2001 年 10 月、12 月、2002 年 12 月に、 「改革プログラム」
と呼ばれる経済対策が行われている。結局、2002 年度の一般会計税収（決算）は、景気の低迷か





るが（例えば、アメリカの 1980 年度のグラム・ラドマン・ホリングス法など） 、日本は学ばなか
ったといえる。 
  日本経済は、2003 年度以降ようやく回復を見せ、2003 年度実質 GDP 成長率は 2.3％にまで回復
した。こうした景気回復を背景に、一般会計税収は、2003 年度から 2006 年度までの間、決算額
                              






債依存度は、 2006 年度決算ベースで 33.7％まで低下した （2003 年度は決算ベースで 42.9％） 。 2006






として登場したのが「歳出・歳入一体改革」である。2006 年 12 月 6 日に、当時の与謝野経済財
政担当大臣が「歳出・歳入一体改革」の本格的な議論の開始を宣言して以来、経済財政諮問会議
や与党内で検討・議論が進められ、結論は、最終的には、2007 年 7 月 7 日に閣議決定された「経




  骨太の方針 2006 に盛り込まれた歳出・歳入一体改革のポイントは、 
 
・小泉内閣の財政健全化（2001～06 年度）を第Ⅰ期と位置づけた上で、第Ⅱ期（2007～10 年代初 
  頭）の目標として、2011 年度には、国・地方の基礎的財政収支を黒字化する 
・第Ⅲ期においては、基礎的財政収支の黒字幅を確保し、債務残高 GDP 比の発散を止め、安定的 
  に引き下げる 
・名目経済成長率を 3％程度とした場合の 2011 年度に基礎的財政収支を黒字化するために必要と 
  なる対応額を 16.5 兆円と見積り、そのうち 11.4～14.3 兆円を歳出削減で対応する（更に、社 






は、2002 年から 2006 年の 4 年間に 3.7％（対 GDP 比）改善している。この CAPB の改善は、景気
調整済経常支出（CAE）が 0.6％ポイント増大しているので、景気調整済経常収入（CAR）の増大
（約 1.3％ポイント）が大きく貢献している。特に、法人税（景気調整済で 0.8％ポイント増大）
                              
35 当初予算ベースで、2006 年度予算と 2002 年度予算を比べると、一般会計歳出総額では 1.9％減となっており、
国債費 12.5％増、社会保障関係費 12.6％増以外は、地方交付税 14.4％減、文教科学振興費 21.4％減、防衛関係
費 2.9％減、公共事業関係費 14.5％減、経済協力費 15.7％減、中小企業対策費 13.2％減、などほとんどの経費が
マイナスになっている。 




入は 2.9％ポイント増大し、総支出は 2.2％ポイント減少している。ただし、2006 年度は、財政
投融資資金特別会計から国債整理基金特別会計への繰入れ 12 兆円（対 GDP 比約 2.3％）があり、
これは、公企業から一般政府への資金移転であり、見かけ上、一般政府部門の財政収支がよくな
っていることに注意する必要がある。総支出のうち、固定資本形成は 1.4％ポイント減少（純資
本支出の減は約 3.7％） 、総利払いは 0.5％ポイント減少している。まとめていえば、小泉改革に
おける財政健全化は、公共事業費・利払費の減もあったが、それ以上に収入の増が寄与したとい
える。 





  1970年代以降の2つの財政悪化と2つの財政再建の過程を概観した。 景気循環の影響を受けて、





































４．１ 財政法第 4 条のルール 
  日本における法令上の赤字ルール及び財政再建過程において導入された赤字ルールを解説する
とともに、その基本的な問題点を整理する。 
  法令上最も基本的な赤字ルールは、財政法第４条の次の規定である。 
 
  第四条  国の歳出は、公債又は借入金以外の歳入を以って、その財源としなければならない。
但し、公共事業、出資金及び貸付金の財源については、国会の議決を経た金額の範囲内で、
公債を発行し又は借入金をなすことができる。 
  ２  前項但書の規定により公債を発行し又は借入金をなす場合においては、その償還の計画を
国会に提出しなければならない。 
  ３  第一項に規定する公共事業の範囲については、毎会計年度、国会の議決を経なければなら
ない。 
   









第一に、対象経費の妥当性である。建設公債の発行対象経費は、財政法第 4 条第 3 項に基づき






担の観点から、その償還については、 「60 年償還ルール」が適用されている。つまり、便益が 60
年にわたると仮定されているが、 上述の対象経費は、 便益が 60 年継続すると検証されているだろ
うか。発行対象経費の基準は必ずしも明確ではなく、絶えず、拡大すべきという議論が起きてい
る。ハコモノであれば、建設公債が発行可能となり、支出増へのバイアスが生じている。 





まとめれば、 建設公債原則は財政規律を高める観点から導入されたが、 むしろ、 結果としては、
財政規律を損ねている。 














れまで、1980 年脱度却目標（1976 年導入） 、1984 年度脱却目標（1979 年導入） 、1990 年度脱却28 
 
目標（1984 年導入） 、2005 年度脱却目標（97 年導入）の 4 回導入された37。これらのうち、目標
が達成されたのは 90 年脱却目標だけである。 それは、 バブルによる税収増が大きく貢献したから
である。 税収の弾性値 （GDP の伸率に対する一般会計租税及び印紙収入の伸率の割合） をみると、
1975～85 年度は、平均 1.1 程度であったが、87 年度には 3.33 にまで高まった。90 年脱却目標が









府を対象とした財政収支を指標とするルールである。その第一は、1996 年 12 月に閣議決定され
た「財政健全化目標」を経て、1997 年に制定された財政構造改革法である。同法は、 「2003 年度
までに国及び地方の財政赤字の対 GDP 比を 3％以下とする」という赤字ルールを規定した。 
  しかし、既に見たように、同法は、わずか 1 年でその効力が停止されてしまった。1997 年後半
からの急速な景気の落ち込みを受けて、自社さ政権は「財政構造改革の基本方針を堅持しつつ、
こうした状況を一刻も早く打開し、我が国経済社会の構造改革を進める」との認識を 3 月 26 日に








  旧：特例公債の発行額を各年縮減   
  新：著しく異常かつ非常災害の発生又は、経済活動の著しい停滞が国民生活等に及ぼす影響に   
                              






投資等に影響を及ぼし、景気は停滞状態を示すようになった。 」 「これに対し政府は、21 世紀を切りひらく緊急経
済対策、所得減税、金融安定化策等、類似の景気湯用のための施策を決定・実施に努めてきたが、内外の悪条件
が一斉に重なって、雇用の先行き不安等を背景に消費が低調な動きとなるなど景気停滞は厳しさを増し、極めて
深刻な状勢となっている。 」 29 
 




  旧：2003 年度 
  新：2005 年度 
 
(c)99 年度当初予算の社会保障関係費の量的縮減目標 
  旧：おおむね 2％増を上回らない 
  新：増加額はできる限り抑制した額とする 
 
  98 年 7 月、橋本政権を引き継いだ小渕政権は、10 月に 2 次補正を組み、また 11 月には 3 次補








・  当時のアメリカやＥＵ諸国における財政改革の取り組みを参考として、法律という最も拘束   
  力が強い方法により、 明確な財政赤字の目標 （国 ・ 地方を合わせた一般政府の財政収支の対 GDP   
  比による目標水準と達成時期）を設定した。 
・  従来の毎年度のシーリング方式をとは別に、複数年にわたる個別の分野毎に削減や縮減目標   
  を設定した42。 
・  財政再建という痛みを伴う改革は政治的に合意を得ることは難しいが、与党及び政府の有力   
  者からなる財政構造改革会議を設置し、意志決定の集権化を図った。 
 
  他方で、財革法は次に述べるような 2 つの基本的な問題を抱えていた。 
  第一に、マクロ経済の動向との関係である。財革法は、後の改正により景気低迷時に関する弾
                              
40 「著しく異常かつ激甚な非常災害」とは、阪神・淡路大地震に相当する災害、 「経済活動の著しい停滞」とは、







42 Savage(2000)は、 財政構造改革法が従来の予算編成プロセスと比べて異なる点として、 3 年間の支出シーリング







当時の経済情勢は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要からの反動減で、1997 年 4－6 期に成
長率が一旦マイナスに転化したものの、7－9 月には若干のプラスに改善していた。ところが 11
月に三洋証券、拓銀、山一証券が相次いで破綻すると、金利の急上昇と株価の急落に続き、消費
と設備投資の落ち込みなどにより、10－12 月期に GDP はマイナス成長に陥った。政府は緊急対応
策として、12 月に、破綻処理に 17 兆円（うち交付国債 7 兆円） 、自己資本増強に 13 兆円（同 3
兆円）の計 30 兆円の公的資金投入を行った。また、景気対策として、12 月に特別減税２兆円を
実施したが
44、実質 GDP は 98 年 1－3 月、4－6 月と 2 期連続でマイナス成長となった。 
結果を先に説明したが、問題は経済財政政策を立案する際に、政府がどのような見通しを有し










整済財政収支でみると、1996 年マイナス 5.6％、97 年マイナス 4.6％、98 年マイナス 5.5％（景
気調整済基礎的収支では、 それぞれマイナス 4.2％、 マイナス 3.2％、 マイナス 4.0％） と、 毎年 1％
水準で財政収支が変動していることがわかる。この時期の一般会計予算（支出）の動きを見てみ
よう。 例えば、 公共事業関係費は、97 年度当初予算は、 前年度当初予算比では 1.3％増であるが、
前年度補正後では 13.1％の減であり、97 年度補正後予算は、当初予算と比べ 8.0％増である。98
                              
43消費税率引上げ、特別減税の廃止、社会保険料の引上げ、医療費の引上げを合計して、97 年度は 9 兆円の負担増
と推計されているが、こうした緊縮的な財政措置が景気を冷やし、98 年に入っての大幅なマイナス成長をもたら
したとするのが１つの見方である（土志田（2001） 、植草（2001） 、八田（2002）等） 。他方、97 年秋からの景気悪
化の主因は負担を増加させる財政措置ではなく、金融システム不安やアジア通貨危機による不安の増大や不動産




45 OECD（1999f）は、97 年暦年ベースで、財政のデフレ効果は合計で 10.8 兆円（消費税増税 4.4 兆円、特別減税
の廃止 2.0 兆円、 社会保険料引上げ 0.6 兆円、 4.8 兆円等） であり、 これは GDP の 2％以上に相当すること、 また、
OECD の INTERLINK モデルを使って、もしこうした財政措置がなかったとすれば、97 年の GDP は 1.75％、98 年は
2.25％引き上げられたと推計している。そして、金融システム不安等の効果は小さかったとしている。 31 
 








保障関係費の場合、前年度からの増加幅を 3000 億円以下とする）で示されていたが、99 年度予





  財政構造改革法の失敗を経験し、 次の赤字ルールを導入したのが 2001 年４月に誕生した小泉政
権である。小泉政権は、経済財政政策の方針を構造改革路線に転換し、その基本的な政策を示す
「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」 （通称「骨太の方針」 ） （2001





  一般会計の新規発行国債を 30 兆円以下とするこの目標は、当初予算では、特別会計からの資金
移転など会計間の操作により達成された（会計上の操作の問題は次節て論じる） 。しかしながら、
その後、税収減、義務的経費の増、総合対応策（2002 年 10 月）による経費の追加を理由として、
補正予算により公債は約 5 兆円（49,680 億円）が追加発行されることになった。更に、2003 年度






  財政構造改革法や新規国債 30 兆円の経験を踏まえて導入されたのが、 基礎的収支 （プライマリ
ー・バランス）の達成と一般政府支出（対 GDP 比）の水準固定である。2002 年１月には、政府





て、次の 2 点を挙げている。 
 
(a)基礎的収支（国と地方を合わせた）は対象期間の最終年度前後には現在（2000 年度 4.3％）   
  の半分に低下すると見込まれ、2010 年代初頭には黒字化することになる
46 
















均衡させるという赤字ルールは、 目標達成年次を 2011 年度にするなどの若干の変更はあるものの、





                              
46 改革と展望は、正確には次のように記述する。 「民間需要主導の着実な成長と財政構造改革の結果、国と地方を






























欠けているのである。歳出歳入一体改革が盛り込まれた「基本方針 2006」 （ 2 0 0 6年7月7日 閣 議




















ら、1961 年度以降、6 月ないし 7 月において、閣議了解の形で概算要求基準（84 年度までは概算
要求枠と呼ばれた） 、すなわちシーリングが設定され、各省庁はこのシーリングの範囲内で概算要

























である（宮島（1989） 、横田（1995） 、加藤（1997） 、牛嶋（2001）など） 。近年、特別枠を設定し、
シーリングの外で資源の再配分を試みようとしているのもこれを裏付けるものである。増分主義
は、税収が豊富な時代には機能したとしても、低成長になり、そもそも「増分」がなくなってし















  新年度予算（政府案）は、通常、12 月末に発表されるが、そこで議論にされるのは、一般会計
歳出総額にしろ、社会保障関係費などの個別分野の予算額にしろ、新規国債発行額（財政収支尻）
にしろ、前年度当初予算との増減である。例えば、財務省が 2008 年度予算案発表時に作成した資
料（ 「平成 20 年度予算のポイント」 （2007 年 12 月 24 日） ）では、 
 
・新規国債発行額及び公債依存度（一般会計） 
    2007 年度  25.4 兆円（30.7％）  →  2008 年度  25.3 兆円（30.5％） 
・主要経費の伸率 
    社会保障関係費    3 . 0 ％  
    文教及び科学振興費    0.5％ 
    防衛関係費     △ 0 . 5 ％  
    公共事業関係費   △ 3 . 1 ％  
  O D A           △ 4 . 0 ％  
 
などと説明されているが、これらの計数はいずれも 2007 年度当初予算との比較である。 
  しかし、当初予算（新年度）／当初予算（前年度）で比較し、新年度予算の性質を判断するこ
とはどれほど信頼性があるといえるだろうか。表５－２は、一般会計歳出総額について、当初／



































れている。 過大評価の程度が大きいのは公債金である。 公債金の当初／当初の伸率は、 1970 年代、
1990 年度はそれぞれ 45.4％ポイント、35.8％ポイントも過大評価されている。 
  一般会計歳出面については、主要経費の当初／当初の伸率は、当初／決算のそれと比べて過大
評価されているが、なかでも公共事業関係費（1970～2006 年度の間の平均で 13.1％ポイント） 、
社会保障関係費（同 3.6％ポイント）が過大評価の程度が大きい。 
  こうした現象、すなわち当初／当初の伸率が当初／決算（補正）の伸率と比べて過大評価され
                              




52 正確には、1970～2006 年度までの間、当初／補正の伸率は当初／決算の伸率と比べて、平均で 0.9％ポイント
過小評価されていたことになる。 37 
 
ている最大の原因は補正予算である。債務残高が急増した 1990 年代（1990 年度～2000 年度まで）
は、補正予算は 20 回、年平均 2 回編成され、2 次補正まで編成されたのが 3 回、3 次補正までが



























  税収を中心に財政指標の予測誤差の研究はアメリカでは盛んに行われきた（Auerbach (1995)、
Blackley  and  DeBoer  (1993)、 Campbell  and  Ghysels  (1995)、 Choate  and  Thompson  (1990)、 Feenberg 
et al (1989)、Gentry (1989)、Penner (2002b)、Plesko (1988)） 。 
  Plesko (1988)は、大統領予算局（OMB）及び議会予算局（CBO）が行う GNP、税収、支出、財政




赤字の予測について、 「平均誤差」 （Mean  Error:ME） 、 「平均絶対誤差」 （Mean  Absolute  Error:MAE）
がゼロになる仮説についてのｔ統計量等を計算し、予測の正確性を分析している。彼によれば、
進行年度及び予算年度についての予算編成にはどれも予測バイアスは検出されなかったこと、 OMB
と CBO の進行年度の税収についての 「平均絶対値誤差百分率」 （Mean  Absolute  Percent  Error:MAPE）
は 0.1％であるのに対し、支出のそれは 0.3％であるとして、両者に差があると結論付けている
（p.499） 。 
  Blackley and DeBoer (1993)は、OMB が行う税収等の予測の妥当性を評価するため、 「平均誤差
百分率」 （Mean  Percent  Error:MPE） 、 「平均絶対値誤差百分率」 （Mean  Absolute  Percent  Error:MAPE）
に加えて、予測バイアスの有無の検定について、 
        
t t t P A  
    A t ：変数 A のｔ年の実績値 
    P t ：前期において予測した変数 A のｔ年の予測値 
    ε t：誤差 
 
の回帰式で推計したαとβがα＝0 及びβ＝1 を同時に満たすときに、 「バイアス無し」であると
定義している。そして、これは、 
     
t t t P A       0 E
t    
を意味し、変数の予測値と実績値の間に意図的な相違が存在しないことを示すとしている。彼ら
は、1963～89 年の間における OMB の 1 年前の予測について、経済成長率と収入予測にはバイアス
はないが、歳出にはバイアスがあり、多くの歳出項目の提案（予測）は実績よりも常に小さく、
財政赤字の過小予測に影響を与えていること、特にそのバイアスは民主党政権の時より共和党政
権の時との方が強いことを結論付けている（Blackley and DeBoer (1993:229-230)） 。 
  日本については、次のような先行研究がある。 
  柴田（1997）は、1969～93 年の期間について、日米の当局が行う税収予測についてバイアスの
有無を分析している
54。バイアスを計測する指標としては、 「平均パーセントエラー」 （MPE） 、 「平
均絶対値パーセントエラー」 （MAPE） 、 「F 検定の値」 （F 値）を使っている。分析の結論として、日




                              
54 日本については、例年 1 月に提出される新年度予算案の数値（一般会計の「租税及び印紙収入」の税収の予測
値）であり、アメリカについては、例年 1 月から 2 月に議会に提出される大統領経済報告書の数値（ 「主な財源」
から「社会保険料その他の収入」を除いた数値）である。 39 
 
決算額からの乖離を分析し、 いずれも上方にも下方にも不規則にズレが発生していること （p.3） 、




率あるいは実質 GDP 成長率） の予測誤差と財政収支の予測誤差の関係で分析されている （Artis  and 
Marcellino (2001)、ECB (2004)、Jonung and Larch (2006)、Strauch et al (2004)） 。これらの
研究のうち、ECB (2004)は「平均誤差」 （Mean Erro:ME）のみを指標としているが、他の研究は、
ほぼ共通して、 「平均誤差」 （Mean Error:ME） 、 「平均絶対誤差」 （Mean Absolute Error:MAE） 、 「二
条平均平方根誤差」 （Root Mean Square Error:RMSE） 、 「バイアス・ゼロ」(No Bias:NB)、 「相関ゼ
ロ」 （No Correlation:NC）を予測誤差に関する指標として使っている。バイアス・ゼロの指標は 
Blackley and DeBoer (1993)と同じであり、相関ゼロは誤差項の 2 階の系列相関の有無を検定す
るものである（Lagrange Multiplier test） 。 
  Jonung and Larch (2006)は、予算編成の前提として使われる政府の公式の成長率（潜在 GDP 及
び実質 GDP）は、フランス、ドイツ、イタリアにおいては楽観的に予測するバイアスが有意に存
在する一方、イギリスにおいてはバイアスが検証できなかったこと、楽観的な成長率の予測は財
政赤字にマイナスの影響を与えること、 成長率の予測バイアスは近年 EU 諸国が財政再建に失敗し
ている原因の一部であることを主張する。 
  Strauch et al (2004)は、EU 諸国の実質 GDP 成長率と一般政府・財政収支（対 GDP 比）の予測
誤差を分析したところ、国によってバイアスの方向は様々であること、財政赤字の予測が実績よ
りマイナスに乖離する国ほど実質 GDP 成長率の予測が楽観的であること（実際の成長率が予測よ
り 1％ポイント上回ると財政収支は予測より 0.6％ポイント乖離する） 、景気循環と財政ガバナン
ス（財務大臣の権限の強さなどの予算制度）が成長率と財政収支のバイアスの程度を決める重要
な要素であることを述べる。 
  Artis and Marcellino (2001)は、IMF、OECD、EC の国際機関による G７諸国の財政収支（一般
政府・財政収支の対 GDP 比）の予測誤差を比較し、IMF の予測については、日本を除く G7 諸国に
関しては弱いながらも効率的であること、イタリア・日本・イギリスについては過大予測の上方
バイアスがあること、 カナダについては過小予測の下方バイアスがあることを示している。 また、
国際機関により得手不得手があり、IMF はフランス・ドイツ、OECD と EC はイタリアとイギリスの
予測について成績が良いと述べている。 
  先行研究を踏まえ、日本における成長率や財政指標の予測誤差を分析する。予測誤差を分析す
る手法は共通しており、先行研究に習い、最初に次の 3 つの誤差率を計算する。 
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     f a t t t       a ：実績値    f：予測値 
  ただし、経済成長率の場合は上記の定式であるが、税収等の金額ベースの変数については、平
均誤差百分率（MPE、MAPE、RMSPE） ）を使う。すなわち 







   
を使う。 
  次に、バイアスの有無（No bias）の検定として、 
   u f a t t 2 1 t       
0   かつ 1   となるかについての検定を行う。これは、Artis and Marcellino (2001)の手法
に習い、 
   v t t      
を回帰して、E(εｔ)＝0 となるかについての検定に代えて行う。 
  誤差項の系列相関については、2 階の自己相関の検定を行う。 
          
 t 2 2 1 t 1 t v  
を回帰して、α1＝α2＝0（帰無仮説）となれば、自己相関なしとなる。 
  予測誤差の分析を行う変数は、 経済成長率に(a)当初予算比の妥当性を分析する際に用いた変数
を加えたものであり、具体的には以下である。 
 
・経済成長率    名目 GNP（GDP） 、実質 GNP（GDP） 
・予算総額      一般会計歳入・歳出総額、特別会計歳入・歳出総額、歳入・歳出差引純計額 
・一般会計歳入  租税及び印紙収入、専売納付金、官業益金収入、政府資産整理収入、雑収入、 
        公債金収入、前年度剰余金受入 
・一般会計租税  所得税、法人税、消費税 
・一般会計歳出  社会保障関係費、文教及び科学振興費、国債費、地方交付税交付金、 
        防衛関係費、公共事業関係費 
・一般会計財政収支比率（公債比率）   
 41 
 


















  成長率の誤差から見る（表５－５） 。名目成長率の予測値の誤差(ME)は、－0.9％ポイント
（1970-2006 年度）であり、10 年毎に見ても全てマイナスであり、名目成長率の予測は常に過大
であったことを示している。相関無しの仮説は棄却されないが、バイアス無しの仮説は棄却され
る。特に、バブル崩壊後の 1990 年代においては、平均で 1.9％ポイントも過大であり、誤差が大
きかった。MAE では、平均 2.1％ポイントの誤差であり、誤差の程度は 1990 年代より 1970 年代の







  プラス・マイナス 0-0.5％ポイント以内： 
      イギリス（-0.08） 、ギリシャ（-0.17） 、アイルランド（-0.26） 、スウェーデン（-0.31） 、   
      スペイン）-0.41） 、フィンランド（-0.42） 




57 具体的には、財務省（大蔵省） 『予算書』 （補正予算含む） 、 『決算書』 、 『予算及び財政投融資計画の説明』 、 『租
税及び印紙収入予算の説明』の各年度版からデータを引用している。 






  同 0.5-1.0％ポイント以内： 
      ベルギー（-0.63） 、デンマーク（-0.63） 、オーストリア（-0.71） 
  同 1.0％ポイント超： 
      フランス（-1.03） 、オランダ（-1.11） 、イタリア（-1.21） 、ドイツ（-1.21） 、ルクセンブ 
      ルグ（-1.60） 、ポルトガル（-1.79） 
 
である（ECB(2004:65)） 。 
  Jonung and Larch (2006)は、欧州の 4 大国の実質 GDP 成長率（1987-2005）の ME と MAE を算出
しており、 
 
  ドイツ    財務省の予測  ME:-0.95、MAE:1.20  EC の予測  ME:-0.25、MAE:1.21 
  フランス  財務省の予測  ME:-0.43、MAE:1.19  EC の予測  ME:-0.16、MAE:0.99 
  イタリア  財務省の予測  ME:-0.86、MAE:1.15  EC の予測  ME:-0.51、MAE:0.84 
  イギリス                  E C の予測  ME:0.19、 MAE:0.90 
 
という結果を示している。 
  Strauch et al (2004)は、欧州各国政府が発表する名目成長率（1991-2002）の ME 等を推計し
ているが、アイルランド（ME:1.90、MAE:2.05） 、ルクセンブルグ（ME:-1.52、MAE:3.44） 、ドイツ
（ME:-0.87、MAE:0.72） 、イタリア（ME:-0.72、MAE:1.00） 、ポルトガル（ME:-0.76、MAE:0.95）
を除き、ME はだいたい 0.30％ポイント以下、MAE は 0.50 から 1.00 の間である。 
  これらの国での成長率の予測誤差と日本のそれを比べると、 日本の ME は突出して高いわけでは








・一般会計歳入総額の予測（予算）は、好景気・不景気にかかわらず、ほぼ 6％ポイント（MPE、  
  MAPE）の過小評価となっており、最も大きな誤差を示している。成長率の場合と異なり、補正 
  後から決算の間の誤差も大きく、予算から決算の間の誤差の約 4 割を占めている。また、1980 
  年代の予測誤差は小さく、1990 年代の予測誤差は大きい。MPE と MAPE がほぼ同じなので、予測 
  誤差の方向が常に同じことを示している。 
・特別会計歳入総額の予測誤差は、MAPE で 1％前後であり、一般会計と比べると、相当小さい。 43 
 
・一般会計歳出総額の予測も、歳入総額と同様に、過小評価のバイアスがあるが、歳入総額と比 
  べると、誤差は半分程度である。歳入総額の補正は過小評価され、誤差率も大きかったが、歳 
  出総額の補正は逆に過大評価され、 誤差率は歳入総額の半分程度である。 つまり、 補正予算は、 
  歳入を過小に見積もり、歳出を過大に見積もる傾向があるといえる。 
・特別会計歳出総額の予測は、常に、過大評価しており、剰余金の発生が恒常的になっているこ 
  とを示している。 
・歳入の純計は一般会計の影響、歳出の純計は特別会計の影響を受けて、バイアスの方向が逆に 











  から決算への誤差は、常に過大評価されており（ME:-0.5％ポイント） 、当初予算の予測は常に 
  過小評価されている（ME:1.7％ポイント） 。バイアス無しの仮説を棄却する。 
・好景気と不景気の予測誤差（特に ME について）は明確に差があり、前者の誤差は小さいが、後 
  者の誤差はほぼ 4％に及ぶ。特に、バブル崩壊後、補正予算により公債を追加発行したため、 





に見た ECB(2004:65)では、 欧州諸国の一般政府・財政収支の ME （1999-2003） は、 ギリシャ-1.97％
ポイント、ポルトガル-1.62、フランス-1.43、ドイツ-1.36、イタリア-1.25、など、過半の国で
財政収支の予測は楽観的（過小評価）になっており、悲観的な予測となっているのは、ルクセン
ブルグ0.85％ポイント、 ベルギー0.22、 フィンランド0.21、 オーストリア0.12だけである。 Strauch 
et al (2004)の計算では、欧州諸国の一般政府・財政収支の予測誤差（1991-2002）は、イギリス
（ME:1.00、MAE:1.21） 、ドイツ（ME:-0.31、MAE:0.87） 、フランス（ME:-0.49、MAE:0.61） 、ルク
センブルグ（ME:1.40、MAE:1.61） 、ギリシャ（ME:-1.20、MAE:1.64）を除いて、ME はほぼ±1％
                              
60 後述するように、一般会計の財政収支は、赤字の特別会計への移し変えなど、会計上のやりくりにより操作で




不景気時の予測誤差は突出して大きいといえる。 ただし、 毎年10月に発表されるIMF経済予測 （IMF 
World  Economic  Outlook） における一般政府 ・ 財政収支の予測でも、 日本の ME、 MAE、 RMSE （1976-1995
年）は、それぞれ 0.96、1.60、2.01 であり、イギリス、イタリアとともに、予測のパフォーマン
スは悪く、日本は、統計的に過小評価のバイアスある（Artis and Marcellino (2001)） 。 
 
④一般会計歳入 
  一般会計の歳入内訳の予測誤差を分析する（表５－８） 。最初に、税収について概観する。その
ポイントは以下である。 
 
・当初予算の税収予測を補正予算のそれを比べると、 常に、 過大評価され （MPE:-1.4％ポイント） 、 
  決算額と補正予算を比べると、常に過大評価され（MPE:0.9％ポイント） 、結局、当初予算は決 
  算と比べて、 常に 1.4％ポイント過大評価されている。 誤差項の相関は一部に見られるものの、 
  バイアスは総じてない。 
・税収予測は、好景気には過小評価され、不景気には過大評価されている。特に、不景気時にお 
  ける MAPE は非常に大きい。観察期間を通しての税収予測の過大評価は、1990 年代の過大評価 
  が大きく寄与している（その他の期間では過小評価） 。MAPE は、不景気時の方が好景気時より 
  高いものの、後者も 6～7％ポイント程度あり、決して低いわけではない。 
・主要税目別の予測誤差（MAPE）では、消費税（3.8％ポイント） 、所得税（8.0％ポイント） 、法 
  人税（13.9％ポイント）の順に、誤差率が低い。不景気時の法人税の予測誤差は、20％ポイン   
  ト前後であり、突出して高い。企業収益の方が景気変動に強く反応するため、その影響が税収 
  見積りに影響していると考えられる。いずれも、1990 年代の過大評価が予測のパフォーマンス 
  を悪くさせている。 
 
  税収の予測誤差について、先行研究と比較する。柴田（1997）は、1969-1993 年の MPE はマイ
ナス 0.114％ポイント、MAPE は 7.866％ポイントであると計算し、好況年の MPE は 4.046％ポイン
ト、不況年はマイナス 4.621％ポイントであると計算している。また、全期間ではバイアスはな
いが、好況・不況年にわけると、ともにバイアスがあるとしている。MAPE は、本稿でのそれと大
差ないが、MAE は、1990 年代初期までのデータなので、本稿とは大きな差がある。 
  公債金収入の予測誤差は、税収よりかなり高く、MPE:8.6%ポイント、MAPE:16.2％ポイントであ
る。補正予算の公債金収入は常に過小評価され、決算では過大評価されている。特に、好景気・
不景気の違いにより、 予測誤差が大きく異なり、 共にバイアスの存在が想定される。 1990 年代は、
補正予算により公債発行が増額されたため、誤差率は 25％にも及ぶ。他の時期の誤差率はそれほ
どでもないことから、1990 年代の大きな誤差が期間全体の誤差を高めている。 45 
 




  一般会計の主要歳出項目の予測誤差について概観する（表５－９） 。特徴は歳出項目によって誤
差に大きな相違があることである。地方交付税と防衛費の予測誤差（MPE）は 1％ポイント未満で
あり、小さい。ただし、地方交付税は税収動向によって大きく増減されるため、MPE は小さいも
のの、MAPE は約 7％ポイントで高い。 
  公共事業の予測誤差は、MPE・MAPE ともに 10～15％ポイントであり、主要歳出項目の中でも最
も大きく、バイアスがある。MPE の絶対値と MAPE はほぼ同じであるので、バイアスの方向も同じ
で、恒常的に当初予算の公共事業費は過小評価されているといえる。不景気における予測誤差は
好景気より高いが、好景気でも MPE・MAPE ともに 10％ポイント前後あり、景気にかかわらず公共
事業費は増額されていると指摘できる
61。 
  社会保障関係費と文教科学振興費の予測誤差（全期間）はほぼ 3％前後であり、絶対額が大き




















                              
61 1990 年代の MPE・MAPE は、他の時期の約 2 倍あり、これが全期間の誤差率に大きな影響をあたえている。 
62 関西社会経済研究所（2006）は、当初予算税収と決算税収の乖離の原因として、経済成長率の予想と実際の乖46 
 
  長率の同様のずれで、2.9％ポイントもずれることになる。税収総額については、補正－当初よ 
  りも決算－補正の予測の方が、より名目成長率の予測の影響を受ける。 
・税収項目で更に見ると、名目成長率の予測誤差の影響を強く受けるのは法人税であり、名目成 
  長率の 1％ポイントのずれが、4.7％ポイントのずれをもたらす。所得税も成長率の予測誤差の 
  影響を強く受けるが、決算－補正の予測の方が強い影響を受けている。興味深いのは、消費税   
  は、名目成長率の予測の影響はあまりないということである（符号としてはマイナス） 。 
・一般会計の歳出総額は、歳入に比べると、名目成長率の予測誤差の影響は半分程度である。 
・一般会計の主要歳出項目別に見ると、社会保障関係費、文教科学振興費、国債費は、名目成長 
  率の予測の影響は、 統計上有意性は見られず、 有意に影響を受けるのは、 地方交付税、 防衛費、 
  公共事業関係費である。地方交付税は所得税・法人税等をベースに算定されるので、当然なが 
  ら、名目成長率の予測誤差の影響をプラスの方向で強く受ける。公共事業関係費は、名目成長 
  率が 1％ポイント下方にずれると、1.3％ポイント上方修正され、成長率に対してカウンター・ 
  サイクリカルに支出される。 
・一般会計の財政赤字、 すなわち公債金収入は、 予想通り、 名目成長率の予測と逆の関係にあり、 




















てきたためと見る （労働分配率が低下し、 法人税が課される企業所得の伸び率が名目GDPの伸びより大きいため） 。 
63 Artis and Marcellino (2001)は、成長率の予測誤差が一般政府の財政赤字の予測誤差に与える影響を推計し、
日本はマイナス 0.58 であるとしている（イギリスはマイナス 0.95、それ以外の G７諸国はマイナス 0.1 から 0.3
程度） 。 










  そもそも補正予算の編成については、財政法第 29 条は次のように規定する。 
 


























  ここでは、補正予算の支出項目を、次のように分類する作業を行った。 48 
 
 
  1.法律上・契約上の義務的経費（当年度分に関する補正） 
  2.法律上・契約上の義務的経費（過年度分に関する補正）
65 
  3.予算作成後の事由による追加（制度の変更） 
  4.予算作成後の事由による追加（景気対策） 
  5.予算作成後の事由による追加（大規模災害対策） 
  6.予算作成後の事由による追加（経費不足・見込み誤り）
66 
  7.予算作成後の事由による追加（追加対策） 
  8.その他の事由
67 





  第一に、補正事由は様々である。上記カテゴリーの 1 から 5 までは、財政法第 29 条に規定する










  カテゴリー7 は、裁量的性格の強い支出である。例えば、2000 年度補正予算では、情報通信技
術特別対策費 643,112 百万円、環境特別対策費 265,926 百万円、高齢化特別対策費 245,260 百万
円、都市基盤整備特別対策費 548,314 百万円、教育・青少年・科学技術等特別対策費 151,054 百
万円、生活基盤充実特別対策費 341,920 百万円、防災特別対策費 304,412 百万円などが計上され
ている。財務省が国会に提出している『平成 12 年度補正予算の説明』では、これらの補正事由と
して「最近の経済財政情勢等にかんがみ、日本新生のための新発展政策の一環」が記載されてい
                              




67 1 から 7 までの分類に該当しないと判断した支出を意味する。 49 
 
るが、 補正予算の細部を見ると、 次世代航空保安システム、 大学における学術情報ネットワーク、
地方行政情報化推進、介護保険制度に関するシステム、官庁営繕費、高齢化に対応した公共賃貸










カテゴリー6 から 8 に分類される支出は、 年度により大きな変動等があるものの、 平均としては、
大雑把に見て補正予算総額の 3 割程度と推測される。 
  第二に、法律上・契約上の義務的経費の恒常的な計上である。カテゴリー1 から 5 までであっ
ても、真に予見しがたい事由により補正計上されているかが問題となる。地方交付税交付金は、









        カテゴリー1    カテゴリー2    合    計 
 1 9 7 0 年 代     1 2 0       1 0 0       2 2 0  億 円  
 1 9 8 0 年 代    1 , 3 5 0       3 0 0      1 , 6 5 0  
 1 9 9 0 年 代    3 , 0 0 0       4 8 0      3 , 4 8 0  
 2 0 0 0 年 代    4 , 3 0 0      1 , 4 0 0      5 , 7 0 0  
  1970-2006      1,700            460          2,160 
 
  物価上昇等を勘案しても、1990 年代以降の補正計上額は急増している。高齢化などにより社会
保障費が増えているとしても、それは、補正予算に計上するのではなく、財政法の趣旨を踏まえ
                              





上に疑義がある支出である。そこで、この 3 つの合計及びカテゴリー8 の補正計上額を当初予算
に計上した場合の財政収支とその増減額を試算した（表５－１２） 。カテゴリー8 の支出だけを補
予算から控除し、同額を当初予算に計上したとすると、財政赤字は、1970-2006 年の毎年平均で
約 10％増えることになる。ただし、1980 年代が突出して増えており、1980 年代以外では、財政
赤字の増加額は 2％から 7％である。次に、カテゴリー6-9 までの支出額を当初予算に計上した場






また、2006 年度予算では、新規国債発行額は 29 兆 9,730 億円となり、30 兆円を下回る水準を達
成したと政府資料
69では説明されている。仮に、補正予算計上額のうち、カテゴリー8 に疑義があ
るとした場合、 一般会計当初予算の財政赤字は、 2002 年度予算で 30.4 兆円、 2006 年度予算で 31.9
兆円になる。これは少なく見積もった場合であるが、カテゴリー6 から 9 までの全てに疑義がる




  一般会計当初予算の財政赤字が過小見積りとなっている原因としては、 補正予算だけではなく、
一般会計と特別会計間の資金の操作が挙げられる。例えば、一般会計が負担すべき支出 1 兆円を
特別会計の借金として負担させるとした場合、他の条件が一定であれば、一般会計の財政収支は





  会計間のやりくり等についての先行研究として宮島（1989）があり、彼は、1981 年度から 1987
年度までの財政再建期間中にとられた歳出削減措置を分析している。具体的には、財政再建期間
に限って一般会計歳出を一時的に停止ないし減額し、再建目標年度後に一般会計から停止額ない
                              
69 財務省資料『平成 18 年度予算の特色』では、国債発行額は 29 兆円 9,730 億円（マイナス 4.4 億円） 、過去最大
の減額幅となり、 「30 兆円を下回る水準を達成」したと述べられている。 
70 毎年度の予算に付随する「財政第 28 条等による予算参考書類」において、歳入及び歳出それぞれの純計（一般


















72。これらの合計額は、1994 年度に最高額として 4 兆円を超えたとき
があるが、1988 年度以降、変動はあるものの、1～2 兆円が一般会計に繰り入れられている。 
  第二に、一般会計から特別会計への繰入等を削減あるいは停止することである。例えば、 
 
・本来一般会計が負担し特別会計へ繰り入れるべき支出を削減・一時停止すること（国民年金の 






無かったと仮定すると、 1970-2006 年度の間の平均で 17.8％増えていたことになる。 この乖離は、
1983 年度から急増し、 80 年代後半にピークに達している。 その後、 こうした会計間のやりとりは、





                              
71 内訳は、交付税特会：25 兆 749 億円、電源開発特会：595 億円、厚生保険特会：2 兆 6,350 億円、国民年金特会：




  こうした会計間の操作は、2000 年度以降も引き続き行われている。小泉政権最初の予算である
2002 年度予算は、当初と決算が異なる象徴的な予算であったので、詳しく分析する。2002 年度予




・外為特会等からの一般会計繰入  2 兆 6,385 億円（前年度より 7,663 億円増加） 
    ※このうち外為特会については、 通常、 前年度の剰余金の一部を繰り入れているが、 更に1,500 
      億円を 2002 年度に見込まれる剰余金から前倒して繰入れた。 
・交付税特会の新規借入継続  1 兆 433 億円 
    ※交付税特会による新規借入れは、本来、2002 年度で廃止される予定であったが、これを継 
      続することにより、一般会計の負担を軽減した。 
・交付税特会借入金の一般会計継承債務の償還期間延長  2,970 億円 
    ※2005 年度までに一般会計の負担により償還される予定であった債務の償還期間を 2044 年   




  一方で、GDP 成長率は、実質では、2001 年度マイナス 0.8％（名目マイナス 2.5％） 、2002 年度
1.1％（名目マイナス 0.7％）となり、景気は低迷した。小泉政権においても、当初は、2001 年
10 月、12 月、2002 年 12 月に、 「改革プログラム」と呼ばれる経済対策が行われている。結局、
2002 年度の一般会計税収（決算）は、景気の低迷から当初予算と比べて約 3 兆円減収になり、公









                              
73 正確には、 「平成 14 年度において、財政再建化の第一歩として、国債発行を 30 兆円以下に抑制することを目標
とする」 （p.6）と「骨太の方針」 （ 『今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する方針』 （2001 年 6 月 26
日閣議決定） ）に記載されている。 
74 30 兆円の枠は、2001 年度補正予算についても適用された。2001 年度一般会計当初予算において、歳入総額は
82.6 兆円で、国債発行額は 28.3 兆円であったが、第 1 次補正予算では、歳入総額 83.7 兆円、国債発行額 30 兆円
となり、第 2 次補正予算では、歳入総額 86.3 兆円、国債発行額 30 兆円となった。第 2 次補正予算では、30 兆円
の枠を守るために、国債整理基金の余裕金である NTT 売却収入 2.5 兆円を繰り入れ、地方公共団体等の公共事業
費の財源として貸し付ける方法を導入した。 53 
 
増） 。カテゴリー8 だけに絞った場合でも、全期間の平均で約 25％増える。1980 年代は、財政赤
字は 1.5 倍弱になる計算である。2000 年以降、当初予算の財政赤字の過小評価の程度は小さくな















る。例えば、2006 年度について見ると、一般政府の財政赤字は約 1％（対 GDP 比）であり、国・
地方の基礎的収支は 0.7％の黒字である。2011 年度までに国・地方を合わせた基礎的収支を均衡
させるという目標は既に達成されていることになる。これは、財政投融資資金特別会計の積立金



















合計 537.2 兆円の約 6％に相当する借金が別に存在する
75。 
  第二に、会計検査院の「決算検査報告」である。2006 年度報告では、交付税特会 25 兆 749 億
円、電源開発特会 595 億円、厚生保険特会 2 兆 6,350 億円、国民年金特会 4,454 億円、自賠責特



















第1 5条  
法律に基づくもの又は歳出予算の金額若しくは継続費の総額の範囲内におけるものの外、国が債
務を負担する行為をなすには、予め予算を以って、国会の議決を経なければならない。 
2  前項に規定するものの外、 災害復旧その他緊急の必要がある場合においては、 国は毎会計年度、
国会の議決を経た金額の範囲内において、債務を負担する行為をなすことができる。 
3  前二項の規定により国が債務を負担する行為に因り支出すべき年限は、 当該会計年度以降五箇
年度以内とする。 （但し書き及び第 4 項、第 5 項略） 
                              
75 同じ一般会計の貸借対照表では、資産に特別会計繰戻未収金 1.97 兆円があり、正確には、この金額を差し引く
必要がある。また、こうした計数は 2004 年度末の貸借対照表から公表されており、同年度末の一般会計が特別会








・継続費      一般会計    323,543 百万円 
・国庫債務負担行為  一般会計  3,852,208 百万円 
          特別会計  2,200,863 百万円 
 
一般会計の継続費・国庫債務負担行為の合計では、約 4.2 兆円である。   

































て当年度に支出する割合 （平均） については、 1970 年代以降、 減少しており、 2000 年代の割合は、
1970 年代のそれと比べて 1/3 程度である。翌年度以降へ繰り延べられた支出の残高（平均）は、













  中期的な財政運営のフレームワークの必要性が提唱されたのは 1960 年代に遡る。 それは第 1 次
臨時行政調査会であり、その第 1 専門部会第 2 班（通称「予算会計作業班」と呼ばれた）は、1962
年 5 月に発足し、1963 年 10 月に最終報告を本調査会に提出した。この最終報告は、旧大蔵省に
対して、財政の将来見通しの作成について研究するよう指摘した
79。その後、具体的な動きは、19 
70 年代において、財政再建の必要性の高まりと併せて進むことになる。まず、1976 年 2 月に「財
政収支試算」 （1976～80 年度）が発表され、1980 年まで 5 回にわたり毎年作成された
80。 
  1981 年度以降は、 「財政の中期展望」が作成され、その基本的な姿は現在に引き継がれている
（2002 年度からは「後年度歳出・歳入への影響試算」に名称変更）
81。財政の中期展望の基本的
                              









水野（1983）はこの 5 つの試算の特徴を整理している（表 9-1 参照） 。 
81 1978年9月 に 財政制度審議会に財政計画等特別部会が設置され、財政計画策定についての審議が開始され、そ







・予算年度に加えて、将来 3 年間の財政の歳出・歳入を対象とする。 
・国債費、地方交付税を除く歳出については、予算年度における制度・施策を前提とする後年度 
  負担額の推計である。国債費は金利を仮置きして推計する。地方交付税（法定率分）は税収と 
  同じ推計方法を用いる。 
・税収は、名目成長率に弾性値を乗じて機械的に推計する。名目成長率及び弾性値は一定の値を 





















た。2001 年１月に設置された経済財政諮問会議は、2002 年１月、 「構造改革と経済財政の中期展
望」 （以下「改革と展望」 ）を決定したが、これは、わが国が目指す経済社会の姿と、それを実現
するための構造改革を中心とした中期的な経済財政運営についての将来展望を示すものである。
「改革と展望」は、2002～06 年度の 5 ヶ年を改革の対象期間とし、プライマリー・バランスを対



















  2006 年、小泉内閣は、財政構造改革の仕上げとして、 「歳出歳入一体改革」を発表した。これ
は財政再建プログラムであり、｢経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006｣（2006 年 7 月 7
日閣議決定）に盛り込まれている。具体的には、2011 年度に国・地方を合わせた基礎的収支を黒
字化するため、歳出削減（11.4～14.3 兆円）と歳入増（2.3～5.1 兆円）を組み合わせるというも
のであった。政府として同改革の具体的な姿を描いたのが、2007 年 1 月に発表された「進路と戦
略」である
86。進路と戦略では、4 つのケースについて基礎的収支の見通しを示しているが、黒字








                              
82  「内閣府試算」で示されている計数は、経済財政諮問会議における「改革と展望」の審議のための参考として
内閣府が作成したものであり、政府としての目標という性格のものではない。 









り、 経済計画に盛り込まれている予算の数字は見積りに過ぎず、 毎年の予算編成を拘束する性質のものではない。 
85 「改革と展望」は、2003 年 1 月に第 1 回の改定が行われた。ここでは、対象期間が 1 年延長され、2007 年度が
最終年度となった。つまり、プライマリー・バランスが半減すると見込まれる年次が 1 年後倒しされた。ただし、
2010 年代初頭にはプライマリー・バランスを黒字化するとの見込みについては変更されていない。 
86 「改革と展望」は、その後、2007 年 1 月に発表されたものから「日本経済の進路と戦略」という名称に変更さ
れている。 59 
 






























                              
87 中期財政フレームではないが、新年度予算に関しては、日本においても、新年度予算案の発表前に、現行制度
に基づく歳入歳出見通しに基づいて財政戦略を検討する試みが行われている。1980・1981 年度予算編成における
「サマーレビュー」と「財政事情の試算（フレーム試算） 」である（詳細は、 『国の予算』 （55 年度予算・56 年度
予算）を参照。サマーレビューとは、9 月以降の本格的な予算編成の前に、夏の段階で、歳入歳出の見積りを踏ま
えて、歳出の合理化・抑制方策を検討するものであった（1979 年 5 月 18 日の閣議で、サマーレビュー（ 「昭和 55
年度予算夏期事前点検作業」の実施について了解がなされた） 。財政事情の試算は、11 月時点での税収見込みを踏
まえて新年度予算のフレーム（税収、公債発行額、国債費等の主要歳出）を示し、財政状況を明らかにするもの
であった（1979 年 11 月 30 日閣議報告） 。 
88 憲法第 86 条は、 「内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、その審議を受けて議決を経なければ












作成する後年度影響試算 （中期展望） を見る。 表５－２２は、 後年度影響試算の各項目について、
予算値に対する予測値（1 年前予測、2 年前予測、3 年前予測）の誤差を整理したものである。例




予測は効率的ではない。 一般会計歳出総額については、 1年前予測の MAPEは約 5％、 2年前は約 7％、
3 年前は約 10％の誤差である。地方交付税や国債費を除く一般歳出では、予測誤差は、それぞれ
約 4％、約 6％、約 8％と歳出総額と比べて小さくなる。税収に連動する地方交付税の予測誤差が
高いからである。国債費の予測誤差も 10％前後で高い。税収の予測誤差（MAPE）は、3 年前の予
測値では、約 20％にも達するほど高い。最も予測誤差が高いのは財政赤字である。景気変動によ
る税収の変動などの影響を強く受けるからと考えられるが、1 年前予測で約 25％、2 年前予測で

















対する予測値 （1 年前予測、 2 年前予測、 3 年前予測、 4 年前予測） の誤差を整理したものである
90。






の方が誤差率が高くなる。名目成長率の ME は、1 年前が 0.4％、2 年前以前は 1-1.25％前後であ
り、MAE では、予算時予測・1 年前予測は 0.6％程度、2 年前以前は 1-1.25％前後である。ヨーロ
ッパ諸国の予測誤差（1991-2001 年、各国の平均）を見ると、成長率の ME は 3 年前で-0.35％、
MAE は 1％前後である（Strauch et al (2004)の Table2） 。日本の予測誤差はヨーロッパの平均と
比べて劣るものの、 それほどではない。 ヨーロッパ諸国の RMSE で見た 3 年前の予測誤差は、 1.32％
であり、日本の方が少しだけ優れている。同様の資料から、ヨーロッパ諸国の一般政府財政収支
の予測誤差（1-3 年前）を見ると、ME は 0.01-0.22％の間、MAE は 1.08-1.30％の間である。日本
の財政収支の予測誤差は、公企業からの資金移転という特殊要因を除いた資本勘定調整後の計数
でみても、ME で 0.5-2.0％、MAE で 1.0-2.0％である。従って、日本の財政収支の予測は、成長率
に比べると、ヨーロッパと比べてかなり劣るといえる。一般会計の主要項目の予測値は、2000 年
代の半ばまでは、歳出については過大評価、税収については過小評価されていた。財政赤字は過
































れている「内閣府試算」 （2007 年 1 月発表）を中心に考える（後年度影響試算も問題は基本的に
同じ） 。中期財政フレームは一定の前提を置いた推計であるため、推計誤差を始め様々なリスクが
存在する。財政の将来推計を行うに当り最も重要な点は成長率である。潜在成長率について、内
閣府試算の推計と OECD・IMF の推計を比較してみよう（表５－２６） 。IMF の「ベースライン」で
は、2006 年以降の TFP は 2000～05 年の平均である１％と仮定し、資本ストックは GDP のトレン
ドに比例して増大する一方、労働は人口動態を反映してマイナスを仮定している。結果として、
潜在成長率は 08～09 年の 1.9％をピークに、11 年には 1.7％に低下するとしている。他方、IMF
の「構造改革ケース」では、資本ストックはベースラインと同じ仮定であるものの、競争政策や
研究開発の拡充などにより TFP が 025％程度向上し、労働も女性の労働参加の増大によりゼロと
なり、結果として潜在成長率は 2.3％程度になると予測する。内閣府試算の TFP は外生的に与え





























・内閣総理大臣の諮問に応じて、経済全般の運営の基本方針、財政運営の基本、予算編成の基本   
  方針その他の経済財政政策に関する重要事項についての調査審議 
・内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じて、全国総合開発計画その他の経済財政政策に関す 
  る重要事項について、経済全般の見地から政策の一貫性・整合性を確保するための調査審議 
・上記 2 つについて、内閣総理大臣等に意見を述べること 
 




  6 月：骨太の方針（諮問会議作成・閣議決定） 
    内閣としての重要政策の方針を規定する
92。 
 
  7 月末：予算の全体像（諮問会議作成） 
    骨太の方針で示した内閣の施策の目標や意図を予算に反映させるための指針である
93。 
                              
91 内閣府設置法上（第 22 条） 、議員となることが特定されている閣僚は内閣官房長官と経済財政政策担当大臣だ
けであり、 その他は首相が指定する。 また、 民間議員は、 議員総数の 4/10 未満であってはならないとされている。 
92 正式な名称は、小泉内閣では、 「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する方針」である。 




  7 月末：概算要求基準（シーリング） （閣議了解） 
 
  8 月末：予算要求提出 
 
  9～12 月末：予算査定・折衝作業 
 
  12 月初旬：予算編成の基本方針（諮問会議作成・閣議決定） 
    財政事情や予算編成の基本的な方針を規定する
94。 
 
  12 月末：政府予算案決定（閣議決定） 
 
  1 月：改革と展望（諮問会議作成・閣議決定） 
    経済や財政の中期見通しを示す
95。 
 




６．２  改革の成果と検証 











                              
94 中央省庁等改革以前においても、 「予算編成方針」 は存在しており、 例えば、 2000 年度予算編成においては、 1999









のアウトカムをもたらしていなければ、 それはかたちだけの改革である。 そこで、 以下では、 2002
年度予算（小泉内閣の最初の予算）から 2006 年度予算までの予算の計数に基づき、小泉内閣の予
算編成の中身を検証する。 
  表６－１は、一般会計予算の財政収支（公債発行額） 、歳出総額、主要経費の推移について、当
初予算及び決算の計数を整理したものである （データが存在する場合は概算要求時の計数も表示） 。  
  最初に、財政収支について検証する。小泉内閣は、その最初である 2002 年度予算について、骨
太の方針に、一般会計の新規発行国債を 30 兆円以下とすることを目標に掲げた。当初予算では、
この目標は達成されたが、その後、税収減、義務的経費の増、総合対応策（2002 年 10 月）によ
る経費の追加を理由として、補正予算において公債を約 5 兆円（49,680 億円）が追加発行される
ことになった。また、既に論じたように、2002 年度当初予算では、一般会計と特別会計の間で、
約 3 兆 4,200 億円の資金操作が行われており、補正予算への移し変えも考慮すれば、そもそも 30
兆円自体が見せかけものであった。2003 年度以降も、国債発行額は 30 兆円を超え、当初予算及
び決算において、30 兆円を下回ったのは 2006 年度予算である
97。2001 年度から 2006 年度までの
5 年間において、決算ベースでは、一般会計の財政収支は約 2.5 兆円改善しただけであり（当初
予算ベースでは改善していない） 、公債依存度も 1.6％改善したに過ぎない。 
  一般会計歳出総額については、2001 年度から 2006 年度の間において、当初予算ベースで約 3.0
兆円（3.6％減） 、決算ベースで約 3.4 兆円（4.0％減） 、それぞれ減少しており、一般会計が本来
特別会計に対して負担するべき費用が一部繰り延べられていることなどはあるものの、歳出の抑
制には成功したといえる。また、1980 年代後半からの財政再建では、国債発行額は 40.2％削減さ






要求基準等における予算関連事項については表６－３参照） 。 また、 一般政府レベルでの成果 （2002
年度から 06 年度まで）は、既に分析したように、支出減の寄与は大きかったが、対 GDP 比の規模
では、収入増の方が大きく財政収支の改善に寄与した。 
  一般会計の内訳を主要経費別で分析する。 同じ5年間で、 国債費14.0％増、 社会保障関係費6.6％
増、 地方交付税 0.5％増を除いて、 主要経費はいずれも減少している （決算ベース） 。 減少率では、
                              
97 2006 年度当初予算における一般会計と特別会計の間の資金移転は、約2兆7 0 0億 円である。 66 
 




  小泉内閣による予算編成において、象徴的であったのが公共事業の削減であった。2001 年度か
ら 2006 年度までの 5 年間で、公共事業関係費は、決算ベースで、3.1 兆円削減、およそ 3 割削減
された（表６－５） 。当初予算ベースでも、5 年間で 23.7％削減されており、歳出総額に対するシ
ェアも 12.8％から 9.5％に低下しおり（決算ベース） 、骨太の方針及び概算要求基準において、首
相のリーダーシップが発揮され、公共事業関係費の削減が可能になったといえる。また、公共事
業関係費の内訳を見ると、調整費等と災害復旧費を除くと、住宅都市環境のシェアが 5.1％増、
港湾空港鉄道等 0.1％減、道路整備 3.1％減、下水道水道廃棄物 4.2％減など、全体が削減される
なかで、一定のメリハリがついているといえる
98。 
  ただし、いくつか留意すべき点がある。第一に、もともと公共事業関係費は、1990 年代、バブ




















                              
98 1986～1991 年度間の財政再建では、公共事業関係費内のシェアの増減は、増加した災害復旧を除けば、ほぼ全



















誤差も大きく、予算から決算の間の誤差の約 4 割を占めている。また、1980 年代の予測誤差は小
さく、1990 年代の予測誤差は大きい。MPE と MAPE がほぼ同じなので、予測誤差の方向が常に同じ
ことを示している。特別会計歳入総額の予測誤差は、MAPE で 1％前後であり、一般会計と比べる
























  第四に、 予算が単年度偏重に陥り、 負担が将来に繰り延べられていることである。 いわゆる 「隠
れ借金」と呼ばれるものであり、 「国の財務諸類」では、2006 年度末におけるその債務の総額は
約 31.6 兆円であり、同じ負債である公債金・借入金合計 537.2 兆円の約 6％に相当する借金が別






  第六に、 小泉政権下における財政構造改革の成果と限界である。 一般会計歳出総額については、
2001 年度から 2006 年度の間において、当初予算ベースで約 3.0 兆円（3.6％減） 、決算ベースで
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表２－１  赤字ルールの分類 
 
















































































































































1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989
財政収支 1.20 0.84 -0.09 0.39 0.26 -2.02 -2.69 -2.78 -4.00 -3.46 -3.22 -2.79 -2.61 -2.65 -1.52 -0.59 -0.68 0.33 1.08 1.78
景気調整済財政収支 0.99 -0.54 -0.89 -0.10 -1.62 -2.17 -2.31 -3.81 -3.76 -3.47 -2.89 -2.49 -1.96 -0.56 0.09 0.13 1.25 1.30 1.40
基礎的収支 0.93 0.51 -0.37 0.14 0.00 -2.14 -2.52 -2.31 -3.29 -2.50 -1.97 -1.41 -0.98 -0.61 0.65 1.57 1.43 2.37 2.87 3.28
景気調整済基礎的収支 0.66 -0.83 -1.15 -0.36 -1.74 -2.01 -1.85 -3.10 -2.79 -2.21 -1.51 -0.86 0.02 1.54 2.20 2.18 3.22 3.09 2.91
総債務 12.01 13.31 17.61 17.24 18.13 22.93 29.28 34.89 44.15 49.28 54.96 59.93 64.05 69.79 72.28 72.15 75.86 76.43 74.08 70.78
純金融負債 -18.36 -20.40 -18.29 -17.10 -15.07 -5.90 5.32 15.33 31.55 41.70 48.39 57.63 64.61 72.85 75.92 73.76 71.04 59.04 49.81 40.67
景気調整済経常収入 22.46 22.58 23.50 24.99 24.76 24.37 25.48 25.37 27.23 28.33 29.65 29.87 29.85 30.51 30.90 30.75 32.08 32.32 32.23
   景気調整済直接税（家計） 4.46 4.78 5.19 5.23 4.92 5.05 5.07 4.79 5.63 6.10 6.39 6.49 6.76 6.71 6.68 6.89 7.19 7.00 6.85
   景気調整済直接税（法人） 4.28 3.87 4.21 5.42 4.56 4.02 4.20 4.39 4.24 4.56 4.81 4.80 4.72 5.17 5.43 5.10 5.58 6.00 6.23
   景気調整済社会保険料負担 4.20 4.48 4.59 4.63 5.03 6.22 6.23 6.63 6.65 7.14 7.16 7.67 7.79 7.78 7.69 7.73 7.90 7.86 7.81 7.90
   景気調整済間接税 7.08 7.06 7.01 7.00 6.88 6.55 6.51 6.93 6.79 7.29 7.35 7.38 7.32 7.19 7.51 7.57 7.40 7.95 7.93 7.58
景気調整済経常支出 16.37 17.25 18.52 19.35 20.70 22.77 23.10 23.81 24.54 25.73 26.60 27.38 27.90 28.07 27.51 27.36 27.18 27.29 27.19 26.81
総収入 22.01 23.01 22.93 23.85 25.82 25.38 24.91 26.00 25.83 27.64 28.89 30.20 30.56 30.66 31.34 31.47 31.54 32.92 32.96 32.85
   経常収入 21.49 22.48 22.40 23.32 25.29 24.85 24.39 25.48 25.31 27.12 28.37 29.67 29.94 30.02 30.61 30.85 30.86 32.13 32.13 32.11
      直接税（家計） 4.08 4.46 4.69 5.14 5.41 4.95 5.03 5.04 4.75 5.59 6.14 6.41 6.52 6.81 6.70 6.60 6.89 7.16 6.88 6.80
      直接税（法人） 4.04 4.25 3.87 4.31 5.54 4.53 3.97 4.16 4.37 4.26 4.61 4.84 4.80 4.67 5.07 5.33 5.02 5.47 5.92 6.25
      社会保険料負担 4.22 4.51 4.55 4.53 5.03 6.27 6.27 6.67 6.64 7.09 7.13 7.66 7.80 7.85 7.79 7.79 7.99 7.96 7.82 7.86
      間接税 7.08 7.06 7.01 7.00 6.88 6.55 6.51 6.93 6.79 7.29 7.35 7.38 7.32 7.19 7.51 7.57 7.40 7.95 7.93 7.58
      資産収入 0.90 1.02 1.08 1.14 1.23 1.35 1.37 1.44 1.53 1.67 1.91 2.14 2.23 2.20 2.24 2.26 2.28 2.30 2.29 2.37
　 資本税・移転 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.54 0.62 0.64 0.74 0.62 0.68 0.79 0.82 0.74
総支出 20.81 22.17 23.02 23.46 25.55 27.39 27.60 28.78 29.83 31.10 32.11 32.99 33.17 33.31 32.86 32.06 32.22 32.59 31.88 31.07
  経常支出 16.38 17.36 17.99 18.16 20.63 23.19 23.58 24.21 24.68 25.40 26.43 27.32 28.08 28.83 28.45 27.92 28.00 28.14 27.22 26.35
　　 政府賃金消費 5.05 5.44 5.63 5.76 6.44 7.22 7.11 7.06 6.92 6.87 6.83 6.80 6.75 6.70 6.62 6.45 6.46 6.38 6.13 5.99
     政府非賃金消費 5.22 5.55 5.64 5.70 6.15 6.64 6.50 6.51 6.42 6.52 6.72 6.79 7.03 7.37 7.25 7.04 7.04 7.22 7.09 7.02
　 　資産収入支払い 0.60 0.64 0.77 0.86 0.93 1.18 1.49 1.86 2.18 2.56 3.07 3.44 3.77 4.14 4.32 4.32 4.27 4.22 3.98 3.77
　 　補助金 1.10 1.12 1.16 1.05 1.58 1.49 1.31 1.33 1.33 1.32 1.50 1.50 1.43 1.44 1.31 1.19 1.14 1.02 0.92 0.76
　　 社会保障給付 3.03 3.15 3.37 3.37 4.05 5.07 5.56 5.84 6.18 6.45 6.59 7.04 7.37 7.42 7.23 7.24 7.43 7.66 7.42 7.11
　　 その他の支払い 1.38 1.46 1.44 1.42 1.47 1.59 1.60 1.61 1.64 1.68 1.72 1.74 1.73 1.75 1.72 1.68 1.65 1.65 1.67 1.71
　固定資本形成 4.30 4.84 5.26 5.45 5.02 5.08 4.96 5.32 5.89 6.09 5.88 5.89 5.61 5.34 4.91 4.58 4.62 4.87 4.90 4.79
　資本移転 0.86 0.72 0.50 0.54 0.58 -0.15 -0.17 0.03 0.11 0.49 0.74 0.81 0.60 0.34 0.74 0.82 0.90 0.94 1.14 1.31
　固定資本減耗(-) 0.73 0.75 0.73 0.68 0.67 0.73 0.77 0.79 0.84 0.88 0.95 1.02 1.11 1.20 1.24 1.25 1.31 1.37 1.38 1.39
（参考）
総利払い 0.58 0.62 0.73 0.82 0.90 1.14 1.46 1.83 2.15 2.53 3.04 3.40 3.74 4.11 4.28 4.29 4.24 4.18 3.95 3.73
総利子収入 0.85 0.96 1.02 1.07 1.16 1.27 1.29 1.36 1.44 1.57 1.79 2.02 2.10 2.07 2.11 2.13 2.12 2.15 2.15 2.23
純利払い -0.27 -0.33 -0.28 -0.25 -0.26 -0.13 0.17 0.47 0.71 0.96 1.25 1.38 1.64 2.04 2.17 2.16 2.11 2.04 1.80 1.50
固定資本形成 4.30 4.84 5.26 5.45 5.02 5.08 4.96 5.32 5.89 6.09 5.88 5.89 5.61 5.34 4.91 4.58 4.62 4.87 4.90 4.79
資本移転 0.86 0.72 0.50 0.54 0.58 -0.15 -0.17 0.03 0.11 0.49 0.74 0.81 0.60 0.34 0.74 0.82 0.90 0.94 1.14 1.31
固定資本減耗(-) 0.73 0.75 0.73 0.68 0.67 0.73 0.77 0.79 0.84 0.88 0.95 1.02 1.11 1.20 1.24 1.25 1.31 1.37 1.38 1.39
資本税・移転(-) 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.54 0.62 0.64 0.74 0.62 0.68 0.79 0.82 0.74
純資本支出 3.91 4.29 4.50 4.78 4.40 3.68 3.50 4.04 4.63 5.17 5.16 5.14 4.48 3.84 3.67 3.52 3.53 3.65 3.84 3.97
(出所）OECD(2007), OECD Economic Outlook No.82に基づき筆者計算1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
2.05 1.81 0.79 -2.38 -4.19 -5.10 -5.13 -4.03 -5.83 -7.42 -7.64 -6.30 -8.03 -7.89 -6.15 -6.42 -2.88 -3.40 -3.79 -3.44
1.02 0.74 -0.23 -2.84 -4.34 -5.22 -5.61 -4.64 -5.51 -6.52 -7.20 -5.64 -7.03 -6.87 -5.55 -6.02 -2.75 -3.45 -3.89 -3.65
3.31 2.89 1.92 -1.19 -2.97 -3.79 -3.79 -2.70 -4.38 -5.92 -6.17 -4.90 -6.64 -6.57 -4.99 -5.57 -2.08 -2.52 -2.87 -2.32
2.33 1.87 0.93 -1.64 -3.11 -3.91 -4.24 -3.28 -4.07 -5.07 -5.74 -4.26 -5.67 -5.58 -4.41 -5.18 -1.95 -2.57 -2.97 -2.51
68.59 64.77 68.59 74.74 80.22 87.59 94.98 101.59 114.32 128.28 136.68 145.05 153.64 159.49 167.08 177.33 179.73 180.26 181.58 183.25
26.14 13.33 14.69 18.06 20.83 25.01 29.28 34.79 46.21 53.83 60.41 66.34 72.63 76.51 82.68 84.02 85.87 88.13 90.83 92.35
33.29 32.83 32.41 30.98 30.45 30.56 31.01 31.06 30.39 30.32 30.80 31.53 30.05 29.75 29.14 30.46 31.35 32.02 32.38 32.73
7.68 7.99 7.65 7.12 6.71 6.14 5.90 5.95 5.26 5.24 5.63 5.94 5.14 4.89 4.71 5.05 5.35 5.56 5.57 5.60
5.54 5.12 4.61 4.04 3.59 3.62 3.92 3.83 3.26 3.11 3.27 3.39 2.92 2.82 2.95 3.35 3.73 4.04 4.17 4.37
8.22 8.45 8.55 8.63 8.87 9.33 9.55 9.76 9.86 9.86 9.96 10.32 10.42 10.81 10.35 10.57 10.74 10.92 11.15 11.31
7.96 7.32 7.79 7.53 7.66 7.81 7.98 7.90 8.51 8.64 8.58 8.62 8.44 8.39 8.35 8.46 8.40 8.38 8.37 8.32
27.86 27.37 27.51 27.87 28.99 30.12 30.91 31.09 31.28 32.34 33.21 33.57 34.09 34.15 34.21 34.48 34.73 35.09 35.45 35.72
33.86 33.41 33.34 31.96 31.36 31.38 31.66 31.71 31.31 31.19 31.41 32.25 30.79 30.53 30.86 31.74 33.69 33.06 32.76 33.02
33.08 32.70 32.44 31.06 30.47 30.54 30.88 30.97 30.59 30.48 30.74 31.65 30.20 29.87 29.15 30.47 31.33 31.99 32.37 32.69
7.64 8.03 7.76 7.21 6.75 6.14 5.87 5.97 5.35 5.26 5.56 5.95 5.15 4.86 4.66 5.02 5.33 5.55 5.57 5.60
5.63 5.26 4.73 4.10 3.61 3.63 3.95 3.88 3.27 3.08 3.23 3.36 2.88 2.77 2.91 3.32 3.71 4.04 4.18 4.38
8.10 8.31 8.45 8.59 8.86 9.32 9.48 9.68 9.91 9.96 9.98 10.40 10.53 10.92 10.42 10.61 10.75 10.91 11.14 11.29
7.96 7.32 7.79 7.53 7.66 7.81 7.98 7.90 8.51 8.64 8.58 8.62 8.44 8.39 8.35 8.46 8.40 8.38 8.37 8.32
2.51 2.57 2.49 2.38 2.34 2.32 2.29 2.25 2.19 2.13 2.01 1.94 1.76 1.55 1.49 1.70 1.80 1.79 1.80 1.82
0.78 0.70 0.90 0.90 0.89 0.84 0.78 0.74 0.72 0.71 0.67 0.60 0.59 0.66 1.71 1.27 2.36 1.08 0.39 0.32
31.81 31.60 32.55 34.34 35.55 36.47 36.78 35.74 37.15 38.60 39.06 38.55 38.82 38.42 37.01 38.15 36.58 36.46 36.55 36.46
26.78 26.37 26.66 27.55 28.89 29.99 30.39 30.49 31.74 33.29 33.55 34.29 35.16 35.23 34.81 34.86 34.84 35.01 35.34 35.48
5.91 5.84 5.90 6.01 6.11 6.20 6.26 6.24 6.46 6.57 6.50 6.60 6.74 6.59 6.39 6.30 6.20 6.09 5.99 5.86
7.02 7.16 7.47 7.82 8.60 8.93 9.08 9.08 9.45 9.95 10.39 10.90 11.24 11.46 11.56 11.79 11.72 11.80 12.04 12.10
3.68 3.56 3.54 3.48 3.46 3.53 3.54 3.49 3.56 3.55 3.41 3.27 3.08 2.80 2.59 2.49 2.55 2.60 2.66 2.89
1.09 0.91 0.78 0.83 0.83 0.86 0.85 0.85 0.72 0.87 0.96 0.85 0.80 0.95 0.81 0.74 0.71 0.68 0.65 0.62
7.33 6.95 7.21 7.58 8.00 8.48 8.67 8.82 9.46 9.97 10.14 10.50 11.08 11.16 11.22 11.29 11.42 11.63 11.81 11.88
1.75 1.95 1.75 1.82 1.88 1.99 2.00 2.00 2.10 2.38 2.16 2.16 2.22 2.26 2.25 2.26 2.25 2.22 2.19 2.14
4.84 4.89 5.43 6.22 6.29 6.09 6.34 5.69 5.53 5.90 5.13 5.06 4.77 4.28 3.90 3.66 3.36 3.16 3.01 2.86
1.59 1.75 1.96 2.17 2.09 2.20 2.34 1.92 2.36 2.01 3.00 1.94 1.74 1.85 1.32 2.73 1.54 1.51 1.47 1.43
1.40 1.42 1.49 1.60 1.71 1.81 2.28 2.36 2.49 2.58 2.63 2.73 2.84 2.94 3.02 3.10 3.16 3.22 3.28 3.31
3.64 3.52 3.49 3.43 3.41 3.48 3.48 3.44 3.50 3.48 3.34 3.20 3.01 2.74 2.52 2.42 2.48 2.54 2.60 2.82
2.38 2.44 2.36 2.25 2.19 2.17 2.14 2.10 2.05 1.99 1.87 1.80 1.62 1.41 1.36 1.57 1.67 1.66 1.67 1.70
1.26 1.08 1.13 1.19 1.22 1.31 1.34 1.33 1.46 1.49 1.48 1.41 1.40 1.32 1.16 0.85 0.81 0.88 0.92 1.13
4.84 4.89 5.43 6.22 6.29 6.09 6.34 5.69 5.53 5.90 5.13 5.06 4.77 4.28 3.90 3.66 3.36 3.16 3.01 2.86
1.59 1.75 1.96 2.17 2.09 2.20 2.34 1.92 2.36 2.01 3.00 1.94 1.74 1.85 1.32 2.73 1.54 1.51 1.47 1.43
1.40 1.42 1.49 1.60 1.71 1.81 2.28 2.36 2.49 2.58 2.63 2.73 2.84 2.94 3.02 3.10 3.16 3.22 3.28 3.31
0.78 0.70 0.90 0.90 0.89 0.84 0.78 0.74 0.72 0.71 0.67 0.60 0.59 0.66 1.71 1.27 2.36 1.08 0.39 0.32
4.25 4.52 5.00 5.89 5.77 5.64 5.61 4.51 4.68 4.61 4.83 3.66 3.07 2.53 0.49 2.02 -0.62 0.38 0.81 0.65表３－２　名目成長率及び一般会計の公債発行額
　　　　（単位：億円、％）
年度 名目成長率 公債発行額 うち特例公債 公債依存度
見通し 実績 増減 当初予算 補正後 決算 増減 当初予算 補正後 決算 当初 決算
1969 44 14.4 18.3 3.9 4,900 4,500 4,126 -774000 7 . 3 6 . 0
1970 45 15.8 16.4 0.6 4,300 3,800 3,472 -828000 5 . 4 4 . 2
1971 46 15.1 10.7 -4.4 4,300 12,200 11,871 7,571 0 0 0 4.6 12.4
1972 47 12.9 17.3 4.4 19,500 23,100 19,500 0000 17.0 16.3
1973 48 16.4 21.7 5.3 23,400 18,100 17,662 -5,738 0 0 0 16.4 12.0
1974 49 12.9 17.9 5.0 21,600 21,600 21,600 0000 12.6 11.3
1975 50 15.9 9.7 -6.2 20,000 54,800 52,805 32,805 0 22,900 20,905 9.4 25.3
1976 51 13.0 13.1 0.1 72,750 73,750 71,982 -768 37,500 36,500 34,732 29.9 29.4
1977 52 13.7 11.5 -2.2 84,800 99,850 95,612 10,812 40,500 49,570 45,333 29.7 32.9
1978 53 12.0 9.7 -2.3 109,850 112,850 106,740 -3,110 49,350 49,550 43,440 32.0 31.3
1979 54 9.5 7.7 -1.8 152,700 140,500 134,720 -17,980 80,550 69,170 63,390 39.6 34.7
1980 55 9.4 7.7 -1.7 142,700 142,700 141,702 -998 74,850 73,150 72,152 33.5 32.6
1981 56 9.1 5.5 -3.6 122,700 129,000 128,999 6,299 54,850 58,600 58,600 26.2 27.5
1982 57 8.4 5.0 -3.4 104,400 143,450 140,447 36,047 39,240 73,090 70,087 21.0 29.7
1983 58 5.6 4.2 -1.4 133,450 137,900 134,863 1,413 69,800 69,800 66,765 26.5 26.6
1984 59 5.9 6.7 0.8 126,800 128,650 127,813 1,013 64,550 64,550 63,714 25.0 24.8
1985 60 6.1 5.9 -0.2 116,800 124,380 123,080 6,280 57,300 61,350 60,050 22.2 23.2
1986 61 5.1 4.1 -1.0 109,460 114,950 112,549 3,089 52,460 52,460 50,060 20.2 21.0
1987 62 4.6 5.0 0.4 105,010 105,390 94,181 -10,829 49,810 36,590 25,382 19.4 16.3
1988 63 4.8 5.4 0.6 88,410 79,670 71,525 -16,885 31,510 17,710 9,565 15.6 11.6
1989 1 5.2 7.2 2.0 71,110 71,110 66,385 -4,725 13,310 6,810 2,085 11.8 10.1
1990 2 5.2 7.6 2.4 55,932 73,120 73,120 17,189 0 9,689 9,689 8.4 10.6
1991 3 5.5 5.4 -0.1 53,430 67,300 67,300 13,870 0 0 0 7.6 9.5
1992 4 5.0 2.1 -2.9 72,800 95,360 95,360 22,560 0 0 0 10.1 13.5
1993 5 4.9 0.6 -4.3 81,300 161,740 161,740 80,440 0 0 0 11.2 21.5
1994 6 3.8 0.4 -3.4 136,430 164,900 164,900 28,470 31,338 41,443 41,443 18.7 22.4
1995 7 3.6 0.9 -2.7 125,980 220,320 212,470 86,490 28,511 55,319 48,069 17.7 28.0
1996 8 2.7 2.8 0.1 210,290 223,680 217,483 7,193 119,980 116,610 110,413 28.0 27.6
1997 9 3.1 0.2 -2.9 167,070 184,580 184,580 17,510 74,700 85,180 85,180 21.6 23.5
1998 10 2.4 -2.0 -4.4 155,570 340,000 340,000 184,430 71,300 169,500 169,500 20.0 40.3
1999 11 0.5 -0.2 -0.7 310,500 386,160 375,136 64,636 217,100 254,500 243,476 37.9 42.1
2000 12 0.8 -0.3 -1.1 326,100 345,980 330,040 3,940 234,600 234,600 218,660 38.4 36.9
2001 13 1.0 -2.5 -3.5 283,180 300,000 300,000 16,820 195,580 209,240 209,240 34.3 35.4
2002 14 -0.9 -0.7 0.2 300,000 349,680 349,680 49,680 232,100 258,200 258,200 36.9 41.8
2003 15 -0.2 0.8 1.0 364,450 364,450 353,450 -11,000 300,250 297,520 286,519 44.6 42.9
2004 16 0.5 0.5 0.0 365,900 365,900 354,900 -11,000 300,900 278,860 267,859 44.6 41.8
2005 17 1.3 1.0 -0.3 343,900 334,690 312,690 -31,210 282,100 257,070 235,070 41.8 36.6
2006 18 2.0 1.6 -0.4 299,730 274,700 274,700 -25,030 244,890 210,550 210,550 37.6 33.7
2007 19 2.2 254,320 254,320 202,010 193,380 30.7
2008 20 2.1 253,480 201,360 30.5
（出所）名目成長率：政府経済見通し、一般会計の計数は財政統計（財務省）等
（注）１．名目成長率の増減は（実績－見通し）。一般会計歳出総額・税収の増減は（決算－当初予算）。公債発行額の増減は（決算－当初予算）表３－３　戦後の景気循環
谷 山 谷 拡張期間 後退期間 全期間
第　１循環 1951年 6月 1951年10月  4カ月
第　２循環 1951年10月 1954年 1月 1954年11月 27カ月 10カ月 37カ月
第　３循環 1954年11月 1957年 6月 1958年 6月 31カ月 12カ月 43カ月
第　４循環 1958年 6月 1961年12月 1962年10月 42カ月 10カ月 52カ月
第　５循環 1962年10月 1964年10月 1965年10月 24カ月 12カ月 36カ月
第　６循環 1965年10月 1970年 7月 1971年12月 57カ月 17カ月 74カ月
第　７循環 1971年12月 1973年11月 1975年 3月 23カ月 16カ月 39カ月
第　８循環 1975年 3月 1977年 1月 1977年10月 22カ月  9カ月 31カ月
第　９循環 1977年10月 1980年 2月 1983年 2月 28カ月 36カ月 64カ月
第１０循環 1983年 2月 1985年 6月 1986年11月 28カ月 17カ月 45カ月
第１１循環 1986年11月 1991年 2月 1993年10月 51カ月 32カ月 83カ月
第１２循環 1993年10月 1997年 5月 1999年 1月 43カ月 20カ月 63カ月
第１３循環 1999年 1月 2000年11月 2002年 1月 22カ月 14カ月 36カ月
























1970年代の財政悪化 1971 0.66 1978 -3.10 7 -3.76 30.84 51.55 2.91 0.33 0.11 2.17 -0.27 7.29 1.04





















1980年代の財政再建 1978 -3.10 1987 3.22 9 6.32 32.28 27.49 6.71 2.40 1.19 2.21 1.16 2.75 1.33










1970年代の財政悪化 1971 0.66 1978 -3.10 7 -3.76 30.84 51.55 -4.84 -3.80









1980年代の財政再建 1978 -3.10 1987 3.22 9 6.32 32.28 27.49 4.33 5.66












　(法人） ⊿社会保険料 ⊿間接税 ⊿資産収入
1970年代の財政悪化 1971 0.66 1978 -3.10 7 -3.76 30.84 51.55 2.82 0.29 0.12 2.13 -0.27 0.51











　(法人） ⊿社会保険料 ⊿間接税 ⊿資産収入
1980年代の財政再建 1978 -3.10 1987 3.22 9 6.32 32.28 27.49 7.09 2.41 1.1 1.32 1.16 0.77


















1970年代の財政悪化 1971 0.66 1978 -3.10 7 -3.76 30.84 51.55 7.66 1.48 0.87 1.54 0.21 3.03 0.18

















1980年代の財政再建 1978 -3.10 1987 3.22 9 6.32 32.28 27.49 2.76 -0.54 0.8 2.04 -0.31 1.48 0.01










形成 ⊿純資本支出 ⊿総利払い ⊿純利払い
1970年代の財政悪化 1971 0.66 1978 -3.10 7 -3.76 30.84 51.55 7.66 1.05 0.34 1.53 1.04









形成 ⊿純資本支出 ⊿総利払い ⊿純利払い
1980年代の財政再建 1978 -3.10 1987 3.22 9 6.32 32.28 27.49 2.76 -1.02 -0.98 2.03 1.33
2000年代の財政再建 2002 -5.67 2006 -1.95 4 3.72 26.09 13.24 -2.24 -1.41 -3.69 -0.53 -0.59
（出所）OECD(2007)のデータベースに基づき筆者作成表３－５　一般政府の部門別収支（国民経済計算統計）
財政収支対GDP比、％ 基礎的収支対GDP比、％
年　　　度 H10年度国民経済計算 H15年度国民経済計算 H18年度国民経済計算 H18年度国民経済計算
中央政府 地方政府 社会保障 合計 中央政府 地方政府 社会保障 合計 中央政府 地方政府 社会保障 合計 中央政府 地方政府 社会保障 合計
1970(45)年度 -0.03 -0.42 2.21 1.76
1971(46)年度 -0.97 -1.05 2.51 0.49
1972(47)年度 -1.09 -1.13 2.39 0.17
1973(48)年度 0.39 -0.98 2.58 1.99
1974(49)年度 -1.43 -1.25 2.64 -0.04
1975(50)年度 -4.00 -2.14 2.43 -3.71
1976(51)年度 -4.31 -1.58 2.32 -3.57
1977(52)年度 -5.00 -1.81 2.66 -4.15
1978(53)年度 -4.84 -1.72 2.37 -4.19
1979(54)年度 -5.67 -1.36 2.57 -4.45
1980(55)年度 -5.40 -1.28 2.64 -4.04
1981(56)年度 -5.24 -1.24 2.78 -3.71
1982(57)年度 -5.17 -0.94 2.69 -3.41
1983(58)年度 -4.85 -0.76 2.68 -2.94
1984(59)年度 -4.02 -0.60 2.79 -1.83
1985(60)年度 -3.64 -0.27 3.15 -0.77
1986(61)年度 -3.02 -0.35 3.05 -0.32
1987(62)年度 -1.92 -0.19 2.78 0.67
1988(63)年度 -1.10 0.07 3.20 2.16
1989(1)年度 -1.20 0.60 3.24 2.63
1990(2)年度 -0.32 0.31 3.51 3.49 -0.46 0.47 2.64 2.65
1991(3)年度 -0.21 -0.08 3.69 3.41 -0.38 0.10 2.72 2.44
1992(4)年度 -2.13 -1.12 3.38 0.12 -2.36 -0.90 2.43 -0.82
1993(5)年度 -2.85 -1.64 3.09 -1.40 -3.56 -1.43 2.20 -2.79
1994(6)年度 -3.66 -2.03 2.74 -2.96 -4.27 -1.79 1.93 -4.13
1995(7)年度 -4.06 -2.66 2.83 -3.89 -4.39 -2.42 1.91 -4.89
1996(8)年度 -4.39 -2.22 2.55 -4.07 -4.40 -1.99 1.68 -4.71 -4.05 -2.49 1.70 -4.84 -2.10 -1.53 0.16 -3.47
1997(9)年度 -3.91 -1.99 2.62 -3.27 -3.87 -1.74 1.76 -3.86 -3.52 -2.25 1.78 -3.99 -1.65 -1.26 0.26 -2.65
1998(10)年度 -11.01 -2.02 2.01 -11.02 -10.76 -1.89 1.22 -11.42 -10.67 -2.44 1.25 -11.86 -8.74 -1.42 -0.19 -10.35
1999(11)年度 -7.68 -0.96 0.96 -7.69 -7.32 -1.59 1.05 -7.86 -5.45 -0.58 -0.35 -6.38
2000(12)年度 -6.66 -0.33 0.36 -6.64 -6.40 -0.89 0.45 -6.84 -4.71 0.11 -0.75 -5.36
2001(13)年度 -6.24 -0.34 -0.07 -6.66 -5.97 -0.91 0.10 -6.79 -4.48 0.07 -1.00 -5.41
2002(14)年度 -7.17 -0.74 -0.34 -8.24 -6.75 -1.31 -0.28 -8.34 -5.36 -0.36 -1.22 -6.94
2003(15)年度 -7.09 -0.64 0.24 -7.49 -6.64 -1.27 0.26 -7.65 -5.36 -0.39 -0.59 -6.33
2004(16)年度 -5.25 -0.72 0.49 -5.48 -4.18 0.07 -0.30 -4.41
2005(17)年度 -6.14 -0.27 0.29 -6.12 -5.25 0.47 -0.63 -5.40
2006(18)年度 -1.07 0.18 -0.07 -0.97 -0.18 0.86 -1.02 -0.34
（出所）内閣府「国民経済計算統計」  34
表３－６  歳出分野毎の予算編成方針 
 
        １９９８年度     集  中  改  革  期  間  










  国立学校特会へ繰入 










防衛関係費  97 年度と同額以下にする  対前年度同額以下に抑制する 
ODA 予算  対97年度比10％マイナスの
額を上回らないものとする 
各年度その水準の引下げを図る 




エネルギー対策費  思い切って抑制する  対前年度同額以下とする 
中小企業対策費  思い切って抑制する  対前年度同額以下とする 
地方財政計画一般歳出 
 
















その他    以上の数値の定められた経費以外の
経費についても対前年度同額以下と
するなど厳しく抑制する 












1992.08.28 10.7 8.6 0.0 2.1 2.3
1993.04.13 13.2 6.2 0.2 2.3 2.2
1993.09.16 6.0 5.2 0.0 1.0 3.6
1994.02.08 15.3 7.2 5.9 2.2 2.2
1995.04.14 7.0 5.1 0.0 2.7 2.8
1995.09.20 14.2 12.8 0.0 4.7 4.7
1998.04.24 16.0 7.7 4.6 4.6 6.1
1998.11.16 23.0 8.1 6.0 7.6 12.3
1999.11.11 18.0 6.8 0.0 6.5 7.6
2000.10.19 11.0 5.2 0.0 3.9 2.0
2001.10.26 1.3 0.0 0.0 1.0 1.7
2001.12.14 4.1 2.3 0.0 2.6 0.0
2002.12.12 4.4 1.5 0.0 3.0 5.0
累　　計 144.2 76.7 16.7 44.2 52.5







会計年度 シーリングの形 年度 増　　　　　　　減　　　　　　率 特　　　　　　　　　別　　　　　　　　枠





































当初 補正 決算見込 決算 当初/当初 当初/補正 当初/決算 決算/決算 対補正B 対決算B 補対決算 当-決 補-決 決-決
YEAR GAETO GAETS GAETE GAETF a b c d b-a c-a c-b d-a d-b d-c
1969 6,739,574 6,930,854 6,917,837
1970 7,949,764 8,213,085 8,264,882 8,187,696 17.96 14.70 14.92 18.36 -3.26 -3.04 0.22 0.40 3.66 3.44
1971 9,414,315 9,658,999 9,712,562 9,561,131 18.42 14.63 14.98 16.77 -3.80 -3.44 0.36 -1.65 2.15 1.79
1972 11,467,680 12,118,949 12,186,179 11,932,172 21.81 18.73 19.94 24.80 -3.09 -1.87 1.22 2.99 6.07 4.86
1973 14,284,073 15,272,616 15,227,531 14,778,302 24.56 17.87 19.71 23.85 -6.69 -4.85 1.84 -0.71 5.99 4.14
1974 17,099,430 19,198,131 19,558,101 19,099,793 19.71 11.96 15.71 29.24 -7.75 -4.00 3.74 9.53 17.28 13.54
1975 21,288,800 20,837,157 21,209,772 20,860,878 24.50 10.89 11.46 9.22 -13.61 -13.04 0.57 -15.28 -1.67 -2.24
1976 24,296,011 24,650,234 24,814,762 24,467,612 14.13 16.60 16.47 17.29 2.47 2.34 -0.13 3.16 0.69 0.82
1977 28,514,270 29,346,615 29,492,674 29,059,841 17.36 15.68 16.54 18.77 -1.69 -0.82 0.86 1.41 3.09 2.23
1978 34,295,011 34,440,043 34,587,659 34,096,030 20.27 16.86 18.02 17.33 -3.41 -2.26 1.15 -2.94 0.47 -0.68
1979 38,600,142 39,667,586 39,879,059 38,789,831 12.55 12.08 13.21 13.77 -0.47 0.66 1.13 1.21 1.69 0.56
1980 42,588,843 43,681,366 44,302,791 43,405,025 10.33 7.36 9.79 11.90 -2.97 -0.54 2.43 1.56 4.53 2.10
1981 46,788,131 47,125,364 47,616,538 46,921,154 9.86 7.11 7.79 8.10 -2.75 -2.07 0.68 -1.76 0.99 0.31
1982 49,680,836 47,562,139 47,971,556 47,245,063 6.18 5.42 5.88 0.69 -0.76 -0.30 0.46 -5.49 -4.73 -5.19
1983 50,379,603 50,839,441 51,345,714 50,635,307 1.41 5.92 6.63 7.18 4.52 5.23 0.71 5.77 1.25 0.54
1984 50,627,214 51,513,359 52,081,149 51,480,622 0.49 -0.42 -0.02 1.67 -0.91 -0.51 0.40 1.18 2.09 1.69
1985 52,499,643 53,222,882 53,672,661 53,004,511 3.70 1.91 1.98 2.96 -1.78 -1.72 0.06 -0.74 1.05 0.98
1986 54,088,643 53,824,828 54,271,791 53,640,431 3.03 1.63 2.05 1.20 -1.40 -0.98 0.42 -1.83 -0.43 -0.85
1987 54,101,019 58,214,155 58,674,943 57,731,141 0.02 0.51 0.86 7.63 0.49 0.84 0.35 7.60 7.11 6.77
1988 56,699,713 61,851,731 62,470,378 61,471,062 4.80 -2.60 -1.79 6.48 -7.40 -6.59 0.81 1.67 9.08 8.26
1989 60,414,194 66,311,891 66,938,172 65,858,938 6.55 -2.32 -1.72 7.14 -8.88 -8.27 0.60 0.59 9.46 8.86
1990 66,236,790 69,651,178 70,365,607 69,268,676 9.64 -0.11 0.57 5.18 -9.75 -9.06 0.69 -4.46 5.29 4.60
1991 70,347,419 70,613,465 71,439,454 70,547,185 6.21 1.00 1.56 1.85 -5.21 -4.65 0.56 -4.36 0.85 0.29
1992 72,218,011 71,489,671 72,240,780 70,497,431 2.66 2.27 2.37 -0.07 -0.39 -0.29 0.10 -2.73 -2.34 -2.44
1993 72,354,824 77,437,497 78,357,303 75,102,488 0.19 1.21 2.63 6.53 1.02 2.45 1.42 6.34 5.32 3.90
1994 73,081,669 73,430,517 75,009,646 73,613,605 1.00 -5.62 -2.69 -1.98 -6.63 -3.70 2.93 -2.99 3.64 0.71
1995 70,987,120 78,034,005 80,069,365 75,938,516 -2.87 -3.33 -3.57 3.16 -0.46 -0.70 -0.24 6.02 6.49 6.73
1996 75,104,923 77,771,230 81,410,372 78,847,867 5.80 -3.75 -1.10 3.83 -9.55 -6.90 2.66 -1.97 7.58 4.93
1997 77,390,003 78,533,159 80,784,295 78,470,310 3.04 -0.49 -1.85 -0.48 -3.53 -4.89 -1.36 -3.52 0.01 1.37
1998 77,669,179 87,991,484 89,649,352 84,391,798 0.36 -1.10 -1.02 7.55 -1.46 -1.38 0.08 7.19 8.65 8.57
1999 81,860,122 89,018,896 93,303,993 89,037,431 5.40 -6.97 -3.00 5.50 -12.36 -8.40 3.97 0.11 12.47 8.50
2000 84,987,053 89,770,226 93,534,003 89,321,049 3.82 -4.53 -4.55 0.32 -8.35 -8.37 -0.02 -3.50 4.85 4.87
2001 82,652,378 86,352,554 89,878,760 84,811,128 -2.75 -7.93 -7.47 -5.05 -5.18 -4.72 0.46 -2.30 2.88 2.42
2002 81,229,993 83,688,984 87,832,831 83,674,289 -1.72 -5.93 -4.22 -1.34 -4.21 -2.50 1.71 0.38 4.59 2.88
2003 81,789,077 81,939,568 85,157,658 82,415,970 0.69 -2.27 -2.25 -1.50 -2.96 -2.94 0.02 -2.19 0.77 0.75
2004 82,110,824 86,878,703 88,526,492 84,896,776 0.39 0.21 -0.37 3.01 -0.18 -0.76 -0.58 2.62 2.80 3.38
2005 82,182,917 86,704,827 88,951,496 85,519,592 0.09 -5.40 -3.20 0.73 -5.49 -3.28 2.21 0.65 6.14 3.93
2006 79,686,024 83,458,343 85,368,061 81,445,480 -3.04 -8.10 -6.82 -4.76 -5.06 -3.78 1.27 -1.73 3.33 2.06
2007 82,908,807 85,931,036 4.04 -0.66 1.80 -100.00 -4.70 -2.25 2.46 -104.04 -99.34 -101.80
2008 83,061,339 0.18
Mean1970-2006 7.20 3.34 4.26 7.21 -3.86 -2.95 0.91 0.01 3.87 2.96
Mean1970s 19.13 15.00 16.09 18.94 -4.13 -3.03 1.10 -0.19 3.94 2.85
Mean1980s 4.64 2.45 3.15 5.49 -2.18 -1.49 0.69 0.86 3.04 2.35
Mean1990s 3.14 -1.69 -0.61 3.11 -4.83 -3.75 1.08 -0.04 4.80 3.72
Mean2000s -0.36 -4.85 -4.13 -1.23 -4.49 -3.77 0.72 -0.87 3.62 2.90
　（出所）予算書等により筆者作成表５－３　主要予算項目の伸率（当初／当初、当初／補正、当初／決算）
当初/当初(A) 当初/補正(B) 当初/決算(C) 決算/決算(D) B-A C-A D-C
１．総額
(1)一般会計歳入 1970-2006 7.20 3.34 0.46 7.27 -3.86 -6.75 6.81
1970s 19.13 15.00 11.02 18.98 -4.13 -8.11 7.96
1980s 4.64 2.45 0.34 5.43 -2.18 -4.30 5.09
1990s 3.14 -1.69 -4.03 3.55 -4.83 -7.17 7.58
2000s -0.36 -4.85 -8.05 -1.52 -4.49 -7.69 6.53
(2)特別会計歳入 1970-2006 9.97 9.27 9.98 -0.70 0.71
1970s 18.15 18.52 18.08 0.37 -0.44
1980s 7.73 6.34 7.83 -1.39 1.49
1990s 6.15 5.32 5.91 -0.84 0.59
2000s 6.93 5.90 7.28 -1.03 1.38
(3)一般・特別会計1970-2006 8.90 5.01 8.93 -3.89 3.91
   歳入純計 1970s 18.90 15.00 18.67 -3.90 3.67
1980s 5.70 1.66 6.05 -4.04 4.38
1990s 5.44 1.71 5.47 -3.73 3.76
2000s 4.11 0.24 4.06 -3.87 3.81
(4)一般会計歳出 1970-2006 7.20 3.34 4.26 7.21 -3.86 -2.95 2.96
1970s 19.13 15.00 16.09 18.94 -4.13 -3.03 2.85
1980s 4.64 2.45 3.15 5.49 -2.18 -1.49 2.35
1990s 3.14 -1.69 -0.61 3.11 -4.83 -3.75 3.72
2000s -0.36 -4.85 -4.13 -1.23 -4.49 -3.77 2.90
(5)特別会計歳出 1970-2006 10.01 15.88 10.01 5.87 -5.88
1970s 18.43 26.22 17.71 7.78 -8.50
1980s 7.43 14.63 7.95 7.20 -6.68
1990s 6.26 10.65 6.26 4.39 -4.39
2000s 7.02 10.40 7.28 3.38 -3.11
(6)一般・特別会計1970-2006 8.85 14.23 8.83 5.38 -5.40
　 歳出純計 1970s 19.26 25.85 18.35 6.59 -7.51
1980s 5.08 12.09 5.88 7.01 -6.22
1990s 5.68 10.13 5.79 4.45 -4.34
2000s 3.90 6.53 3.78 2.62 -2.74
２．一般会計歳入
(1)租税及印紙 1970-2006 6.42 7.36 6.27 6.28 0.94 -0.16 0.01
1970s 14.74 14.77 12.33 15.30 0.03 -2.41 2.97
1980s 9.47 9.35 8.25 8.78 -0.12 -1.22 0.53
1990s -0.30 3.69 4.36 -1.35 3.99 4.66 -5.71
2000s -0.19 -0.82 -2.50 0.72 -0.62 -2.31 3.22
(2)専売納付金 1970-2000 12.85 17.92 14.95 12.17 5.06 2.09 -2.78
1970s 12.85 17.92 14.95 12.17 5.06 2.09 -2.78
1980s -3.16 -7.39 -21.87 -4.60 -4.24 -18.72 17.27
1990s 10.47 8.92 -8.71 10.50 -1.55 -19.17 19.21
2000s
(3)官業益金 1970-2006 6.51 8.12 -13.84 5.38 1.61 -20.35 19.22
1970s 14.47 17.56 -27.79 13.33 3.09 -42.26 41.13
1980s 8.90 8.90 -7.25 9.43 0.00 -16.16 16.68
1990s 2.77 2.56 -14.98 1.22 -0.21 -17.76 16.21
2000s -2.94 1.48 -1.67 -5.81 4.41 1.27 -4.14
(4)政府資産整理 1970-2006 17.74 10.53 -1.83 16.68 -7.21 -19.57 18.51
1970s 34.96 29.64 -9.28 27.25 -5.32 -44.24 36.53
1980s 11.65 4.66 -7.53 22.35 -6.99 -19.18 29.88
1990s 22.94 10.36 8.26 9.50 -12.58 -14.67 1.24
2000s -5.60 -8.14 2.54 3.74 -2.54 8.14 1.20
(5)雑収入 1970-2006 12.37 2.65 -6.05 12.87 -9.72 -18.41 18.92
1970s 20.57 11.83 -2.34 20.66 -8.74 -22.91 22.99
1980s 13.02 11.06 5.13 12.73 -1.96 -7.88 7.60
1990s 10.95 -5.19 -14.05 10.50 -16.14 -25.01 24.55
2000s 1.75 -11.27 -15.87 5.34 -13.02 -17.62 21.21当初/当初(A) 当初/補正(B) 当初/決算(C) 決算/決算(D) B-A C-A D-C
(6)公債金 1970-2006 23.00 -3.31 0.17 18.64 -26.30 -22.83 18.47
1970s 69.50 17.48 24.08 55.47 -52.02 -45.42 31.39
1980s -6.62 -10.32 -7.06 -6.39 -3.70 -0.44 0.67
1990s 22.13 -14.83 -13.71 22.61 -36.97 -35.84 36.32
2000s 0.12 -6.51 -3.82 -3.87 -6.62 -3.94 -0.05
(7)剰余金 1970-2006 179.82 -61.09 -91.96 26.54 -240.91 -271.78 118.50
1970s 48.33 16.32 -73.57 37.93 -32.01 -121.90 111.50
1980s 422.50 -90.97 -98.57 26.00 -513.47 -521.07 124.57
1990s 68.68 -82.32 -98.49 34.27 -151.00 -167.17 132.77
2000s 301.04 -98.68 -99.47 -0.03 -399.72 -400.51 99.43
３．税収内訳
(1)所得税 1970-2006 6.20 7.30 6.00 6.17 1.11 -0.19 0.17
1970s 16.55 16.66 14.23 17.16 0.10 -2.32 2.93
1980s 8.50 9.63 8.56 8.84 1.13 0.06 0.27
1990s -0.47 2.43 2.14 -2.71 2.90 2.61 -4.85
2000s -2.36 -2.42 -3.90 -0.66 -0.06 -1.53 3.24
(2)法人税 1970-2006 6.97 7.71 6.52 6.76 0.74 -0.45 0.23
1970s 15.62 14.89 11.31 16.29 -0.74 -4.31 4.97
1980s 11.98 9.09 7.69 10.15 -2.90 -4.29 2.46
1990s -4.75 3.11 6.18 -5.11 7.86 10.94 -11.29
2000s 4.20 2.09 -1.49 5.24 -2.11 -5.69 6.74
(3)消費税 1970-2006 7.79 8.74 9.49 7.96 0.95 1.70 -1.53
1970s
1980s
1990s 13.03 14.86 16.66 13.48 1.83 3.63 -3.18
2000s 0.30 0.00 -0.76 0.08 -0.30 -1.05 0.84
４．一般会計歳出
(1)社会保障費 1970-2006 9.08 5.20 5.48 9.10 -3.87 -3.59 3.62
1970s 23.42 20.35 20.56 22.98 -3.07 -2.86 2.42
1980s 3.65 0.96 1.14 5.21 -2.70 -2.52 4.08
1990s 4.00 0.21 0.60 4.62 -3.79 -3.40 4.02
2000s 3.58 -3.23 -2.87 1.22 -6.81 -6.45 4.09
(2)文教科学 1970-2006 5.57 2.25 2.44 5.63 -3.32 -3.13 3.19
1970s 18.41 13.43 13.63 18.26 -4.98 -4.78 4.63
1980s 1.41 -0.03 0.28 1.70 -1.45 -1.14 1.42
1990s 2.76 -1.99 -1.81 3.22 -4.75 -4.57 5.03
2000s -2.83 -4.42 -4.38 -3.37 -1.59 -1.54 1.01
(3)国債費 1970-2006 13.32 13.51 14.51 13.30 0.20 1.20 -1.22
1970s 31.94 30.35 30.64 33.00 -1.58 -1.29 2.36
1980s 11.50 11.32 11.32 10.99 -0.18 -0.18 -0.33
1990s 6.03 8.22 9.75 5.84 2.19 3.72 -3.91
2000s -0.28 0.16 2.84 -0.90 0.44 3.11 -3.74
(4)地方交付税 1970-2006 7.37 6.37 6.37 7.50 -1.00 -1.00 1.13
1970s 15.63 13.58 13.58 16.38 -2.05 -2.05 2.80
1980s 10.60 7.80 7.80 10.12 -2.80 -2.80 2.32
1990s 0.23 2.73 2.73 -1.40 2.50 2.50 -4.13
2000s 1.17 -0.75 -0.75 3.79 -1.92 -1.92 4.54
(5)防衛関係 1970-2006 6.60 5.40 5.80 6.54 -1.20 -0.80 0.74
1970s 15.83 12.32 12.79 15.41 -3.51 -3.05 2.62
1980s 6.47 6.00 6.59 6.67 -0.48 0.11 0.08
1990s 2.34 1.83 2.12 2.28 -0.52 -0.23 0.16
2000s -0.34 -0.24 -0.07 -0.23 0.10 0.28 -0.17
(6)公共事業 1970-2006 5.63 -7.21 -7.50 5.97 -12.84 -13.13 13.48
1970s 18.90 9.62 9.04 18.44 -9.28 -9.85 9.40
1980s -0.52 -8.08 -8.10 1.61 -7.56 -7.57 9.71
1990s 5.05 -17.65 -16.59 6.93 -22.70 -21.65 23.52
2000s -3.72 -15.12 -17.29 -6.97 -11.40 -13.57 10.33
（出所）予算書等により筆者作成  31






















              
     （出所） 「国の予算」 （財務省） 、 「予算の説明」 （財務省）に基づき筆者作成 
     （注）提出及び審議のラグは、対策発表日からそれぞれ起算 
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名目成長率 1970-2006 -0.86 -0.77 -0.09 2.10 1.94 0.51 2.72 2.63 0.66 -2.01** -1.84* -0.87  1.23  0.14  0.13
好景気24年 -0.71 -0.65 -0.06 1.83 1.71 0.53 2.48 2.45 0.68 -1.43 -1.31 -0.41  0.37f  0.15f  0.04
不景気13年 -1.15 -0.99 -0.16 2.60 2.36 0.47 3.12 2.92 0.63 -1.38 -1.25 -0.92  4.03**  6.81***  0.02
好景気24年p -0.40 -0.43 0.02 1.82 1.72 0.46 2.35 2.31 0.61 -0.84 -0.90  0.17  0.14  0.98f  0.35
不景気13年p -1.72 -1.41 -0.31 2.62 2.35 0.60 3.29 3.13 0.75 -2.11* -1.75* -1.55  0.32f  0.02f  0.18
1970s -0.15 -0.16 0.01 3.23 3.36 0.73 3.79 4.01 0.83
1980s -0.75 -0.71 -0.04 1.51 1.19 0.46 1.89 1.47 0.64
1990s -1.89 -1.63 -0.26 2.39 2.03 0.48 2.82 2.45 0.64
2000s -0.59 -0.50 -0.09 0.93 0.84 0.31 1.45 1.35 0.39
実質成長率 1970-2006 -0.79 -0.78 -0.01 1.65 1.37 0.58 2.03 1.96 0.72 -2.53** -2.59*** -0.11  0.01  0.02  0.24
好景気24年 -0.37 -0.43 0.06 1.42 1.10 0.58 1.79 1.72 0.73 -1.01 -1.22  0.38  4.90**  4.41**  0.18
不景気13年 -1.57 -1.42 -0.15 2.08 1.87 0.58 2.42 2.33 0.71 -2.94** -2.67** -0.73  0.40f  0.22f  0.21
好景気24年p -0.55 -0.54 0.00 1.45 1.27 0.53 1.82 1.89 0.69 -1.51 -1.44 -0.03  1.01  1.35  0.84f
不景気13年p -1.24 -1.21 -0.03 2.02 1.56 0.68 2.38 2.08 0.78 -2.11* -2.46** -0.14  0.01f  0.29  0.42
1970s -1.40 -1.63 0.23 2.08 2.17 0.71 2.56 2.87 0.87
1980s -0.17 -0.16 -0.01 1.17 0.78 0.51 1.29 1.00 0.68
1990s -1.47 -1.20 -0.27 2.09 1.46 0.69 2.38 1.94 0.78







































1.一般会計歳入 1970-2006 3,956,529 6.23 3.60 2.75 6.47 4.04 2.75 7.68 5.09 3.37  8.32***  6.00***  8.43***  5.25***  0.79  6.15***
好景気24年 4,169,088 6.59 3.71 3.01 6.59 3.89 3.01 7.71 4.79 3.59  7.88***  5.89***  7.37***  0.79  0.62  1.07
不景気13年 3,564,113 5.56 3.39 2.27 6.26 4.31 2.27 7.61 5.61 2.93  3.70***  2.63**  4.23***  0.06f  0.13f  0.26
好景気24年p 3,550,852 5.97 3.62 2.47 6.26 3.99 2.47 7.26 4.91 2.94  6.95***  5.22***  7.43***  1.49  0.46  1.70
不景気13年p 4,705,472 6.70 3.57 3.27 6.86 4.14 3.28 8.40 5.41 4.06  4.58***  3.05***  4.71***  0.27f  0.09  0.44f
1970s 1,182,506 6.47 3.37 3.26 6.47 3.81 3.26 8.27 4.79 4.15
1980s 3,253,857 4.79 2.65 2.22 5.49 3.64 2.22 6.78 4.81 2.78
1990s 6,117,993 7.17 4.50 2.81 7.38 4.70 2.81 8.47 6.05 3.29
2000s 5,835,432 6.60 3.99 2.70 6.60 3.99 2.70 6.77 4.36 3.02
2.特別会計歳入 1970-2006 2,467,476 0.64 1.24 1.59  2.65***  5.59***
好景気24年 2,044,065 0.45 1.11 1.56  1.43  3.59**
不景気13年 3,249,158 1.01 1.49 1.66  2.65**  1.43
好景気24年p 2,381,224 0.45 1.22 1.44  1.57  0.37
不景気13年p 2,626,711 1.01 1.28 1.85  2.25**  0.76
1970s 369,619 -0.39 0.96 1.15
1980s 2,698,141 1.35 1.82 2.28
1990s 2,347,252 0.54 0.93 1.17
2000s 5,306,644 1.27 1.27 1.48
3.一般会計・特別 1970-2006 5,319,283 3.57 3.61 4.27  9.13***  3.71**
会計歳入純計 好景気24年 4,977,258 3.29 3.36 4.00  6.96***  1.20
不景気13年 5,950,714 4.08 4.08 4.74  5.88***  1.32f
好景気24年p 4,756,598 3.24 3.31 3.92  7.07***  2.11f
不景気13年p 6,358,087 4.18 4.18 4.86  5.81***  0.15f
1970s 1,065,972 3.04 3.21 4.19
1980s 4,843,561 4.09 4.09 4.77
1990s 6,873,541 3.54 3.54 4.09
2000s 9,854,677 3.62 3.62 3.88
4.一般会計歳出 1970-2006 1,987,119 2.70 3.60 -0.96 3.30 4.04 1.08 4.23 5.09 1.50  4.97***  6.00*** -4.97***  1.50  0.79  1.78
好景気24年 2,059,912 3.00 3.71 -0.75 3.22 3.89 0.95 4.10 4.79 1.30  5.14***  5.89*** -3.42***  3.93**  0.62  0.50
不景気13年 1,852,733 2.14 3.39 -1.33 3.44 4.31 1.33 4.46 5.61 1.81  1.90*  2.63** -3.74***  0.001f  0.13f  2.26
好景気24年p 1,810,546 2.82 3.62 -0.84 3.29 3.99 1.00 4.26 4.91 1.27  4.23***  5.22*** -4.23***  0.15  0.46  0.65
不景気13年p 2,313,099 2.49 3.57 -1.17 3.31 4.14 1.23 4.19 5.41 1.84  2.55**  3.05*** -2.83**  0.20  0.09  0.87
1970s 487,760 2.26 3.37 -1.17 2.79 3.81 1.19 3.95 4.79 1.51
1980s 1,929,339 2.16 2.65 -0.51 3.36 3.64 0.51 4.50 4.81 0.55
1990s 3,190,641 3.53 4.50 -1.06 4.02 4.70 1.39 4.84 6.05 1.99
2000s 2,492,288 2.92 3.99 -1.14 2.92 3.99 1.30 3.16 4.36 1.58
5.特別会計歳出 1970-2006 7,106,162 -5.30 5.30 5.71 -14.96*** 15.95***
好景気24年 6,983,401 -5.41 5.41 5.80 -14.47*** 14.54***
不景気13年 7,332,799 -5.10 5.10 5.55 -  8.06***  0.12f
好景気24年p 7,361,991 -5.76 5.76 6.11 -13.66***  6.95***
不景気13年p 6,633,863 -4.44 4.44 4.89   -7.54***  0.03
1970s 2,798,750 -7.22 7.22 7.31
1980s 7,024,924 -6.20 6.20 6.44
1990s 8,978,425 -4.15 4.15 4.41
2000s 10,701,002 -2.91 2.91 2.98
6.一般会計・特別 1970-2006 5,005,376 -4.94 5.01 5.60 -11.27***  4.37**
会計歳出純計 好景気24年 4,767,657 -5.15 5.15 5.71 -10.02***  8.17***
不景気13年 5,444,241 -4.56 4.75 5.39  -5.50***  0.05f
好景気24年p 5,191,063 -5.35 5.35 5.97  -9.71***  2.99**
不景気13年p 4,662,567 -4.19 4.39 4.85  -5.96***  0.42
1970s 2,545,870 -6.40 6.40 6.95
1980s 5,333,526 -5.88 5.88 6.12
1990s 6,359,601 -4.14 4.39 4.86




































一般会計 1970-2006 1.73 2.20 -0.47 3.83 3.67 0.70 5.78 5.67 0.97  1.87*  2.53** -3.32***  0.41  0.32  1.20
財政赤字 好景気24年 0.84 1.53 -0.69 3.62 3.42 0.78 5.05 5.14 0.99  0.81  1.50 -4.64***  0.04f  0.02f  0.37f
不景気13年 3.37 3.43 -0.06 4.23 4.15 0.55 6.93 6.54 0.94  1.91*  2.14** -0.23  1.08f  1.03  1.55f
好景気24年p 0.50 1.04 -0.54 2.67 2.56 0.68 3.77 3.83 0.95  0.63  1.37 -3.32***  0.02  0.05  1.34
不景気13年p 4.00 4.33 -0.33 5.98 5.73 0.75 8.30 8.03 1.02  1.90*  2.22** -1.24  0.02f  0.05f  0.06
1970s 1.33 2.12 -0.79 4.06 4.29 0.82 6.10 6.44 1.13
1980s 0.20 0.72 -0.52 2.17 1.91 0.54 3.29 3.14 0.76
1990s 5.77 5.79 -0.02 5.86 5.79 0.53 8.23 7.85 0.79







































1.租税及印紙 1970-2006 2,665,992 -0.54 -1.39 0.90 7.38 5.91 2.79 9.51 8.28 3.61 -0.34 -1.02  1.54  3.15*  0.53  3.61**
好景気24年 2,143,710 1.35 -0.16 1.54 6.59 5.34 2.69 8.83 7.86 3.61  0.74 -0.10f  2.26  0.51f  0.22f  0.03
不景気13年 3,630,206 -4.03 -3.66 -0.29 8.83 6.96 2.97 10.65 9.01 3.63 -1.42 -1.54 -0.28  0.18  0.30f  0.22f
好景気24年p 1,973,099 1.38 0.42 0.97 5.59 4.66 2.13 7.00 6.34 2.69  0.96  0.32  1.86*  0.003f  0.04  0.46f
不景気13年p 3,945,181 -4.08 -4.71 0.75 10.69 8.22 4.01 12.92 11.00 4.88 -1.15 -1.64  0.54  0.38f  0.03f  1.55f
1970s 1,255,493 1.64 -0.49 2.13 8.84 8.06 2.58 11.41 11.22 3.24
1980s 2,717,830 0.38 -0.68 1.13 6.87 4.68 3.32 9.33 7.22 4.79
1990s 3,750,540 -6.04 -5.48 -0.47 7.06 6.02 2.42 9.21 7.50 2.90
2000s 3,057,584 2.88 2.18 0.75 6.48 4.46 2.85 6.84 5.28 3.03
(1)所得税 1970-2006 1,150,517 -0.52 -1.55 1.10 8.01 6.43 3.16 10.22 8.65 4.21 -0.30 -1.09  1.62  5.75***  1.12  1.98
好景気24年 986,275 1.22 -0.44 1.74 7.48 6.08 3.16 9.75 8.10 4.25  0.61 -0.26  2.15**  3.83* f  1.18f  0.84
不景気13年 1,453,732 -3.73 -3.59 -0.09 8.97 7.07 3.16 11.04 9.59 4.15 -1.24 -1.40 -0.07  0.29  1.43f  0.73
好景気24年p 933,006 1.52 0.28 1.24 6.56 5.41 2.76 8.29 7.47 3.56  0.89  0.18  1.79*  0.91  0.80f  8.37**+f
不景気13年p 1,552,074 -4.28 -4.93 0.83 10.67 8.30 3.92 13.06 10.49 5.21 -1.20 -1.84*  0.56  0.23f  0.02f  0.44
1970s 548,734 1.70 -0.63 2.37 9.63 7.78 3.81 11.49 10.33 4.88
1980s 866,170 0.11 -1.27 1.39 5.55 4.39 3.39 8.03 6.72 4.45
1990s 2,184,180 -5.81 -5.48 -0.14 10.12 7.92 2.71 12.15 9.61 3.90
2000s 939,754 2.97 2.37 0.63 6.16 5.27 2.57 7.80 6.87 3.13
(2)法人税 1970-2006 1,448,270 -1.77 -2.43 0.86 13.92 10.76 5.29 17.60 15.06 6.68 -0.61 -0.98  0.77  2.50*  0.60  3.06*
好景気24年 1,201,338 2.15 -0.10 2.31 12.07 9.51 5.11 15.85 14.41 6.63  0.66 -0.03  1.78*  0.13f  0.28f  0.10
不景気13年 1,904,144 -9.00 -6.73 -1.83 17.32 13.07 5.62 20.44 16.20 6.76 -1.70 -1.58 -0.97  0.47  0.02  0.91
好景気24年p 1,127,622 2.38 1.42 1.03 10.53 8.25 4.09 12.71 11.05 5.17  0.91  0.62  0.97  0.14f  0.01f  0.87
不景気13年p 2,040,235 -9.43 -9.54 0.53 20.18 15.41 7.51 24.16 20.50 8.80 -1.47 -1.82*  0.21  0.53f  0.04f  1.66f
1970s 663,576 1.36 -1.63 3.01 14.46 12.45 3.20 19.15 19.15 4.18
1980s 1,546,906 1.44 0.40 1.19 11.95 9.04 5.56 16.02 13.43 7.92
1990s 1,979,086 -12.95 -10.75 -1.80 14.94 11.82 6.04 19.26 14.54 7.02
2000s 1,670,042 5.14 4.28 1.11 14.50 9.32 6.82 14.73 10.75 7.12
(3)消費税 1970-2006 263,761 -1.54 -1.05 -0.46 3.87 1.70 2.48 5.42 2.98 3.55 -1.22 -1.54 -0.53  3.73**  0.39  2.30
好景気11年 208,076 -2.13 -1.15 -0.94 3.72 1.98 2.24 5.88 3.30 3.76 -1.23 -1.18 -0.81  4.82**  0.14  1.25
不景気 7年 351,265 -0.61 -0.88 0.30 4.12 1.26 2.84 4.60 2.40 3.20 -0.33 -0.97  0.23  2.09  1.44  0.25
好景気11年p 271,840 -2.76 -1.12 -1.59 4.37 1.66 2.80 6.19 3.14 4.11 -1.57 -1.20 -1.33  0.92  0.18  0.76
不景気 7年p 251,065 0.39 -0.93 1.33 3.09 1.76 1.96 3.91 2.71 2.44   0.24 -0.90   1.59  0.14  0.03  064
1970s
1980s
1990s 286,118 -2.25 -2.01 -0.18 4.38 2.34 2.12 6.02 3.79 2.83
2000s 219,779 0.78 0.19 0.60 2.18 1.02 1.82 2.74 1.53 2.182.専売納付金 1970-2000 18,936 12.07 0.34 12.37 16.42 5.29 12.51 22.48 11.04 17.98  3.49***  0.17  5.19***  7.57***  0.35 16.14***
好景気20年 23,901 9.09 -1.02 10.44 15.57 5.77 10.44 20.82 12.44 15.60  2.11** -0.36  3.93***  2.08  0.02   6.66**
不景気11年 9,908 17.50 2.80 15.88 17.98 4.43 16.27 25.23 7.88 21.66  3.05***  1.20  3.41***  4.94**  3.58*   3.87*
好景気20年p 17,596 11.14 0.79 10.89 13.64 4.30 10.89 19.46 8.70 15.83  3.04***  0.40  4.13***  1.69  0.06   2.86*
不景気11年p 23,510 15.16 -0.53 16.56 23.64 7.82 16.99 28.45 15.04 22.39  1.86* -0.11  3.15***  0.78  0.003f   1.14
1970s 40,501 -3.93 -6.60 2.54 9.13 8.76 2.54 15.34 15.92 3.54
1980s 14,987 21.70 6.36 17.27 21.70 6.36 17.27 29.77 10.37 24.21
1990s 2,704 17.17 1.29 16.05 17.60 1.29 16.48 19.59 4.07 18.50
2000s
3.官業益金収入 1970-2006 2,590 16.78 -1.82 18.02 18.71 1.98 19.64 23.73 7.51 24.77  6.00*** -1.50  6.36*** 14.21***  0.13 15.30***
好景気24年 2,423 18.89 -0.66 19.34 21.12 0.91 21.62 26.70 3.88 27.11  4.80*** -0.83  4.88*** 12.74***  0.03f   8.69***
不景気13年 2,899 12.90 -3.96 15.58 14.27 3.96 15.98 16.94 11.52 19.74  4.07*** -1.27  4.45***   0.38  0.70f   2.23f
好景気24年p 2,344 16.14 -2.04 17.49 18.69 2.25 19.58 23.41 8.49 24.55  4.56*** -1.19  4.87***  4.31**  0.49f   2.90*
不景気13年p 3,046 17.98 -1.41 18.99 18.75 1.50 19.76 24.30 5.24 25.18  3.81*** -0.97  3.98***  0.38  0.38   0.20
1970s 1,720 34.14 -3.98 36.51 34.14 4.00 36.51 37.46 12.61 39.22
1980s 3,398 15.06 0.00 15.06 15.54 0.00 15.54 19.30 0.00 19.30
1990s 3,824 16.12 -1.70 17.33 16.12 2.08 17.33 16.61 6.00 18.10
2000s 918 -4.60 -1.50 -3.18 4.90 1.81 4.70 6.77 4.40 6.78
4.政府資産整理 1970-2006 42,136 14.67 6.47 9.11 25.81 6.47 22.58 32.07 12.92 29.11  3.09***  3.47***  1.98*  7.53***  1.14 14.42***
好景気24年 43,043 16.37 7.01 11.10 27.81 7.01 23.28 33.95 13.16 29.57  2.64***  3.02***  1.94*  0.54  4.32**   3.52* f
不景気13年 40,460 11.53 5.47 5.45 22.12 5.47 21.28 28.28 12.47 28.25  1.55  1.69  0.68  0.04  0.97   1.58f
好景気24年p 48,339 18.24 6.99 12.87 28.80 6.99 24.62 34.43 13.21 30.50  3.00***  3.00***  2.23**  0.14  0.14 19.87***
不景気13年p 30,682 8.08 5.51 2.18 20.29 5.51 18.81 27.18 12.35 26.37  1.08  1.73  0.29  3.01f  0.09   1.65f
1970s 18,754 29.63 3.01 28.11 38.00 3.01 36.48 42.92 5.85 41.17
1980s 39,280 21.28 11.66 12.40 21.28 11.66 12.40 28.83 18.56 17.58
1990s 35,258 2.41 6.21 -4.51 15.73 6.21 14.50 20.00 14.55 18.04
2000s 89,443 1.37 4.37 -3.25 29.26 4.37 28.79 32.36 6.19 33.93
5.雑収入 1970-2006 484,332 13.83 6.12 7.82 15.77 9.17 10.35 20.00 15.67 13.37  5.75***  2.54**  4.33***  0.70  0.55  0.56
好景気24年 328,238 9.15 1.12 7.90 11.24 5.34 8.68 13.34 9.00 11.62  4.53***  0.60  4.44***  1.02  0.22f  0.03f
不景気13年 772,506 22.47 15.34 7.69 24.12 16.24 13.44 28.46 23.44 16.12  4.46***  3.00***  1.88*  3.39* f  0.49f  0.07f
好景気24年p 333,973 12.41 5.66 6.59 14.03 9.17 10.10 18.16 15.79 12.62  4.49***  1.84*  2.94***  0.05  0.01f  0.67f
不景気13年p 761,919 16.46 6.95 10.10 18.98 9.19 10.81 23.02 15.45 14.66  3.54***  1.74*  3.29***  3.60*  0.35  0.33
1970s 106,509 13.54 2.33 11.89 15.40 8.88 11.89 21.41 17.07 14.04
1980s 203,375 5.66 2.41 3.37 8.93 5.32 5.86 10.20 6.23 6.76
1990s 828,120 19.88 9.69 10.98 19.88 9.69 11.13 24.24 16.80 14.29
2000s 934,322 17.30 11.72 3.87 20.19 14.36 13.45 21.71 20.58 17.516.公債金 1970-2006 2,266,651 8.55 11.61 -3.26 16.22 15.60 3.26 23.86 23.66 5.19  2.30**  3.38*** -4.85***  0.32  0.51  0.85
好景気24年 1,856,731 5.14 8.85 -3.88 16.64 15.01 3.88 24.02 23.41 5.14  1.05  1.96* -5.52***  0.19f  0.63  0.93
不景気13年 3,023,425 14.85 16.69 -2.12 15.44 16.69 2.12 23.57 24.12 5.27  2.81**  3.32*** -1.52  0.09  0.16f  0.68
好景気24年p 1,321,091 5.13 8.58 -3.68 12.46 12.08 3.68 19.49 19.26 5.65  1.31  2.39** -4.11***  0.59  0.38  0.10f
不景気13年p 4,012,299 14.86 17.19 -2.50 23.16 22.11 2.50 30.32 30.15 4.20  1.95*  2.40** -2.56**  0.31  0.16f  0.26
1970s 796,145 6.35 11.18 -5.39 21.09 21.41 5.39 31.41 31.32 7.32
1980s 875,789 -0.27 3.70 -3.93 8.32 5.90 3.93 12.08 9.79 5.82
1990s 5,227,874 25.97 26.69 -0.95 25.97 26.69 0.95 30.51 30.97 1.74
2000s 2,124,000 -0.61 1.96 -2.58 6.62 5.35 2.58 7.90 7.14 3.63
7.剰余金 1970-2006 1,981,996 93.82 68.65 65.60 93.82 68.65 65.60 94.54 80.73 69.58 48.29***  9.69*** 16.96*** 11.28***  2.13  8.08***
好景気24年 2,118,179 93.25 72.04 63.11 93.25 72.04 63.11 94.17 82.89 67.50 34.07***  8.43*** 12.64***   0.32  0.87  2.10
不景気13年 1,730,580 94.87 62.38 70.19 94.87 62.38 70.19 95.22 76.59 73.27 40.12***  4.86*** 11.57***   3.27*  0.22  3.48*
好景気24年p 1,992,342 94.09 77.15 62.67 94.09 77.15 62.67 94.52 85.44 65.81 49.87*** 10.08*** 14.95***  6.97***  0.55  2.37
不景気13年p 1,962,894 93.31 52.94 71.01 93.31 52.94 71.01 94.57 71.23 76.06 21.08***   3.85***   9.03***  2.67  0.003f  0.47
1970s 569,506 80.52 40.79 59.40 80.52 40.79 59.40 82.06 58.52 61.79
1980s 1,506,048 98.49 87.58 56.87 98.49 87.58 56.87 98.52 92.40 62.76
1990s 2,694,696 98.49 66.84 74.90 98.49 66.84 74.90 98.51 79.97 78.42






































1.社会保障費 1970-2006 463,233 3.23 3.52 -0.30 3.57 3.56 0.76 5.07 5.20 1.00  4.97***  5.52*** -1.87*  4.50**  5.52***  3.86*
好景気24年 498,431 3.37 3.67 -0.31 3.80 3.72 0.82 5.50 5.60 1.07  3.71***  4.15*** -1.46  1.33  1.43  0.44
不景気13年 398,253 2.99 3.25 -0.27 3.14 3.27 0.65 4.16 4.36 0.85  3.57***  3.86*** -1.18  0.29  1.86  1.97f
好景気24年p 438,872 3.03 3.43 -0.41 3.53 3.49 0.75 4.89 4.98 0.96  3.78***  4.54*** -2.27**  2.48*  2.31  1.14
不景気13年p 508,208 3.62 3.69 -0.09 3.64 3.69 0.77 5.39 5.58 1.08  3.13***  3.06*** -0.30  1.48  4.36**  0.02
1970s 86,050 1.76 2.11 -0.35 2.51 2.11 1.06 3.40 3.11 1.41
1980s 438,222 3.81 3.84 -0.05 3.94 3.84 0.73 5.68 5.82 0.78
1990s 647,806 3.61 3.92 -0.34 3.95 4.07 0.49 5.84 6.17 0.78
2000s 774,123 3.99 4.50 -0.52 4.01 4.50 0.74 4.98 5.15 0.85
2.文教科学 1970-2006 137,909 2.81 3.07 -0.29 2.92 3.35 0.76 4.41 4.78 1.06  4.96***  5.04*** -1.70*  0.53  0.37  2.07
好景気24年 114,851 2.38 2.58 -0.22 2.46 2.88 0.82 3.29 3.61 1.14  5.03***  4.91*** -0.93  0.82  0.01  2.52*
不景気13年 180,477 3.59 3.98 -0.42 3.78 4.21 0.65 5.94 6.40 0.91  2.63**  2.75** -1.83*  0.36  0.15  0.81
好景気24年p 114,881 2.66 2.78 -0.14 2.78 3.12 0.71 4.31 4.52 1.03  3.77***  3.75*** -0.64  0.44f  0.12  0.85f
不景気13年p 180,422 3.08 3.61 -0.57 3.19 3.78 0.85 4.59 5.22 1.12  3.13***  3.31*** -2.06*  0.06  0.27  1.68
1970s 72,178 3.64 3.89 -0.26 3.66 3.89 0.41 5.48 5.59 0.53
1980s 75,029 1.38 1.64 -0.26 1.52 1.76 0.28 1.87 2.07 0.38
1990s 311,699 4.67 4.76 -0.15 4.84 5.15 0.96 5.97 6.63 1.18
2000s 73,367 1.01 1.56 -0.58 1.12 2.27 1.65 2.00 2.68 1.84
3.国債費 1970-2006 451,396 -1.57 -0.47 -1.08 4.04 3.66 1.08 5.46 4.71 1.92 -1.81* -0.61 -4.09***  4.76**  3.75** 21.56***
好景気24年 338,685 0.02 0.85 -0.82 3.29 3.03 0.82 4.28 3.86 1.71  0.03  1.08 -2.64**  0.64  2.73f 20.86***
不景気13年 659,478 -4.52 -2.92 -1.56 5.40 4.81 1.56 7.14 5.97 2.26 -2.83** -1.94* -3.29***  0.58f  0.44f   0.47
好景気24年p 362,317 -1.09 -0.23 -0.86 3.54 3.21 0.86 4.92 4.44 1.70 -1.09 -0.25 -2.79***  1.00  0.29 12.22***
不景気13年p 615,850 -2.46 -0.92 -1.50 4.96 4.48 1.50 6.33 5.18 2.27 -1.46 -0.63 -3.04***  1.43  0.55  0.49
1970s 62,195 1.52 1.73 -0.21 3.05 3.00 0.21 4.33 4.29 0.31
1980s 336,714 -0.39 -0.39 0.00 3.66 3.66 0.00 5.27 5.27 0.00
1990s 745,456 -4.09 -2.55 -1.47 5.05 4.19 1.47 6.53 4.87 2.04
2000s 751,142 -4.08 -0.77 -3.32 4.53 3.83 3.32 5.46 4.17 3.66
4.地方交付税 1970-2006 676,669 0.24 0.24 0.00 7.12 7.12 0.00 10.03 10.03 0.00  0.14  0.14  0.55  0.55
好景気24年 640,499 1.54 1.54 0.00 6.91 6.91 0.00 9.92 9.92 0.00  0.76  0.76  0.81f  0.81f
不景気13年 743,442 -2.18 -2.18 0.00 7.50 7.50 0.00 10.23 10.23 0.00 -0.75 -0.75  0.27f  0.27f
好景気24年p 595,953 2.66 2.66 0.00 6.19 6.19 0.00 8.75 8.75 0.00  1.53  1.53  0.17f  0.17f
不景気13年p 825,682 -4.24 -4.24 0.00 8.84 8.84 0.00 12.03 12.03 0.00 -1.31 -1.31  0.17f  0.17f
1970s 344,161 0.81 0.81 0.00 9.57 9.57 0.00 13.60 13.60 0.00
1980s 737,000 1.49 1.49 0.00 7.03 7.03 0.00 10.06 10.06 0.00
1990s 801,394 -4.51 -4.51 0.00 5.83 5.83 0.00 7.13 7.13 0.00
2000s 887,314 4.41 4.41 0.00 5.60 5.60 0.00 7.09 7.09 0.005.防衛費 1970-2006 29,799 0.60 1.00 -0.41 1.30 1.33 0.58 2.26 2.32 0.84 1.64*  2.88*** -3.36***  4.93**  7.72***  7.49***
好景気24年 28,655 0.33 0.82 -0.49 1.22 1.20 0.69 1.64 1.68 0.95  0.98  2.66*** -2.88***  2.07  5.67***  1.28f
不景気13年 31,910 1.09 1.35 -0.26 1.47 1.57 0.38 3.09 3.17 0.58  1.30  1.63 -1.77*  0.09  0.62f  0.20
好景気24年p 27,210 0.77 1.21 -0.45 1.36 1.50 0.54 2.55 2.63 0.75  1.51  2.50** -3.63***  1.57f  2.30f  1.90
不景気13年p 34,579 0.28 0.61 -0.34 1.21 1.02 0.66 1.57 1.58 1.00  0.62  1.45 -1.26  3.23*  0.17  0.43f
1970s 34,320 2.13 2.72 -0.61 2.87 3.03 0.89 4.08 4.22 1.24
1980s 26,687 0.06 0.58 -0.52 0.89 0.82 0.72 1.04 0.94 0.90
1990s 35,841 0.14 0.33 -0.20 0.79 0.64 0.25 0.99 0.88 0.32
2000s 19,155 -0.17 0.11 -0.28 0.39 0.62 0.42 0.45 0.73 0.53
6.公共事業 1970-2006 1,173,573 12.36 12.11 -0.03 13.07 12.11 3.96 15.30 15.59 5.59  8.23***  7.40*** -0.04  3.18*  1.82  4.74**
好景気24年 1,073,817 11.44 10.83 0.60 12.53 10.83 3.78 14.26 13.32 5.32  6.45***  6.70***  0.54  3.27*f  0.65  1.23
不景気13年 1,357,738 14.06 14.47 -1.20 14.06 14.47 4.28 17.05 19.08 6.06  5.05***  4.03*** -0.70  0.18  0.24  4.58**
好景気24年p 892,635 10.92 9.81 1.03 11.09 9.81 3.31 12.74 12.20 4.84  7.97***  6.50***  1.05  2.06  0.35  2.35f
不景気13年p 1,692,229 15.03 16.34 -2.00 16.71 16.34 5.15 19.14 20.42 6.76  4.39***  4.62*** -1.07  0.55f  0.05f  1.62
1970s 336,740 7.32 7.58 -0.19 9.92 7.58 3.14 11.23 9.68 4.41
1980s 677,653 9.48 9.06 0.44 9.48 9.06 0.75 10.36 10.19 1.03
1990s 2,562,785 21.23 21.54 -1.38 21.23 21.54 6.18 23.03 24.88 7.58






























































































年度 1.法律上・契約上の義務的経費（当年度分） 2.法律上・契約上の義務的経費（過年度分） 3.予算作成後の事由による追加（制度変更） 4.予算作成後の事由による追加（景気対策）
地方交付税 社会保障 農水関係 教育関係 国債費 その他 計 割合 公共事業 社会保障 農水関係 教育関係 国債費 その他 計 割合 社会保障 農水関係 その他 計 割合 災害復旧 公共景気対策 社会保障 農水関係 その他 計 割合
1970 108,685 6,570 250 115,505 43.9 2,932 3,393 3,360 9,685 3.7 0.0 0.0
1971 -127,360 100 3,082 -124,178 -50.8 3,398 5,217 8,615 3.5 0.0 182,487 182,487 74.6
1972 65,600 2,611 1,006 69,217 10.6 7,837 2,070 9,907 1.5 0.0 381,952 381,952 58.6
1973 424,000 50,433 474,433 48.0 12,967 46 13,013 1.3 4,855 4,855 0.5 0.0
1974 784,289 2,913 787,202 37.5 5,930 184 9,708 15,822 0.8 42,184 42,184 2.0 0.0
1975 -1,100,480 43,841 63,008 -993,631 220.0 20,345 22 20,367 -4.5 0.0 301,403 301,403 -66.7
1976 1,392 1,392 0.4 11,670 384 14,437 26,491 7.5 0.0 173,647 173,647 49.0
1977 -96,000 1,706 -94,294 -34.9 22,274 399 22,673 8.4 0.0 280,000 10,500 290,500 107.6
1977 2次補正 7,894 200,000 207,894 37.0 0.0 0.0 332,000 12,500 344,500 61.3
1978 -96,000 -96,000 -66.2 15,882 15,882 11.0 0.0 351,678 32,378 384,056 264.8
1979 639,193 1,020 2,659 642,872 60.2 5,818 14,384 20,202 1.9 0.0 0.0
平均 66,881 12,287 1,455 18,748 200,000 90,037 16.0 10,905 738 9,163 3,360 16,266 2.9 42,184 4,855 23,520 4.2 286,167 18,459 294,078 52.2
1980 406,921 9,314 5,555 421,790 38.6 13,774 15,595 29,369 2.7 0.0 0.0
1981 -43,968 2,320 -41,648 -12.3 8,243 20,425 28,668 8.5 0.0 0.0
1982 -1,695,680 181,373 -1,514,307 71.5 30,562 23,839 54,401 -2.6 0.0 0.0
1983 -83,200 112,314 29,114 6.3 2,261 23,020 5,811 31,092 6.8 0.0 0.0
1984 149,729 298,499 448,228 50.6 37,928 20,110 58,038 6.6 0.0 0.0
1985 100,219 26,760 126,979 17.6 30,235 30,235 4.2 0.0 0.0
1986 -450,240 168,110 8,647 -273,483 103.7 58,667 58,667 -22.2 0.0 133,000 28,540 161,540 -61.3
1987 50,471 50,471 2.4 0.0 0.0 800,000 142,557 942,557 45.3
1987 2次補正 902,053 77,866 979,919 48.2 59,503 59,503 2.9 0.0 16,200 16,200 0.8
1988 2,125,567 2,125,567 41.3 22,259 22,259 0.4 0.0 0.0
1989 1,595,864 1,595,864 27.1 23,128 23,128 0.4 0.0 0.0
平均 323,005 135,385 3,938 29,559 26,760 358,954 24.3 2,261 30,732 17,156 39,536 2.7 0.0 466,500 62,432 373,432 25.2
1990 655,744 655,744 28.7 19,405 17,540 36,945 1.6 130,000 130,000 5.7 0.0
1990 2次補正 0.0 1,170,000 1,170,000 103.2 0.0
1991 -578,880 42,836 20,739 3,911 -511,394 -222.3 4,794 8,569 13,363 5.8 0.0 0.0
1992 -1,622,400 6,025 -1,616,375 31,097 1,263 32,360 -4.4 0.0 1,300,000 103,557 1,403,557 -192.7
1993 -46,400 25,301 -21,099 -1.0 0.0 0.0 1,200,000 100,535 1,300,535 59.4
1993 2次補正 -1,667,520 -1,667,520 -235.3 44,508 42,765 87,273 12.3 0.0 300,000 93,914 393,914 55.6
1993 3次補正 0.0 143,796 143,796 6.6 1,500,000 130,384 1,630,384 74.6
1994 -719,040 52,177 1,645 -665,218 98.8 20,069 20,069 -3.0 0.0 0.0
1994 2次補正 0.0 0.0 0.0
1995 -37,760 20,647 -17,113 -0.6 0.0 0.0 452,309 452,309 16.6
1995 2次補正 226,175 162,063 388,238 7.3 95,413 95,413 1.8 0.0 2,456,460 595,000 948,789 4,000,249 75.1
1995 3次補正 -913,280 -913,280 90.9 0.0 0.0 0.0
1996 341,168 270,563 85,975 697,706 26.2 16,716 2,782 19,498 0.7 0.0 0.0
1997 -370,800 465,714 113,711 208,625 18.5 85,036 3,454 88,490 7.9 0.0 0.0
1998 -471,360 60,419 -410,941 -8.8 0.0 0.0 431,672 3,680,229 4,111,901 88.5
1998 3次補正 -1,965,570 347,026 189,851 -1,428,693 -25.2 40,720 649 555 41,924 0.7 0.0 406,192 1,396,698 385,049 3,484,555 5,672,494 100.0
1999 0.0 0.0 0.0
1999 2次補正 -438,665 638,825 6,431 206,591 3.0 125,776 370 126,146 1.9 0.0 517,340 546,637 3,084,394 4,148,371 61.1
平均 -602,674 291,902 20,739 51,446 73,461 -363,909 -17.9 48,353 11,003 463 56,148 2.8 143,796 650,000 481,265 23.6 451,735 1,351,292 971,668 490,025 1,342,074 2,568,190 126.1
2000 898,549 706,076 507 1,605,132 33.6 116,070 116,070 2.4 0.0 0.0
2001 -377,188 684,662 284 307,758 29.0 146,184 146,184 13.8 0.0 0.0
2001 2次補正 0.0 0.0 0.0
2002 -851,967 741,284 685 60 -109,938 -4.5 144,338 144,338 5.9 0.0 0.0
2003 457,637 457,637 304.1 260,220 260,220 172.9 0.0 0.0
2004 1,168,643 405,808 1,574,451 33.0 153,331 36,530 189,861 4.0 0.0 0.0
2005 1,351,642 271,259 1,622,901 35.9 106,113 106,113 2.3 0.0 0.0
2006 2,142,536 114,816 2,257,352 64.3 99,211 99,211 2.8 0.0 0.0
2007 -299,215 50,638 -248,577 -27.8 104,516 104,516 11.7 0.0 0.0
平均 576,143 429,023 685 284 933,340 33.9 141,248 36,530 145,814 5.3 0.0 0.0
総平均 72,671 173,719 1,797 10,370 20,087 60,101 203,684 14.9 1,131 46,248 369 14,770 1,680 231 51,553 3.8 21,092 49,550 325,000 168,262 12.3 225,867 424,973 485,834 245,012 355,741 808,925 59.2
（出所）財務省データ等に基づき筆者作成5.予算作成後の事由による追加（大規模災害対策） 6.予算作成後の事由による追加（経費不足・見込み誤り） 7.予算作成後の事由による追加（追加対策）
災害復旧 その他公共 地方交付税 社会保障 その他 計 割合 災害復旧 その他公共 地方交付税 給与改善 社会保障 食管繰入 その他農水 教育関係 国債費 その他 計 割合 災害復旧 その他公共 地方交付税 社会保障 農水関係 教育関係 国債費 その他 計 割合
0.0 106,501 400 73,000 179,901 68.3 0.0
0.0 35,580 114,439 4,942 154,961 63.3 52,800 13,668 66,468 27.2
0.0 108,266 113,313 19,317 240,896 37.0 0.0
0.0 7,388 216,983 4,095 299,900 26,103 119,416 673,885 68.2 3,080 3,080 0.3
0.0 85,590 32,815 721,139 97,763 307,600 10,666 4,833 17,852 1,278,258 60.9 7,197 7,197 0.3
0.0 101,013 20,194 194,273 10,859 326,339 -72.3 22,000 6,763 28,763 -6.4
0.0 90,169 42,665 53,136 5,952 217,660 409,582 115.6 0.0
0.0 54,680 1,742 69,374 984 6,235 35,803 168,818 62.5 14,764 6,174 20,938 7.8
0.0 0.0 0.0
0.0 3,322 93,308 64,028 160,658 110.8 0.0
0.0 116,639 32,146 23,195 86,000 31,526 343,835 11,295 644,636 60.4 0.0
0.0 74,407 20,102 18,027 177,987 28,279 191,625 34,143 3,923 157,940 46,092 423,793 75.3 37,400 10,764 7,197 7,641 25,289 4.5
0.0 87,114 50,619 34,192 121,308 150,789 210,537 50,024 704,583 64.5 -42,000 -42,000 -3.8
0.0 262,271 155,238 81,187 796 82,184 581,676 172.5 0.0
0.0 520,424 35,544 1,771 275,480 22,862 856,081 -40.4 -1,198,457 -1,198,457 56.6
0.0 569,102 83,200 51,267 19,866 2,305 725,740 157.8 0.0
0.0 187,427 175,544 144,765 8,553 13,448 125,312 4,490 659,539 74.5 0.0
0.0 352,688 175,702 7,409 766 170,601 707,166 97.8 29,940 29,940 4.1
0.0 416,021 133,795 26,287 119,926 696,029 -263.9 74,000 -410,000 -336,000 127.4
0.0 343,498 179,003 522,501 25.1 0.0
0.0 22,988 76,707 114,574 47,575 323 880,756 19,283 1,162,206 57.2 0.0
0.0 418,641 144,438 64,924 946,860 269,435 1,844,298 35.8 10,200 10,200 0.2
0.0 425,571 267,669 56,383 121,361 866,073 188,454 1,925,511 32.6 54,579 54,579 0.9
0.0 303,664 265,088 50,979 141,210 32,468 114,574 64,925 3,235 550,836 110,626 944,121 63.8 -6,030 64,290 -804,229 10,200 -246,956 -16.7
0.0 627,847 459,258 12,512 10,701 160,736 236,904 1,507,958 66.1 0.0
0.0 0.0 0.0
0.0 586,350 326,664 10,815 166,662 26,299 1,116,790 485.5 0.0
0.0 372,215 54,177 103,111 12,274 -558,591 156,935 140,121 -19.2 0.0
0.0 401,748 401,748 18.4 46,400 46,400 2.1
0.0 339,220 2,495,560 151,153 2,985,933 421.3 97,172 -3,048,728 2,483,836 -467,720 -66.0
0.0 0.0 1,768 1,768 0.1
0.0 341,638 9,329 181,447 532,414 -79.1 557,000 70,400 627,400 -93.2
122,382 54,410 30,000 562,511 100,060 869,363 85.0 149,767 149,767 14.7 0.0
1,252,504 176,781 1,429,285 52.4 37,760 37,760 1.4 790,029 790,029 29.0
0.0 682,271 148,968 831,239 15.6 0.0
0.0 0.0 0.0
0.0 223,240 308,688 313,469 845,397 31.7 0.0
0.0 352,277 370,800 11,812 222,143 193,912 1,150,944 102.3 152,920 92,401 245,321 21.8
0.0 170,183 471,360 641,543 13.8 272,950 30,000 302,950 6.5
0.0 467,095 400,000 8,732 195,238 1,071,065 18.9 0.0
0.0 0.0 513,208 513,208 138.8
0.0 523,178 117,650 640,828 9.4 84,342 84,342 1.2
687,443 54,410 30,000 562,511 138,421 1,149,324 56.4 402,848 276,794 145,728 10,780 166,662 525,707 172,198 860,965 42.3 673,515 46,400 313,026 83,786 -3,048,728 538,469 238,189 11.7
0.0 370,748 22,000 7,539 108,755 509,042 10.6 304,412 302,926 7,724 151,054 2,730,706 3,496,822 73.1
0.0 313,928 259,827 17,000 9,062 124,277 724,094 68.2 550,054 251,100 801,154 75.5
0.0 0.0 139,192 139,192 5.3
0.0 204,248 21,277 27,406 252,931 10.3 727,778 2,272,230 3,000,008 122.0
0.0 215,616 54,147 20,489 38,877 329,129 218.7 0.0
123,294 123,294 2.6 856,879 17,289 30,588 904,756 19.0 0.0
0.0 332,198 20,575 242,949 14,012 609,734 13.5 0.0
0.0 298,506 28,579 327,085 9.3 0.0
0.0 224,454 7,538 14,504 246,496 27.5 299,215 299,215 33.4
123,294 123,294 4.5 352,072 259,827 7,538 18,932 31,049 14,592 242,949 48,375 487,908 17.7 304,412 299,215 526,919 7,724 151,054 1,348,307 1,547,278 56.2
270,246 27,205 15,000 281,256 69,210 424,206 31.0 226,598 95,063 121,125 94,493 19,920 84,312 24,888 43,455 295,486 75,458 543,357 39.8 242,974 0 95,754 226,059 25,568 52,750 -1,284,319 380,923 312,760 22.98.その他の事由 合計 割合 9.予備費等の減 補正額総合計
その他公共 地方交付税 社会保障 農水関係 教育関係 国債費 その他 計 割合 割合
348 8,303 8,651 3.3 313,742 119.1 -50,423 -19.1 263,319
13,981 12,987 465 27,433 11.2 315,786 129.1 -71,107 -29.1 244,679
47,954 10,760 58,714 9.0 760,686 116.8 -109,425 -16.8 651,261
3,606 28,852 32,458 3.3 1,201,724 121.6 -213,187 -21.6 988,537
12,049 63,469 62,390 137,908 6.6 2,268,571 108.1 -169,877 -8.1 2,098,694
18,714 9,124 11,454 39,292 -8.7 -277,467 61.4 -174,181 38.6 -451,648
0.0 611,112 172.5 -256,895 -72.5 354,217
20,014 20,014 7.4 428,649 158.7 -158,559 -58.7 270,090
34,419 34,419 6.1 586,813 104.4 -24,565 -4.4 562,248
103,764 50,823 154,587 106.6 619,183 426.9 -474,154 -326.9 145,029
7,221 27,119 34,340 3.2 1,342,050 125.7 -274,606 -25.7 1,067,444
21,534 9,124 21,006 103,764 25,021 54,782 9.7 742,804 131.9 -179,725 -31.9 563,079
8,518 44,152 52,670 4.8 1,166,412 106.8 -73,888 -6.8 1,092,524
1,699 12,688 14,387 4.3 583,083 172.9 -245,850 -72.9 337,233
128,997 128,997 -6.1 -1,673,285 79.0 -445,411 21.0 -2,118,696
11,574 11,574 2.5 797,520 173.4 -337,681 -73.4 459,839
30,150 30,150 3.4 1,195,955 135.0 -310,169 -35.0 885,786
136,725 19,348 4,105 160,178 22.1 1,054,498 145.8 -331,259 -45.8 723,239
20,961 10,598 31,559 -12.0 338,312 -128.3 -602,027 228.3 -263,715
214,946 477,103 692,049 33.3 2,207,578 106.2 -128,303 -6.2 2,079,275
100,800 22,055 269,701 392,556 19.3 2,610,384 128.4 -577,494 -28.4 2,032,890
1,507,815 104,563 287,264 1,899,642 36.9 5,901,966 114.6 -749,948 -14.6 5,152,018
1,610,000 1,449,101 3,059,101 51.9 6,658,183 112.9 -760,486 -12.9 5,897,697
214,946 838,835 29,524 247,767 588,442 39.8 1,894,601 128.0 -414,774 -28.0 1,479,826
7,724 182,774 190,498 8.4 2,521,145 110.5 -240,121 -10.5 2,281,024
0.0 1,170,000 103.2 -36,637 -3.2 1,133,363
404,155 126,836 530,991 230.8 1,149,750 499.8 -919,704 -399.8 230,046
16,346 340,941 357,287 -49.1 316,950 -43.5 -1,045,289 143.5 -728,339
661,123 661,123 30.2 2,388,707 109.1 -200,000 -9.1 2,188,707
333,968 333,968 47.1 1,665,848 235.1 -957,130 -135.1 708,718
420,072 420,072 19.2 2,196,020 100.5 -10,771 -0.5 2,185,249
97,940 97,940 -14.5 612,605 -91.0 -1,286,057 191.0 -673,452
3,170 3,170 0.3 1,022,300 100.0 0.0 1,022,300
33,792 33,792 1.2 2,726,062 100.0 0.0 2,726,062
707,733 707,733 13.3 6,022,872 113.1 -697,632 -13.1 5,325,240
0.0 -913,280 90.9 -91,137 9.1 -1,004,417
941,697 154,300 310,000 649,846 2,055,843 77.1 3,618,444 135.7 -952,138 -35.7 2,666,306
222,143 170,060 233,821 626,024 55.6 2,319,404 206.1 -1,194,248 -106.1 1,125,156
0.0 4,645,453 100.0 0.0 4,645,453
1,208,759 1,208,759 21.3 6,565,549 115.8 -894,665 -15.8 5,670,884
6,591 6,591 1.8 519,799 140.6 -150,000 -40.6 369,799
1,329,300 927,904 237,372 2,494,576 36.7 7,700,854 113.4 -1,350,542 -19.9 6,788,977
941,697 404,155 428,084 126,033 927,904 374,153 648,558 31.8 2,569,360 126.2 -668,405 -32.8 2,036,726
89,479 89,479 1.9 5,816,545 121.6 -1,033,371 -21.6 4,783,174
267,921 371,229 639,150 60.2 2,618,340 246.8 -1,557,387 -146.8 1,060,953
2,500,030 2,500,030 94.7 2,639,222 100.0 0.0 2,639,222
319,500 211 65,854 385,565 15.7 3,672,904 149.4 -1,213,915 -49.4 2,458,989
375,134 375,134 249.3 1,422,120 945.0 -1,271,631 -845.0 150,489
381,596 1,425,860 1,143,724 2,951,180 61.9 5,743,542 120.5 -975,762 -20.5 4,767,780
241,057 1,958,239 1,353,550 3,552,846 78.6 5,891,594 130.3 -1,369,683 -30.3 4,521,911
287,823 36,551 1,642,004 1,966,378 56.0 4,650,026 132.4 -1,137,177 -32.4 3,512,849
245,420 196,119 79,853 414,300 858,626 1,794,318 200.4 2,195,968 245.3 -1,300,586 -145.3 895,382
288,974 319,500 166,864 40,032 1,266,133 933,292 1,583,787 57.5 3,850,029 139.8 -1,232,439 -44.7 2,754,528
293,430 241,218 288,581 43,319 51,882 731,346 316,047 575,114 42.1 1,811,359 132.5 -499,069 -36.5 1,366,832表５－１２　一般会計当初予算の財政収支についての試算
　　年度 財政収支
（公債発行額） 補正予算計上に疑義ある支出額：A A(合計)を当初計上 A（事由8）を当初計上
当初予算 事由6 事由7 事由8 合     計 財政収支 増減率 財政収支 増減率
1970 45 430,000 179,901 8,651 188,552 618,552 43.85 438,651 2.01
1971 46 430,000 154,961 66,468 27,433 248,862 678,862 57.87 457,433 6.38
1972 47 1,950,000 240,896 58,714 299,610 2,249,610 15.36 2,008,714 3.01
1973 48 2,340,000 673,885 3,080 32,458 709,423 3,049,423 30.32 2,372,458 1.39
1974 49 2,160,000 1,278,258 7,197 137,908 1,423,363 3,583,363 65.90 2,297,908 6.38
1975 50 2,000,000 326,339 28,763 39,292 394,394 2,394,394 19.72 2,039,292 1.96
1976 51 7,275,000 409,582 409,582 7,684,582 5.63 7,275,000 0.00
1977 52 8,480,000 168,818 20,938 20,014 244,189 8,724,189 2.88 8,534,433 0.64
2次 34,419
1978 53 10,985,000 160,658 154,587 315,245 11,300,245 2.87 11,139,587 1.41
1979 54 15,270,000 644,636 34,340 678,976 15,948,976 4.45 15,304,340 0.22
1980 55 14,270,000 704,583 -42,000 1,166,412 1,828,995 16,098,995 12.82 15,436,412 8.17
1981 56 12,270,000 581,676 583,083 1,164,759 13,434,759 9.49 12,853,083 4.75
1982 57 10,440,000 856,081 -1,198,457 -1,673,285 -2,015,661 8,424,339 -19.31 8,766,715 -16.03
1983 58 13,345,000 725,740 797,520 1,523,260 14,868,260 11.41 14,142,520 5.98
1984 59 12,680,000 659,539 1,195,955 1,855,494 14,535,494 14.63 13,875,955 9.43
1985 60 11,680,000 707,166 29,940 1,054,498 1,791,604 13,471,604 15.34 12,734,498 9.03
1986 61 10,946,000 696,029 -336,000 338,312 698,341 11,644,341 6.38 11,284,312 3.09
1987 62 10,501,000 522,501 2,207,578 6,502,669 17,003,669 61.92 15,318,962 45.88
2次 1,162,206 2,610,384
1988 63 8,841,000 1,844,298 10,200 5,901,966 7,756,464 16,597,464 87.73 14,742,966 66.76
1989 1 7,111,000 1,925,511 54,579 6,658,183 8,638,273 15,749,273 121.48 13,769,183 93.63
1990 2 5,593,179 1,507,958 190,498 1,698,456 7,291,635 30.37 5,783,677 3.41
2次
1991 3 5,343,000 1,116,790 530,991 1,647,781 6,990,781 30.84 5,873,991 9.94
1992 4 7,280,000 140,121 357,287 497,408 7,777,408 6.83 7,637,287 4.91
1993 5 8,130,000 401,748 46,400 661,123 4,383,292 12,513,292 53.92 9,545,163 17.41
2次 2,985,933 -467,720 333,968
3次 1,768 420,072
1994 6 13,643,000 532,414 627,400 97,940 1,410,691 15,053,691 10.34 13,744,110 0.74
2次 149,767 3,170
1995 7 12,598,000 37,760 790,029 33,792 2,400,553 14,998,553 19.06 13,339,525 5.89
2次 831,239 707,733
3次
1996 8 21,029,000 845,397 2,055,843 2,901,240 23,930,240 13.80 23,084,843 9.78
1997 9 16,707,000 1,150,944 245,321 626,024 2,022,289 18,729,289 12.10 17,333,024 3.75
1998 10 15,557,000 641,543 302,950 3,224,317 18,781,317 20.73 16,765,759 7.77
2次 1,071,065 1,208,759
1999 11 31,050,000 513,208 6,591 3,739,545 34,789,545 12.04 33,551,167 8.06
2次 640,828 84,342 2,494,576
2000 12 32,610,000 509,042 3,496,822 89,479 4,095,343 36,705,343 12.56 32,699,479 0.27
2001 13 28,318,000 724,094 801,154 639,150 4,803,620 33,121,620 16.96 31,457,180 11.09
2次 139,192 2,500,030
2002 14 30,000,000 252,931 3,000,008 385,565 3,638,504 33,638,504 12.13 30,385,565 1.29
2003 15 36,445,000 329,129 375,134 704,263 37,149,263 1.93 36,820,134 1.03
2004 16 36,590,000 904,756 2,951,180 3,855,936 40,445,936 10.54 39,541,180 8.07
2005 17 34,390,000 609,734 3,552,846 4,162,580 38,552,580 12.10 37,942,846 10.33
2006 18 29,973,000 327,085 1,966,378 2,293,463 32,266,463 7.65 31,939,378 6.56
2007 19 25,432,000 246,496 299,215 1,794,318 2,340,029 27,772,029 9.20 27,226,318 7.06







年度 特会受入総額 外為特会 産投特会 国債整理 電源開発 農業経営 国営土地 農共済再 自作農創 自賠責保 郵貯特会 貿易再保 財政投融 社会資本
1969 44 14,139 10,806
1970 45 11,603
1971 46
1972 47 15,456 0 11,863
1973 48
1974 49
1975 50 10,664 10,529
1976 51
1977 52
1978 53 22,079 0 16,256
1979 54 27,757 22,340
1980 55
1981 56 10,414 0 0
1982 57 206,610 200,000 0
1983 58 745,453 460,000 16,000 256,000
1984 59 240,750 220,000 15,000 0 0
1985 60 377,648 310,000 26,000 40,709
1986 61 341,022 265,000 31,000 44,452
1987 62 601,873 260,000 294,966 45,751
1988 63 1,709,568 140,000 231,959 1,300,000 35,609
1989 1 1,303,001 0 0 1,300,000 0
1990 2 1,343,246 0 1,300,000 37,377
1991 3 1,507,074 190,000 1,300,000
1992 4 387,308 150,000 13,433 216,647 0
1993 5 570,481 280,000 96,059 186,622 0
1994 6 4,114,717 830,000 2,291,402 172,541 10,173 810,000
1995 7 2,623,792 980,000 1,148,861 172,541 11,960 310,000
1996 8 965,235 730,000 49,933 171,541 13,393 0
1997 9 1,186,564 930,000 65,717 171,541 18,954 0
1998 10 1,882,122 1,400,000 99,570 159,533 22,678 200,000
1999 11 1,986,851 1,500,000 97,035 159,533 29,953 200,000
2000 12 1,947,648 1,450,000 108,042 159,533 29,753 200,000
2001 13 1,872,214 1,370,000 113,352 153,716 34,737 200,000
2002 14 2,638,530 2,120,000 124,092 145,524 48,622 200,000
2003 15 1,858,785 1,500,000 126,610 163,603 68,313 0
2004 16 1,713,657 1,419,000 147,099 98,778 48,539
2005 17 1,842,698 1,419,000 305,996 71,032 0 46,432
2006 18 2,068,348 1,622,000 253,217 48,054 59,500 29,513 48,539 0
2007 19 1,985,022 1,629,000 215,258 20,286 0 0 62,291 49,195





























1982 57 206,610 207,200 51,700
1983 58 745,453 318,000 242,100 77,800
1984 59 240,750 322,100 268,200 104,500
1985 60 377,648 255,600 331,500 93,900 103,400 -10,300
1986 61 341,022 -5,500 191,700 304,000 130,000 108,400 -25,900
1987 62 601,873 -250,500 125,200 360,000 135,000 85,700 -46,800
1988 63 1,709,568 60,100 360,000 -1,049,000 65,000 114,700 -46,800
1989 1 1,303,001 324,000 -1,348,000 40,000 -516,400
1990 2 1,343,246 -52,800 93,100
1991 3 1,507,074 -99,500 118,900
1992 4 387,308 -140,900 67,000
1993 5 570,481 -172,200 130,000 23,800
1994 6 4,114,717 120,000 30,000 38,900
1995 7 2,623,792 415,000 30,000 109,800
1996 8 965,235 -154,400 -262,100 800,000 -154,300 98,300 -37,300
1997 9 1,186,564 -80,800 -94,800 720,000 207,700 -49,200
1998 10 1,882,122 700,000 -141,300 157,300 -222,000
1999 11 1,986,851 -60,000 140,200 -283,400
2000 12 1,947,648 -200,000 -418,300 32,100 -153,800
2001 13 1,872,214 -200,000
2002 14 2,638,530
2003 15 1,858,785 -15,800
2004 16 1,713,657 -45,200
2005 17 1,842,698 -55,300
2006 18 2,068,348 -43,000
2007 19 1,985,022 -47,300












の新規借入 償還額  地方財政対策に
伴う後年度繰延 2の合計 １＋２の計:A 財政赤字 財政赤字 増減率
0 0 0 11,603 430,000 441,603 2.70
0 0 0 0 430,000 430,000 0.00
0 0 0 15,456 1,950,000 1,965,456 0.79
0 0 0 0 2,340,000 2,340,000 0.00
0 0 0 0 2,160,000 2,160,000 0.00
0 0 0 10,664 2,000,000 2,010,664 0.53
657,000 0 657,000 657,000 7,275,000 7,932,000 9.03
422,500 -12,400 410,100 410,100 8,480,000 8,890,100 4.84
753,800 -89,500 664,300 686,379 10,985,000 11,671,379 6.25
1,089,500 -141,800 947,700 975,457 15,270,000 16,245,457 6.39
370,800 -193,900 176,900 176,900 14,270,000 14,446,900 1.24
122,500 0 122,500 132,914 12,270,000 12,402,914 1.08
209,800 0 468,700 675,310 10,440,000 11,115,310 6.47
1,397,300 1,052,100 0 3,087,300 3,832,753 13,345,000 17,177,753 28.72
1,612,700 0 0 2,307,500 2,548,250 12,680,000 15,228,250 20.10
1,862,700 0 0 185,500 2,822,300 3,199,948 11,680,000 14,879,948 27.40
2,073,800 0 0 297,700 3,074,200 3,415,222 10,946,000 14,361,222 31.20
2,316,800 0 0 242,300 2,967,700 3,569,573 10,501,000 14,070,573 33.99
2,503,600 0 0 253,400 2,261,000 3,970,568 8,841,000 12,811,568 44.91
2,608,100 0 0 258,400 1,366,100 2,669,101 7,111,000 9,780,101 37.53
0 0 227,900 268,200 1,611,446 5,593,179 7,204,625 28.81
0 0 826,600 846,000 2,353,074 5,343,000 7,696,074 44.04
0 0 1,143,500 1,069,600 1,456,908 7,280,000 8,736,908 20.01
0 0 1,077,700 1,059,300 1,629,781 8,130,000 9,759,781 20.05
3,084,900 0 0 788,000 4,061,800 8,176,517 13,643,000 21,819,517 59.93
3,245,700 0 0 958,200 4,758,700 7,382,492 12,598,000 19,980,492 58.60
1,022,600 0 831,300 2,144,100 3,109,335 21,029,000 24,138,335 14.79
972,200 -64,000 111,300 1,722,400 2,908,964 16,707,000 19,615,964 17.41
755,000 0 1,005,500 2,254,500 4,136,622 15,557,000 19,693,622 26.59
4,206,700 0 668,500 4,672,000 6,658,851 31,050,000 37,708,851 21.45
4,044,000 0 535,400 3,839,400 5,787,048 32,610,000 38,397,048 17.75
2,159,800 0 521,100 2,480,900 4,353,114 28,318,000 32,671,114 15.37
1,765,700 0 465,800 2,231,500 4,870,030 30,000,000 34,870,030 16.23
760,300 0 324,300 1,068,800 2,927,585 36,445,000 39,372,585 8.03
713,500 0 298,100 966,400 2,680,057 36,590,000 39,270,057 7.32
714,800 0 273,600 933,100 2,775,798 34,390,000 37,165,798 8.07
544,400 0 849,500 1,350,900 3,419,248 29,973,000 33,392,248 11.41
0 0 -47,300 1,937,722 25,432,000 27,369,722 7.62






年度 当初予算 会計間操作による 当初予算に計上すべ 新財政赤字① 増減率 当初予算に計上すべ 新財政赤字① 増減率
財政赤字：A 負担額：B き補正支出①：C A＋B＋C＝D D／A き補正支出②：E A＋B＋E＝F F／A
1970 45 430,000 11,603 188,552 630,155 46.55 8,651 450,254 4.71
1971 46 430,000 0 248,862 678,862 57.87 27,433 457,433 6.38
1972 47 1,950,000 15,456 299,610 2,265,066 16.16 58,714 2,024,170 3.80
1973 48 2,340,000 0 709,423 3,049,423 30.32 32,458 2,372,458 1.39
1974 49 2,160,000 0 1,423,363 3,583,363 65.90 137,908 2,297,908 6.38
1975 50 2,000,000 10,664 394,394 2,405,058 20.25 39,292 2,049,956 2.50
1976 51 7,275,000 657,000 409,582 8,341,582 14.66 7,932,000 9.03
1977 52 8,480,000 410,100 244,189 9,134,289 7.72 20,014 8,910,114 5.07
1978 53 10,985,000 686,379 11,671,432 23,342,811 112.50 154,587 11,825,966 7.66
1979 54 15,270,000 975,457 16,245,511 32,490,968 112.78 34,340 16,279,797 6.61
1980 55 14,270,000 176,900 14,446,955 28,893,855 102.48 1,166,412 15,613,312 9.41
1981 56 12,270,000 132,914 12,402,970 24,805,884 102.17 583,083 12,985,997 5.84
1982 57 10,440,000 675,310 11,115,367 22,230,677 112.94 -1,673,285 9,442,025 -9.56
1983 58 13,345,000 3,832,753 17,177,811 34,355,564 157.44 797,520 17,975,273 34.70
1984 59 12,680,000 2,548,250 15,228,309 30,456,559 140.19 1,195,955 16,424,205 29.53
1985 60 11,680,000 3,199,948 14,880,008 29,759,956 154.79 1,054,498 15,934,446 36.43
1986 61 10,946,000 3,415,222 14,361,283 28,722,505 162.40 338,312 14,699,534 34.29
1987 62 10,501,000 3,569,573 18,041,266 32,111,839 205.80 2,207,578 16,278,151 55.02
1988 63 8,841,000 3,970,568 12,811,631 25,623,199 189.82 5,901,966 18,713,534 111.67
1989 1 7,111,000 2,669,101 9,780,102 19,560,203 175.07 6,658,183 16,438,284 131.17
1990 2 5,593,179 1,611,446 7,204,627 14,409,252 157.62 190,498 7,395,123 32.22
1991 3 5,343,000 2,353,074 7,696,077 15,392,151 188.08 530,991 8,227,065 53.98
1992 4 7,280,000 1,456,908 8,736,912 17,473,820 140.03 357,287 9,094,195 24.92
1993 5 8,130,000 1,629,781 51,559,801 61,319,582 654.24 661,123 10,420,904 28.18
1994 6 13,643,000 8,176,517 29,202,022 51,021,539 273.98 97,940 21,917,457 60.65
1995 7 12,598,000 7,382,492 23,089,842 43,070,334 241.88 33,792 20,014,284 58.87
1996 8 21,029,000 3,109,335 2,901,240 27,039,575 28.58 2,055,843 26,194,178 24.56
1997 9 16,707,000 2,908,964 2,022,289 21,638,253 29.52 626,024 20,241,988 21.16
1998 10 15,557,000 4,136,622 3,224,317 22,917,939 47.32 19,693,622 26.59
1999 11 31,050,000 6,658,851 76,105,922 113,814,773 266.55 6,591 37,715,442 21.47
2000 12 32,610,000 5,787,048 38,397,060 76,794,108 135.49 89,479 38,486,527 18.02
2001 13 28,318,000 4,353,114 67,541,157 100,212,271 253.88 639,150 33,310,264 17.63
2002 14 30,000,000 4,870,030 34,870,044 69,740,074 132.47 385,565 35,255,595 17.52
2003 15 36,445,000 2,927,585 39,372,600 78,745,185 116.07 375,134 39,747,719 9.06
2004 16 36,590,000 2,680,057 39,270,073 78,540,130 114.65 2,951,180 42,221,237 15.39
2005 17 34,390,000 2,775,798 37,165,815 74,331,613 116.14 3,552,846 40,718,644 18.40
2006 18 29,973,000 3,419,248 33,392,266 66,784,514 122.82 1,966,378 35,358,626 17.97
2007 19 25,432,000 1,937,722 27,369,741 54,739,463 115.24 1,794,318 29,164,040 14.67
2008 20 25,348,000 1,925,407 27,273,407 7.60 7.60








 　（単位：％ of GDP)
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
一般政府財政収支 -11.86 -7.86 -6.84 -6.79 -8.34 -7.65 -5.48 -6.12 -0.97














項　　　　目 債　務　の　種　類 特　　別　　会　　計 年度末残高
特別会計 交付税特会への未繰入額 交付税特会 25,423,473












年度 新規ベース 残高ベース 一般会計当初
継続費新規議決額 当年度支出額 翌年度以降支出額 当年度支出額 翌年度以降支出累計額 歳出総額 新規額 当初支出 翌年度支出 残高当年度 残高翌年度
百万円　a 伸び率 % 百万円　b 伸び率 % b/a % 百万円　c 伸び率 % c/a % 百万円　d 伸び率 % 百万円　e 伸び率 % 百万円　f の割合 % の割合 % の割合 % 支出の割合%支出の割合%
1969 44 15,506 23.9 1,471 17.6 9.5 14,035 24.6 90.5 15,545 -13.2 32,917 -0.1 6,739,574 0.230 0.02183 0.208 0.231 0.488
1970 45 26,654 71.9 1,719 16.9 6.4 24,935 77.7 93.6 13,958 -10.2 45,613 38.6 7,949,764 0.335 0.02162 0.314 0.176 0.574
1971 46 37,977 42.5 2,356 37.1 6.2 35,621 42.9 93.8 23,624 69.3 59,987 31.5 9,414,315 0.403 0.02503 0.378 0.251 0.637
1972 47 22,719 -40.2 2,233 -5.2 9.8 20,486 -42.5 90.2 28,791 21.9 52,574 -12.4 11,467,680 0.198 0.01947 0.179 0.251 0.458
1973 48 37,877 66.7 3,382 51.5 8.9 34,495 68.4 91.1 27,630 -4.0 62,821 19.5 14,284,073 0.265 0.02368 0.241 0.193 0.440
1974 49 28,764 -24.1 2,378 -29.7 8.3 26,386 -23.5 91.7 32,528 17.7 59,057 -6.0 17,099,430 0.168 0.01391 0.154 0.190 0.345
1975 50 63,269 120.0 625 -73.7 1.0 62,644 137.4 99.0 19,706 -39.4 106,509 80.3 21,288,800 0.297 0.00294 0.294 0.093 0.500
1976 51 42,784 -32.4 981 57.0 2.3 41,803 -33.3 97.7 35,053 77.9 114,250 7.3 24,296,011 0.176 0.00404 0.172 0.144 0.470
1977 52 68,994 61.3 788 -19.7 1.1 68,206 63.2 98.9 40,945 16.8 142,290 24.5 28,514,270 0.242 0.00276 0.239 0.144 0.499
1978 53 101,572 47.2 2,064 161.9 2.0 99,508 45.9 98.0 54,269 32.5 188,180 32.3 34,295,011 0.296 0.00602 0.290 0.158 0.549
1979 54 132,212 30.2 3,284 59.1 2.5 128,928 29.6 97.5 73,321 35.1 239,867 27.5 38,600,142 0.343 0.00851 0.334 0.190 0.621
1980 55 110,593 -16.4 3,300 0.5 3.0 107,293 -16.8 97.0 102,780 40.2 251,359 4.8 42,588,843 0.260 0.00775 0.252 0.241 0.590
1981 56 157,664 42.6 6,596 99.9 4.2 151,068 40.8 95.8 115,995 12.9 291,278 15.9 46,788,131 0.337 0.01410 0.323 0.248 0.623
1982 57 144,633 -8.3 2,464 -62.6 1.7 142,169 -5.9 98.3 113,221 -2.4 323,945 11.2 49,680,836 0.291 0.00496 0.286 0.228 0.652
1983 58 140,360 -3.0 1,360 -44.8 1.0 139,000 -2.2 99.0 113,867 0.6 353,966 9.3 50,379,603 0.279 0.00270 0.276 0.226 0.703
1984 59 148,786 6.0 259 -81.0 0.2 148,527 6.9 99.8 125,874 10.5 369,786 4.5 50,627,214 0.294 0.00051 0.293 0.249 0.730
1985 60 159,795 7.4 262 1.2 0.2 159,533 7.4 99.8 134,668 7.0 399,721 8.1 52,499,643 0.304 0.00050 0.304 0.257 0.761
1986 61 133,587 -16.4 665 153.8 0.5 132,922 -16.7 99.5 132,389 -1.7 393,275 -1.6 54,088,643 0.247 0.00123 0.246 0.245 0.727
1987 62 90,283 -32.4 552 -17.0 0.6 89,731 -32.5 99.4 140,605 6.2 343,734 -12.6 54,101,019 0.167 0.00102 0.166 0.260 0.635
1988 63 160,221 77.5 3,449 524.8 2.2 156,772 74.7 97.8 158,165 12.5 327,608 -4.7 56,699,713 0.283 0.00608 0.276 0.279 0.578
1989 1 89,174 -44.3 448 -87.0 0.5 88,726 -43.4 99.5 144,422 -8.7 266,511 -18.6 60,414,194 0.148 0.00074 0.147 0.239 0.441
1990 2 168,842 89.3 3,500 681.3 2.1 165,342 86.4 97.9 108,597 -24.8 331,840 24.5 66,236,790 0.255 0.00528 0.250 0.164 0.501
1991 3 99,602 -41.0 597 -82.9 0.6 99,005 -40.1 99.4 147,723 36.0 401,422 21.0 70,347,419 0.142 0.00085 0.141 0.210 0.571
1992 4 109,303 9.7 587 -1.7 0.5 108,716 9.8 99.5 123,568 -16.4 387,123 -3.6 72,218,011 0.151 0.00081 0.151 0.171 0.536
1993 5 170,057 55.6 3,215 447.7 1.9 166,842 53.5 98.1 133,941 8.4 418,449 8.1 72,354,824 0.235 0.00444 0.231 0.185 0.578
1994 6 181,556 6.8 1,012 -68.5 0.6 180,544 8.2 99.4 171,837 28.3 415,934 -0.6 73,081,669 0.248 0.00138 0.247 0.235 0.569
1995 7 178,744 -1.5 731 -27.8 0.4 178,013 -1.4 99.6 133,262 -22.4 457,376 10.0 70,987,120 0.252 0.00103 0.251 0.188 0.644
1996 8 117,825 -34.1 445 -39.1 0.4 117,380 -34.1 99.6 147,452 10.6 427,815 -6.5 75,104,923 0.157 0.00059 0.156 0.196 0.570
1997 9 175,142 48.6 530 19.1 0.3 174,612 48.8 99.7 140,389 -4.8 464,872 8.7 77,390,003 0.226 0.00068 0.226 0.181 0.601
1998 10 178,163 1.7 430 -18.9 0.2 177,733 1.8 99.8 148,845 6.0 499,040 7.3 77,669,179 0.229 0.00055 0.229 0.192 0.643
1999 11 111,127 -37.6 176 -59.1 0.2 110,951 -37.6 99.8 155,345 4.4 454,621 -8.9 81,860,122 0.136 0.00022 0.136 0.190 0.555
2000 12 110,464 -0.6 165 -6.3 0.1 110,299 -0.6 99.9 153,968 -0.9 407,358 -10.4 84,987,053 0.130 0.00019 0.130 0.181 0.479
2001 13 111,326 0.8 153 -7.3 0.1 111,173 0.8 99.9 161,169 4.7 358,469 -12.0 82,652,378 0.135 0.00019 0.135 0.195 0.434
2002 14 193,309 73.6 2,193 1333.3 1.1 191,116 71.9 98.9 135,706 -15.8 418,808 16.8 81,229,993 0.238 0.00270 0.235 0.167 0.516
2003 15 181,896 -5.9 1,842 -16.0 1.0 180,054 -5.8 99.0 134,102 -1.2 466,985 11.5 81,789,077 0.222 0.00225 0.220 0.164 0.571
2004 16 165,535 -9.0 8,437 358.0 5.1 157,098 -12.7 94.9 159,060 18.6 462,215 -1.0 82,110,824 0.202 0.01028 0.191 0.194 0.563
2005 17 58,627 -64.6 3,938 -53.3 6.7 54,689 -65.2 93.3 163,047 2.5 355,979 -23.0 82,182,917 0.071 0.00479 0.067 0.198 0.433
2006 18 153,743 162.2 351 -91.1 0.2 153,392 180.5 99.8 157,603 -3.3 353,742 -0.6 79,686,024 0.193 0.00044 0.192 0.198 0.444
2007 19 128,303 -16.5 304 -13.4 0.2 127,999 -16.6 99.8 126,905 -19.5 353,783 0.0 82,908,807 0.155 0.00037 0.154 0.153 0.427
2008 20 141,943 10.6 333 9.5 0.2 141,610 10.6 99.8 122,906 -3.2 372,699 5.3 83,061,339 0.171 0.00040 0.170 0.148 0.449
1970-2008平均 2.2 97.8 1970-2008平均 0.228 0.00526 0.222 0.199 0.554
1970s平均 4.9 95.1 1970s平均 0.272 0.01280 0.260 0.179 0.509
1980s平均 1.4 98.6 1980s平均 0.261 0.00396 0.257 0.247 0.644
1990s平均 0.7 99.3 1990s平均 0.203 0.00158 0.202 0.191 0.577
2000s平均 1.7 98.3 2000s平均 0.169 0.00240 0.166 0.178 0.479
(出所）「財政法第28条等による予算参考書類」（各年度）に基づき筆者作成表５－１９　一般会計・国庫債務負担行為の金額（新規ベース及び残高ベース）
年度 新規ベース 残高ベース 一般会計当初
限度額 当年度支出額 翌年度以降支出額 当年度支出額 翌年度以降支出累計額 歳出総額 新規額 当初支出 翌年度支出残高当年度 残高翌年度
百万円　a 伸び率 % 百万円　b 伸び率 % b/a % 百万円　c 伸び率 % c/a % 百万円　d 伸び率 % 百万円　e 伸び率 % 百万円　f の割合 % の割合 % の割合 % 支出の割合% 支出の割合%
1969 44 243,700 10.7 32,100 15.1 13.2 211,600 10.1 86.8 72,562 -21.6 148,327 -36.4 6,739,574 3.616 0.476 3.140 1.077 2.201
1970 45 198,400 -18.6 36,800 14.6 18.5 161,500 -23.7 81.4 111,362 53.5 308,274 107.8 7,949,764 2.496 0.463 2.032 1.401 3.878
1971 46 392,300 97.7 64,900 76.4 16.5 327,400 102.7 83.5 179,833 61.5 416,410 35.1 9,414,315 4.167 0.689 3.478 1.910 4.423
1972 47 475,100 21.1 85,600 31.9 18.0 389,500 19.0 82.0 138,876 -22.8 198,419 -52.4 11,467,680 4.143 0.746 3.397 1.211 1.730
1973 48 486,200 2.3 97,100 13.4 20.0 389,200 -0.1 80.0 328,591 136.6 568,376 186.5 14,284,073 3.404 0.680 2.725 2.300 3.979
1974 49 559,200 15.0 127,500 31.3 22.8 431,700 10.9 77.2 397,439 21.0 607,424 6.9 17,099,430 3.270 0.746 2.525 2.324 3.552
1975 50 779,500 39.4 154,200 20.9 19.8 625,300 44.8 80.2 210,985 -46.9 446,814 -26.4 21,288,800 3.662 0.724 2.937 0.991 2.099
1976 51 898,800 15.3 156,100 1.2 17.4 742,600 18.8 82.6 521,248 147.1 1,022,919 128.9 24,296,011 3.699 0.642 3.056 2.145 4.210
1977 52 1,029,800 14.6 170,700 9.4 16.6 859,100 15.7 83.4 585,022 12.2 1,249,860 22.2 28,514,270 3.612 0.599 3.013 2.052 4.383
1978 53 1,299,900 26.2 226,300 32.6 17.4 1,073,600 25.0 82.6 811,229 38.7 1,546,991 23.8 34,295,011 3.790 0.660 3.130 2.365 4.511
1979 54 1,335,800 2.8 283,400 25.2 21.2 1,052,400 -2.0 78.8 508,344 -37.3 886,898 -42.7 38,600,142 3.461 0.734 2.726 1.317 2.298
1980 55 1,773,400 32.8 285,000 0.6 16.1 1,488,400 41.4 83.9 527,838 3.8 1,020,524 15.1 42,588,843 4.164 0.669 3.495 1.239 2.396
1981 56 1,634,200 -7.8 294,600 3.4 18.0 1,339,500 -10.0 82.0 468,922 -11.2 1,055,482 3.4 46,788,131 3.493 0.630 2.863 1.002 2.256
1982 57 1,949,500 19.3 271,900 -7.7 13.9 1,677,700 25.2 86.1 1,173,353 150.2 2,724,455 158.1 49,680,836 3.924 0.547 3.377 2.362 5.484
1983 58 1,930,800 -1.0 252,800 -7.0 13.1 1,678,000 0.0 86.9 1,383,349 17.9 2,922,937 7.3 50,379,603 3.833 0.502 3.331 2.746 5.802
1984 59 1,968,800 2.0 246,100 -2.7 12.5 1,722,700 2.7 87.5 1,399,654 1.2 3,021,324 3.4 50,627,214 3.889 0.486 3.403 2.765 5.968
1985 60 1,952,400 -0.8 234,600 -4.7 12.0 1,717,700 -0.3 88.0 1,514,242 8.2 3,040,448 0.6 52,499,643 3.719 0.447 3.272 2.884 5.791
1986 61 2,027,900 3.9 206,500 -12.0 10.2 1,821,400 6.0 89.8 1,327,209 -12.4 3,113,838 2.4 54,088,643 3.749 0.382 3.367 2.454 5.757
1987 62 2,325,400 14.7 225,400 9.2 9.7 2,100,100 15.3 90.3 1,471,105 10.8 3,410,488 9.5 54,101,019 4.298 0.417 3.882 2.719 6.304
1988 63 2,150,200 -7.5 211,500 -6.2 9.8 1,938,700 -7.7 90.2 1,556,806 5.8 3,381,191 -0.9 56,699,713 3.792 0.373 3.419 2.746 5.963
1989 1 2,421,700 12.6 252,700 19.5 10.4 2,169,000 11.9 89.6 1,548,068 -0.6 3,620,002 7.1 60,414,194 4.008 0.418 3.590 2.562 5.992
1990 2 2,391,300 -1.3 233,800 -7.5 9.8 2,157,400 -0.5 90.2 1,728,419 11.7 3,708,889 2.5 66,236,790 3.610 0.353 3.257 2.609 5.599
1991 3 2,389,000 -0.1 266,200 13.9 11.1 2,122,800 -1.6 88.9 1,757,613 1.7 3,688,593 -0.5 70,347,419 3.396 0.378 3.018 2.498 5.243
1992 4 2,577,100 7.9 247,000 -7.2 9.6 2,330,100 9.8 90.4 1,893,013 7.7 3,763,823 2.0 72,218,011 3.569 0.342 3.226 2.621 5.212
1993 5 2,673,800 3.8 244,700 -0.9 9.2 2,429,100 4.2 90.8 1,938,045 2.4 3,879,875 3.1 72,354,824 3.695 0.338 3.357 2.679 5.362
1994 6 2,781,100 4.0 252,000 3.0 9.1 2,529,100 4.1 90.9 2,060,628 6.3 4,076,221 5.1 73,081,669 3.805 0.345 3.461 2.820 5.578
1995 7 2,893,200 4.0 231,700 -8.1 8.0 2,661,500 5.2 92.0 2,052,305 -0.4 4,238,519 4.0 70,987,120 4.076 0.326 3.749 2.891 5.971
1996 8 2,878,800 -0.5 279,100 20.5 9.7 2,599,700 -2.3 90.3 2,183,724 6.4 4,352,467 2.7 75,104,923 3.833 0.372 3.461 2.908 5.795
1997 9 2,896,900 0.6 235,800 -15.5 8.1 2,661,100 2.4 91.9 2,302,879 5.5 4,240,168 -2.6 77,390,003 3.743 0.305 3.439 2.976 5.479
1998 10 2,635,100 -9.0 242,100 2.7 9.2 2,393,000 -10.1 90.8 2,146,097 -6.8 4,129,329 -2.6 77,669,179 3.393 0.312 3.081 2.763 5.317
1999 11 2,692,000 2.2 284,100 17.3 10.6 2,407,900 0.6 89.4 2,199,783 2.5 4,003,891 -3.0 81,860,122 3.289 0.347 2.941 2.687 4.891
2000 12 2,611,800 -3.0 238,600 -16.0 9.1 2,373,200 -1.4 90.9 1,961,714 -10.8 3,940,764 -1.6 84,987,053 3.073 0.281 2.792 2.308 4.637
2001 13 2,521,100 -3.5 252,000 5.6 10.0 2,269,100 -4.4 90.0 1,873,799 -4.5 3,825,031 -2.9 82,652,378 3.050 0.305 2.745 2.267 4.628
2002 14 2,527,800 0.3 221,500 -12.1 8.8 2,306,200 1.6 91.2 1,855,899 -1.0 3,632,145 -5.0 81,229,993 3.112 0.273 2.839 2.285 4.471
2003 15 2,554,600 1.1 215,900 -2.5 8.5 2,338,800 1.4 91.6 1,794,103 -3.3 3,666,691 1.0 81,789,077 3.123 0.264 2.860 2.194 4.483
2004 16 2,481,600 -2.9 248,300 15.0 10.0 2,233,200 -4.5 90.0 1,614,603 -10.0 3,622,039 -1.2 82,110,824 3.022 0.302 2.720 1.966 4.411
2005 17 2,761,200 11.3 190,000 -23.5 6.9 2,571,200 15.1 93.1 1,879,976 16.4 3,916,664 8.1 82,182,917 3.360 0.231 3.129 2.288 4.766
2006 18 2,401,800 -13.0 158,200 -16.7 6.6 2,243,600 -12.7 93.4 1,720,153 -8.5 3,984,137 1.7 79,686,024 3.014 0.199 2.816 2.159 5.000
2007 19 2,554,600 6.4 203,200 28.4 8.0 2,351,400 4.8 92.0 1,920,765 11.7 4,096,218 2.8 82,908,807 3.081 0.245 2.836 2.317 4.941
2008 20 2,495,600 -2.3 198,700 -2.2 8.0 2,297,000 -2.3 92.0 1,823,145 -5.1 4,174,894 1.9 83,061,339 3.005 0.239 2.765 2.195 5.026
1970-2008平均 12.4 87.6 1970-2008平均 3.560 0.444 3.116 2.280 4.707
1970s平均 18.8 81.2 1970s平均 3.570 0.668 2.902 1.802 3.506
1980s平均 12.6 87.4 1980s平均 3.887 0.487 3.400 2.348 5.171
1990s平均 9.4 90.6 1990s平均 3.641 0.342 3.299 2.745 5.445
2000s平均 8.4 91.6 2000s平均 3.093 0.260 2.834 2.220 4.707
(出所）「財政法第28条等による予算参考書類」（各年度）に基づき筆者作成表５－２０　2006年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算　
　　（単位：兆円、％）
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
国債費 18.4 18.8 18.9 19.6 20.6
　歳 1.7 0.6 3.9 4.9
地方交付税等 16.1 14.6 17.0 17.5 17.7
-9.5 16.5 3.4 0.9
一般歳出 47.3 46.4 47.4 48.0 51.5
-1.9 2.3 1.2 7.3
　うち社会保障関係費 20.4 20.3 21.4 22.4 25.8
0.9 4.2 4.3 15.4
　　　公共事業関係費 7.5 7.2 7.2 7.1 7.0
-4.4 0.4 -2.2 -1.4
　　　その他 19.4 18.6 18.8 18.6 18.7
-4.0 1.0 -0.9 0.8
　出 NTT-B事業償還時補助 0 . 4 ----
計 82.2 79.7 83.3 85.2 89.8
-3.0 4.5 2.3 5.4
税収 44.0 45.9 48.8 49.7 50.6
　歳 4.3 6.4 1.7 1.8
その他収入 3.8 3.8 3.3 3.2 3.2
　入 1.3 -14.6 -2.3 -1.1
計 47.8 49.7 52.1 52.9 53.8
4.0 4.8 1.4 1.7
差　　　　　　　額 34.4 30.0 31.2 32.3 36.0







2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2010年度
【マクロ経済の姿】
実質成長率 -1.0 0.0 0.6 1.5 1.5 1.6 1.9
名目成長率 -2.4 -0.9 0.6 2.3 2.5 2.7 2.9
GDPデフレーター -1.5 -0.9 0.0 0.8 1.0 1.1 1.0
貯蓄投資差額（一般政府） -6.9 -6.5 -6.3 -5.4 -4.7 -4.4 -2.9
【国と地方の財政の姿】
貯蓄投資差額
　国 -6.2 -5.4 -5.5 -5.0 -4.8 -4.4
　地方 -0.7 -1.0 -0.5 -0.4 -0.1 -0.1
　合計 -6.9 -6.3 -6.0 -5.4 -4.9 -4.5
プライマリー・バランス
　国 -4.6 -3.8 -4.0 -3.6 -3.4 -2.9
　地方 0.3 -0.0 0.4 0.5 0.7 0.7
　合計 -4.3 -3.8 -3.6 -3.1 -2.7 -2.2 -0.4
公債等残高 569.6 602.8 634.3 664.8 693.3 719.9 808.1
（名目GDP比） 113.8 121.5 127.0 130.1 132.4 133.9 134.5
一般政府歳出規模 191.2 186.5 186.1 188.5 192.1 196.7
（名目GDP比） 38.2 37.6 37.3 36.9 36.7 36.6
【国の一般会計の姿】
歳出 81.2 84.0 87.0 88.7 89.7
　　一般歳出 47.5 47.8 48.3 48.8 49.3
　　　　社会保障関係費 18.3 18.9 19.6 20.3 20.9
　　　　公共事業関係費 8.4 8.2 7.9 7.7 7.5
　　　　その他 20.8 20.7 20.8 20.9 21.0
　　地方交付税等 17.0 19.2 20.6 21.2 20.7
　　国債費 16.7 17.0 18.1 18.7 19.6
歳入 81.2 84.0 87.0 88.7 89.7
　　税収 46.8 46.4 47.6 49.0 50.6
　　その他収入 4.4 3.5 3.6 3.7 3.8
　　公債金 30.0 34.1 35.8 36.0 35.3
（出所）内閣府、経済財政諮問会議提出資料（2002年1月18日）
（注）１．基礎年金国庫負担割合が1/3の場合の推計表５－２２　中期展望（財務省）における一般会計歳入・歳出各項目の予測誤差（予測と予算の比較）





































1.一般会計歳出 1982-2008 34,051 53,177 71,270 -4.52 -7.01 -9.30 4.94 7.68 10.21 5.57 8.67 11.51 -7.05*** -6.88*** -6.71***  4.22**  9.44*** 11.71***
1980s 30,939 53,103 79,020 -5.84 -10.02 -14.68 5.84 10.02 14.68 6.13 10.77 15.61
1990s 35,888 49,488 61,944 -4.41 -5.56 -6.04 4.84 6.67 8.30 5.74 7.82 9.47
2000s 34,778 57,333 76,467 -3.47 -6.29 -9.33 4.25 7.00 9.33 4.82 7.68 10.30
2.財政赤字 1982-2008 36,211 52,081 62,676 -18.17 -16.83 -14.12 25.34 33.75 40.76 31.82 42.57 51.31 -3.55*** -2.15** -1.40  2.93*  8.48*** 19.53***
1980s 33,635 40,334 43,782 -29.49 -32.98 -35.81 33.84 41.45 46.46 37.60 47.54 52.52
1990s 39,661 43,877 50,071 -17.05 -9.93 -3.56 31.11 37.27 45.68 38.10 47.94 59.21
2000s 34,667 70,333 89,278 -9.35 -11.93 -11.39 11.38 23.86 31.48 12.95 30.42 39.74
3.税収 1982-2008 32,903 64,704 92,338 -4.20 -8.82 -13.59 6.87 13.62 18.94 10.22 17.29 22.74 -2.30** -2.97*** -3.65***  0.34  6.63*** 12.04***
1980s 22,391 45,850 54,817 -2.58 -8.28 -12.36 5.98 12.55 14.51 10.07 17.50 21.11
1990s 53,726 88,736 119,374 -8.22 -12.16 -15.56 10.11 16.49 22.02 13.09 19.44 25.05
2000s 19,111 52,667 87,311 -1.18 -5.54 -12.20 4.07 11.25 18.46 5.75 14.35 21.03
4.税外収入 1982-2008 8,690 8,645 9,155 19.31 16.49 14.41 23.95 23.50 26.09 29.46 28.40 31.16  4.42***  3.57***  2.55**  0.84  9.70***  4.91**
1980s 6,803 6,735 5,581 7.74 3.56 -14.68 21.44 20.34 22.11 26.17 24.49 26.91
1990s 13,722 12,562 12,830 36.66 33.56 31.87 36.66 33.72 34.79 40.39 37.76 39.20
2000s 4,778 5,778 7,456 10.31 7.58 14.40 12.07 14.60 19.08 13.50 16.71 22.52
5.一般歳出 1982-2008 14,267 23,192 30,725 -3.11 -5.08 -7.07 3.61 5.90 7.84 4.11 7.03 9.80 -5.90*** -5.22*** -5.11***  5.63*** 14.59*** 14.61***
1980s 17,052 33,930 52,735 -5.20 -10.36 -16.08 5.20 10.36 16.08 5.43 10.81 16.82
1990s 14,281 14,448 17,412 -2.32 -3.16 -3.70 3.35 3.41 4.09 3.82 4.29 4.87
2000s 11,778 24,556 30,844 -2.12 -3.11 -4.82 2.49 5.18 6.51 2.87 5.61 7.19
6.国債費 1982-2008 13,065 15,947 18,003 -6.60 -8.23 -9.44 9.41 11.10 12.03 11.97 13.98 16.05 -3.37*** -3.64*** -3.57***  6.18***  7.33*** 12.73***
1980s 16,767 17,999 17,557 -15.54 -16.33 -15.38 15.59 16.33 15.42 17.27 18.12 19.00
1990s 11,463 13,363 12,653 -4.63 -4.92 -5.20 7.54 8.85 8.58 10.04 12.50 12.69
2000s 11,556 17,222 24,244 -0.84 -5.61 -10.21 5.99 9.53 13.59 7.28 11.65 17.20
7.地方交付税 1982-2008 17,126 26,603 33,535 -10.52 -16.36 -20.52 12.70 19.84 24.22 16.91 24.31 29.02 -4.05*** -4.55*** -4.90***  0.74  7.24*** 12.98***
1980s 8,359 14,921 16,724 -3.61 -10.98 -14.21 9.21 16.49 17.12 16.20 22.82 22.94
1990s 24,153 34,323 41,523 -15.84 -19.22 -21.97 17.23 24.40 29.47 20.50 27.97 33.88
2000s 17,111 27,111 35,867 -10.76 -17.38 -23.12 10.76 17.38 23.12 12.56 20.80 26.72
8.公共事業 2002-2008 3,857 7,833 10,600 -4.99 -10.43 -14.42 4.99 10.43 14.42 5.75 11.02 15.24 -4.29*** -6.58*** -5.86***  0.02  0.29  0.35









































1.一般会計歳出 1982-2008 90,944 105,374 117,772 -1.64 -3.53 -5.37 4.45 5.87 6.97 5.17 6.82 8.80 -1.64 -2.91*** -3.62***  8.87*** 10.94*** 15.15***
1980s 30,894 42,057 56,389 -3.28 -6.21 -10.17 5.74 7.79 10.47 6.22 8.93 12.87
1990s 31,655 35,251 37,736 -0.73 -1.77 -2.15 4.07 4.64 5.01 4.77 5.29 5.92
2000s 29,972 48,114 56,514 -1.08 -3.38 -5.87 3.52 5.69 6.76 4.33 6.29 7.89
2.財政赤字 1981-2008 48,413 63,353 79,207 -6.90 -4.77 -0.95 28.50 36.99 45.22 35.13 44.19 52.20 -0.98 -0.52 -0.09 10.70*** 18.78*** 26.74***
1980s 36,120 43,977 49,889 -31.76 -40.10 -45.40 39.22 49.02 57.70 46.91 57.17 65.82
1990s 65,449 74,465 93,205 14.28 19.90 23.65 31.33 39.42 50.11 33.68 42.17 53.42
2000s 38,126 66,854 84,340 -8.74 -4.67 2.00 12.22 21.49 27.56 16.49 29.76 34.10
3.税収 1981-2008 59,967 85,063 108,931 -6.05 -10.73 -16.37 12.64 17.65 22.49 15.10 20.26 25.99 -2.14** -3.00*** -3.80***  7.56*** 16.77*** 15.64***
1980s 44,001 56,636 70,110 -0.92 -3.34 -6.66 11.04 14.28 17.36 14.13 18.02 21.87
1990s 85,945 120,636 146,126 -14.63 -18.76 -22.36 16.59 23.09 28.03 18.61 24.59 30.35
2000s 41,103 62,670 89,070 0.34 -6.66 -16.13 8.82 13.26 18.95 9.53 14.79 22.23
4.税外収入 1981-2008 19 16 14 23.95 23.50 26.09 29.46 28.40 31.16  4.11***  3.29***  2.28**  0.77  8.83***  4.77**
1980s 7 4 -15 7.74 3.56 -14.68 21.44 20.34 22.11 26.17 24.49 26.91
1990s 37 34 32 36.66 33.56 31.87 36.66 33.72 34.79 40.39 37.76 39.20





6.国債費 1981-2008 16,522 19,483 21,361 -10.61 -11.98 -13.16 12.43 13.87 14.71 14.64 17.03 19.18 -5.16*** -4.75*** -4.42***  5.52**  6.40***  9.78***
1980s 16,864 16,834 16,109 -16.20 -15.16 -13.88 16.20 15.16 13.88 16.62 16.54 16.50
1990s 16,428 16,891 15,461 -9.03 -9.22 -9.41 11.39 11.74 10.96 14.86 16.05 15.52
2000s 16,264 25,836 34,293 -6.48 -12.75 -17.89 9.60 15.61 20.78 11.56 18.79 25.14
7.地方交付税 1981-2008 23,822 30,511 36,821 -13.40 -17.57 -21.38 18.41 23.10 27.09 22.57 27.87 32.04 -3.62*** -3.90*** -4.20***  5.14** 13.21*** 19.27***
1980s 15,468 17,037 18,014 -2.62 -6.25 -8.47 15.55 17.19 17.05 20.44 23.42 22.78
1990s 32,131 41,952 49,152 -22.00 -25.62 -28.48 24.16 31.24 36.47 27.95 34.95 40.50
2000s 21,498 27,640 35,326 -13.45 -17.39 -22.30 13.45 17.39 22.30 15.04 19.22 24.15
8.公共事業 2002-2008 4,264 2,718 6,883 3.81 -1.56 -8.40 4.85 3.29 8.40 5.85 4.43 9.78  1.71 -0.65 -2.37  0.83  1.36  0.01





























1.実質GDP成長率 2002-08 0.17 0.24 0.20 0.20 0.33 0.28 0.25 0.27 0.44 0.31 0.29 0.29
2.名目GDP成長率 2002-08 -0.32 -0.66 -0.75 -0.63 0.32 0.66 0.75 0.63 0.45 0.90 0.90 0.66
3.一般政府財政収支 2002-08 -0.08 0.36 0.85 1.40 0.78 1.36 2.00 1.80 1.03 1.58 2.10 2.00
　同（資本勘定調整後） -0.08 0.36 0.85 1.40 0.78 1.36 2.00 1.80 1.03 1.58 2.10 2.00
4.国・地方PB 2002-08 0.00 0.48 0.80 1.23 0.63 1.08 1.45 1.63 0.94 1.27 1.57 1.79
　同（資本勘定調整後） 0.00 0.48 0.80 1.23 0.63 1.08 1.45 1.63 0.94 1.27 1.57 1.79
MPE MAPE RMSPE
5.一般会計歳出総額 2002-08 -3.15 -6.87 -10.63 -11.61 3.15 6.87 10.63 11.61 3.61 7.04 10.83 11.63
6.一般会計・財政赤字 2002-08 -8.77 -22.65 -35.96 -42.31 10.87 23.52 35.96 42.31 12.68 28.08 41.14 45.83
7.一般会計・税収 2002-08 -0.67 0.67 1.24 2.25 4.22 6.77 6.92 9.08 6.04 8.46 8.07 9.46
8.一般会計・国債費 2002-08 0.75 -1.63 -3.87 -2.56 2.67 2.58 6.02 2.56 3.83 2.79 7.46 2.89
9.一般会計・交付税 2002-08 -12.50 -22.97 -32.81 -35.01 12.50 22.97 32.81 35.01 13.81 24.01 33.25 35.75
10.一般会計・社会保障 2002-08 -1.75 -4.70 -6.31 -6.94 2.27 5.30 6.56 6.94 2.91 6.52 8.50 9.50

































1.実質GDP成長率 2002-08 0.55 0.53 0.38 0.33 0.10 0.78 0.73 0.46 0.73 0.37 0.89 0.87 0.57 0.75 0.44
2.名目GDP成長率 2002-08 -0.07 -0.40 -0.96 -1.25 -1.23 0.60 0.63 0.96 1.25 1.23 0.75 0.81 1.09 1.31 1.30
3.一般政府財政収支 2002-08 0.97 1.18 1.76 2.13 2.80 1.57 1.72 1.80 2.83 2.80 2.00 2.34 2.59 3.10 2.85
　同（資本勘定調整後） 0.47 0.68 1.30 1.83 2.03 1.10 1.45 1.78 1.98 2.03 1.34 1.70 1.97 2.20 2.16
4.国・地方PB 2002-08 0.13 0.45 1.10 1.45 2.37 1.20 1.45 1.74 2.50 2.37 1.68 1.91 2.15 2.67 2.40
　同（資本勘定調整後） 0.05 0.37 1.00 1.33 1.57 0.85 1.13 1.40 1.43 1.57 1.04 1.31 1.45 1.61 1.74
MPE MAPE RMSPE
5.一般会計歳出総額 2002-08 2.35 -1.23 -4.65 -8.69 -10.43 1.84 4.19 7.45 8.75 10.43 2.61 1.96 4.94 9.27 10.46
6.一般会計・財政赤字 2002-08 -1.83 -13.31 -27.73 -41.51 -45.76 16.29 23.70 33.38 38.10 45.76 8.22 16.93 31.68 44.37 47.43
7.一般会計・税収 2002-08 3.36 3.90 5.62 5.29 4.07 7.79 7.35 5.11 4.64 6.15 6.85 7.53 7.85 6.10 6.78
8.一般会計・国債費 2002-08 -3.44 -1.54 -2.77 -5.20 -4.97 5.25 3.93 5.62 3.77 4.97 4.88 5.43 3.68 8.25 5.63
9.一般会計・交付税 2002-08 -1.65 -13.06 -22.50 -31.90 -33.34 13.20 21.60 30.40 33.29 33.34 5.66 14.04 24.56 31.92 33.77
10.一般会計・社会保障 2002-08 2.46 -0.43 -3.85 -5.81 -6.64 4.06 5.52 5.92 5.35 6.64 3.36 3.23 6.54 8.08 9.45
11.一般会計・公共事業 2002-08 8.50 6.63 5.30 3.45 0.97 7.93 6.48 4.55 4.01 2.60 8.94 7.66 5.70 5.14 2.61
(出所）「改革と展望」付属資料等に基づき筆者作成            表 ５ － ２ ６  潜 在 成 長 率 の 予 測  
 
  予  測  機  関  ・  報  告  書     発表年月     潜   在   成   長   率  
「進路と戦略」 
（参考試算）  
新成長移行ｼﾅﾘｵ 2007 年 1 月 06～11 年度：1.6％～2.4％ 
成長制約ｼﾅﾘｵ 2007 年 1 月 07～11 年度：1.6％～1.8％～1.0％ 
OECD Economic Outlook  2006年11 月 06 年：1.5％、07 年：1.6％、08 年：1.7％ 
OECD Economic Surveys Japan  2006 年 7 月 03～07 年：1.5％、08～12 年：1.4％ 
IMFCountry 
Report  
ベースライン 2006 年 7 月 06～11 年：1.7％～1.9％～1.7％ 
構造改革ｹｰｽ 2006 年 7 月 07～11 年：2.1％～2.4％～2.3％ 
（出所）内閣府・OECD・IMF の上記名称の資料 表６－１　一般会計財政収支・歳出の管理（2001-07年度予算）
年　　度 種　　類 財政収支




























(13年度) 当初予算 28,318,000 82,652,378 48,658,880 17,555,158 6,647,232 4,955,299 9,435,202 956,178 194,781 613,868 695,237 5,446,045 15,921,147 901,818 17,170,533
決算 30,000,000 84,811,128 52,276,630 19,291,445 6,676,949 4,968,789 10,820,096 960,779 424,770 632,384 737,554 5,749,381 15,803,785 901,818 15,828,895
2002年度 概算要求 30,000,000 47,800,000 #REF! 4,459,769 8,491,682 860,560
(14年度) 当初予算 30,000,000 81,229,993 47,547,206 -0.53 18,279,484 6,699,788 4,955,998 8,423,905 -0.80 856,582 186,085 569,411 729,663 5,078,055 16,107,987 903,588 16,671,212
決算 34,967,999 83,674,289 51,594,874 7.94 19,632,570 6,731,258 4,919,734 9,162,119 7.90 837,737 627,796 562,598 734,807 5,070,388 15,575,520 903,588 15,600,307
2003年度 概算要求 (30兆円） （81.2兆円） 48,100,000 8,171,188
(15年度) 当初予算 36,445,000 81,789,077 47,592,209 -1.06 18,990,730 6,471,231 4,952,967 8,097,086 -0.91 816,070 172,881 556,691 687,508 5,130,583 16,392,632 1,006,168 16,798,068
決算 35,345,000 82,415,970 49,473,147 2.85 19,720,061 6,472,017 4,927,471 9,358,806 14.53 899,766 241,152 556,940 743,980 5,243,475 16,392,632 1,006,168 15,544,023
2004年度 概算要求 (81.8兆円） 48,100,000 7,854,173
(16年度) 当初予算 36,590,000 82,110,824 47,631,911 -0.97 19,797,005 6,133,041 4,902,952 7,815,934 -0.49 768,582 173,775 506,462 674,870 5,278,492 15,388,649 1,104,834 17,568,580 416,850
決算 35,490,000 84,896,776 48,438,761 0.70 20,285,954 6,149,043 4,898,055 8,235,698 4.86 880,017 288,325 504,106 652,015 5,311,790 16,557,292 1,104,834 17,514,898 1,280,991
2005年度 概算要求 (36.6兆円） 48,200,000 7,581,456
(17年度) 当初予算 34,390,000 82,182,917 47,282,898 -1.90 20,380,767 5,723,455 4,856,357 7,531,027 -0.67 740,421 172,979 495,357 675,458 5,216,716 14,570,914 1,518,006 18,442,174 368,925
決算 31,268,999 85,519,592 48,213,150 0.03 20,603,086 5,700,859 4,877,580 8,390,514 10.67 784,013 236,578 492,516 656,926 5,334,944 15,922,556 1,518,006 18,735,950 1,129,930
2006年度 概算要求 (30兆円） 47,500,000 7,305,096
(18年度) 当初予算 29,973,000 79,686,024 46,366,030 -2.39 20,573,897 5,267,104 4,813,918 7,201,494 -1.42 721,825 161,646 470,926 636,055 5,122,219 13,742,474 815,960 18,761,560
決算 27,469,999 81,445,480 46,707,637 -1.67 20,554,984 5,330,642 4,817,479 7,708,927 5.53 783,868 239,601 470,787 610,076 5,151,513 15,885,010 815,960 18,036,873
2007年度 概算要求 46,800,000 6,985,449
(19年度) 当初予算 25,432,000 82,908,807 46,978,382 0.38 21,140,895 5,274,308 4,801,642 6,947,279 -0.55 691,259 162,549 864,747 607,369 5,194,539 14,619,635 311,983 20,998,807
決算 25,381,999 81,842,570 47,620,544 1.75 21,140,981 5,457,732 4,757,565 7,257,115 3.89 787,445 417,798 865,667 674,289 5,300,970 14,619,635 311,983 19,290,408
2008年度 概算要求 47,300,000 4,753,626 6,738,861
(20年度) 当初予算 25,348,000 83,061,339 47,284,502 -0.03 21,782,434 5,312,188 4,779,649 6,735,151 -0.06 665,982 176,051 865,508 858,178 4,907,129 15,140,119 473,489 20,163,229
決算
[伸率]
01→06年度 当初予算 5.84 -3.59 -4.71 17.20 -20.76 -2.85 -23.67 -24.51 -17.01 -23.29 -8.51 -5.95 -13.68 -9.52 9.27
決算 -8.43 -3.97 -10.65 6.55 -20.16 -3.05 -28.75 -18.41 -43.59 -25.55 -17.28 -10.40 0.51 -9.52 13.95
01→07年度 当初予算 -10.19 0.31 -3.45 20.43 -20.65 -3.10 -26.37 -27.71 -16.55 40.87 -12.64 -4.62 -8.17 -65.41 22.30
決算 -15.39 -3.50 -8.91 9.59 -18.26 -4.25 -32.93 -18.04 -1.64 36.89 -8.58 -7.80 -7.49 -65.41 21.87
[歳出総額の増減に対する寄与度]
01→06年度 当初予算 -100.00 -77.30 101.77 -46.53 -4.77 -75.30 -7.90 -1.12 -4.82 -2.00 -10.92 -73.45 -2.89 53.64
決算 -100.00 -165.47 37.54 -40.00 -4.50 -92.44 -5.26 -5.50 -4.80 -3.79 -17.76 2.41 -2.55 65.60
01→07年度 当初予算 100.00 -655.35 1,398.34 -535.40 -59.92 -970.22 -103.31 -12.57 97.84 -34.27 -98.08 -507.55 -230.02 1,492.92
決算 -100.00 -156.85 62.30 -41.07 -7.12 -120.02 -5.84 -0.23 7.86 -2.13 -15.11 -39.89 -19.87 116.61
[シェア]
2001年度 当初予算 34.26 100.00 58.87 21.24 8.04 6.00 11.42 1.16 0.24 0.74 0.84 6.59 19.26 1.09 20.77
(13年度) 決算 35.37 100.00 61.64 22.75 7.87 5.86 12.76 1.13 0.50 0.75 0.87 6.78 18.63 1.06 18.66
2002年度 当初予算 36.93 100.00 58.53 22.50 8.25 6.10 10.37 1.05 0.23 0.70 0.90 6.25 19.83 1.11 20.52
(14年度) 決算 41.79 100.00 61.66 23.46 8.04 5.88 10.95 1.00 0.75 0.67 0.88 6.06 18.61 1.08 18.64
2003年度 当初予算 44.56 100.00 58.19 23.22 7.91 6.06 9.90 1.00 0.21 0.68 0.84 6.27 20.04 1.23 20.54
(15年度) 決算 42.89 100.00 60.03 23.93 7.85 5.98 11.36 1.09 0.29 0.68 0.90 6.36 19.89 1.22 18.86
2004年度 当初予算 44.56 100.00 58.01 24.11 7.47 5.97 9.52 0.94 0.21 0.62 0.82 6.43 18.74 1.35 21.40
(16年度) 決算 41.80 100.00 57.06 23.89 7.24 5.77 9.70 1.04 0.34 0.59 0.77 6.26 19.50 1.30 20.63
2005年度 当初予算 41.85 100.00 57.53 24.80 6.96 5.91 9.16 0.90 0.21 0.60 0.82 6.35 17.73 1.85 22.44
(17年度) 決算 36.56 100.00 56.38 24.09 6.67 5.70 9.81 0.92 0.28 0.58 0.77 6.24 18.62 1.78 21.91
2006年度 当初予算 37.61 100.00 58.19 25.82 6.61 6.04 9.04 0.91 0.20 0.59 0.80 6.43 17.25 1.02 23.54
(18年度) 決算 33.73 100.00 57.35 25.24 6.55 5.91 9.47 0.96 0.29 0.58 0.75 6.33 19.50 1.00 22.15
2007年度 当初予算 30.67 100.00 56.66 25.50 6.36 5.79 8.38 0.83 0.20 1.04 0.73 6.27 17.63 0.38 25.33
(19年度) 決算 31.01 100.00 58.19 25.83 6.67 5.81 8.87 0.96 0.51 1.06 0.82 6.48 17.86 0.38 23.57
2008年度 当初予算 30.52 100.00 56.93 26.22 6.40 5.75 8.11 0.80 0.21 1.04 1.03 5.91 18.23 0.57 24.28
(20度) 決算
[シェアの増減]
01→06年度 当初予算 3.35 0.00 -0.69 4.58 -1.43 0.05 -2.38 -0.25 -0.03 -0.15 -0.04 -0.16 -2.02 -0.07 2.77
決算 -1.64 0.00 -4.29 2.49 -1.33 0.06 -3.29 -0.17 -0.21 -0.17 -0.12 -0.45 0.87 -0.06 3.48
01→07年度 当初予算 -3.59 0.00 -2.21 4.26 -1.68 -0.20 -3.04 -0.32 -0.04 0.30 -0.11 -0.32 -1.63 -0.71 4.55































(61年度) 当初予算 10,946,000 54,088,643 32,584,170 9,834,554 4,844,515 3,343,549 6,223,344 623,244 205,218 629,679 596,187 4,083,737 10,184,955 11,319,518
決算 11,254,927 53,640,431 33,241,354 102.02 10,126,895 4,852,280 3,312,306 7,003,102 112.53 574,197 220,683 554,248 610,944 4,099,998 9,734,715 10,664,362
1987年度 概算要求
(62年度) 当初予算 10,501,000 54,101,019 32,583,370 10,089,555 4,849,686 3,517,433 6,082,412 649,228 197,348 495,230 540,580 3,916,281 10,184,119 11,333,530
決算 9,418,127 57,731,141 34,793,524 106.78 10,239,851 5,041,415 3,455,319 7,386,633 121.44 652,949 260,075 468,587 687,640 4,235,312 11,086,173 11,851,444
1988年度 概算要求
(63年度) 当初予算 8,841,000 56,699,713 34,282,107 10,384,473 4,858,067 3,700,327 6,082,412 682,180 195,249 461,624 448,168 3,939,778 10,905,620 11,511,986
決算 7,152,456 61,471,062 36,409,143 106.20 11,747,885 4,981,404 3,669,503 6,676,063 109.76 728,452 253,965 452,289 477,503 4,269,735 13,031,186 12,030,733
1989年度 概算要求
(1年度) 当初予算 7,111,000 60,414,194 35,380,487 10,894,652 4,937,056 3,919,834 6,197,412 727,758 194,249 527,492 418,225 4,058,054 13,368,840 11,664,867
決算 6,638,546 65,858,938 38,804,442 109.68 12,353,279 5,062,810 3,921,911 7,405,501 119.49 762,161 236,878 546,058 456,643 4,984,139 14,964,703 12,089,793
1990年度 概算要求
(2年度) 当初予算 5,593,179 66,236,790 36,672,914 11,614,818 5,112,869 4,159,341 6,214,709 784,479 194,349 547,589 395,225 4,162,225 15,275,290 14,288,586
決算 7,312,043 69,268,676 39,023,628 106.41 11,480,531 5,410,029 4,253,019 6,955,964 111.93 818,843 239,949 546,941 404,126 5,800,027 15,930,834 14,314,214
1991年度 概算要求
(3年度) 当初予算 5,343,000 70,347,419 38,336,529 12,212,229 5,394,351 4,836,035 6,589,660 845,947 194,964 592,112 373,225 4,354,622 15,974,910 16,035,980
決算 6,729,999 70,547,185 39,210,428 102.28 12,149,975 5,593,376 4,440,870 7,420,510 112.61 859,526 207,284 589,277 378,690 4,485,195 15,800,185 15,536,572
1992年度 概算要求
(4年度) 当初予算 7,280,000 72,218,011 39,998,811 12,737,359 5,683,386 4,551,839 8,024,301 905,077 195,585 631,273 342,148 4,577,326 15,771,880 16,447,320
決算 9,536,000 70,497,431 41,665,380 104.17 12,755,654 5,487,836 4,588,792 9,671,466 120.53 892,689 253,147 629,986 349,155 4,663,735 14,203,657 14,628,394
1993年度 概算要求
(5年度) 当初予算 8,130,000 72,354,824 41,295,127 13,145,674 5,820,456 4,640,639 8,527,130 957,058 195,099 655,123 311,314 4,729,408 15,617,350 15,442,347
決算 16,174,000 75,102,488 47,438,449 114.88 13,346,251 6,392,066 4,601,668 13,684,486 160.48 949,701 397,990 674,775 308,353 5,117,316 13,949,830 13,714,209
[伸率]
86→91年度 当初予算 -51.19 30.06 17.65 24.18 11.35 44.64 5.89 35.73 -5.00 -5.97 -37.40 6.63 56.85 41.67
決算 -40.20 31.52 17.96 19.98 15.27 34.07 5.96 49.69 -6.07 6.32 -38.02 9.40 62.31 45.69
[歳出総額の増減に対する寄与度]
86→91年度 当初予算 100.0 35.38 14.62 3.38 9.18 2.25 1.37 -0.06 -0.23 -1.37 1.67 35.61 29.01
決算 100.0 35.31 11.97 4.38 6.68 2.47 1.69 -0.08 0.21 -1.37 2.28 35.88 28.82
[シェア]
1986年度 当初予算 20.24 100.00 60.24 18.18 8.96 6.18 11.51 1.15 0.38 1.16 1.10 7.55 18.83 20.93
(61年度) 決算 20.98 100.00 61.97 18.88 9.05 6.18 13.06 1.07 0.41 1.03 1.14 7.64 18.15 19.88
1987年度 当初予算 19.41 100.00 60.23 18.65 8.96 6.50 11.24 1.20 0.36 0.92 1.00 7.24 18.82 20.95
(62年度) 決算 16.31 100.00 60.27 17.74 8.73 5.99 12.79 1.13 0.45 0.81 1.19 7.34 19.20 20.53
1988年度 当初予算 15.59 100.00 60.46 18.31 8.57 6.53 10.73 1.20 0.34 0.81 0.79 6.95 19.23 20.30
(63年度) 決算 11.64 100.00 59.23 19.11 8.10 5.97 10.86 1.19 0.41 0.74 0.78 6.95 21.20 19.57
1989年度 当初予算 11.77 100.00 58.56 18.03 8.17 6.49 10.26 1.20 0.32 0.87 0.69 6.72 22.13 19.31
(1年度) 決算 10.08 100.00 58.92 18.76 7.69 5.96 11.24 1.16 0.36 0.83 0.69 7.57 22.72 18.36
1990年度 当初予算 8.44 100.00 55.37 17.54 7.72 6.28 9.38 1.18 0.29 0.83 0.60 6.28 23.06 21.57
(2年度) 決算 10.56 100.00 56.34 16.57 7.81 6.14 10.04 1.18 0.35 0.79 0.58 8.37 23.00 20.66
1991年度 当初予算 7.60 100.00 54.50 17.36 7.67 6.87 9.37 1.20 0.28 0.84 0.53 6.19 22.71 22.80
(3年度) 決算 9.54 100.00 55.58 17.22 7.93 6.29 10.52 1.22 0.29 0.84 0.54 6.36 22.40 22.02
1992年度 当初予算 10.08 100.00 55.39 17.64 7.87 6.30 11.11 1.25 0.27 0.87 0.47 6.34 21.84 22.77
(4年度) 決算 13.53 100.00 59.10 18.09 7.78 6.51 13.72 1.27 0.36 0.89 0.50 6.62 20.15 20.75
1993年度 当初予算 11.24 100.00 57.07 18.17 8.04 6.41 11.79 1.32 0.27 0.91 0.43 6.54 21.58 21.34
(5年度) 決算 21.54 100.00 63.16 17.77 8.51 6.13 18.22 1.26 0.53 0.90 0.41 6.81 18.57 18.26
[シェアの増減]
86→91年度 当初予算 -12.64 -5.75 -0.82 -1.29 0.69 -2.14 0.05 -0.10 -0.32 -0.57 -1.36 3.88 1.87
決算 -11.44 -6.39 -1.66 -1.12 0.12 -2.54 0.15 -0.12 -0.20 -0.60 -1.29 4.25 2.14
（出所）財務省予算関係資料に基づき筆者作成表６－３  2001 年度予算以降における予算編成に関する方針等 
 
年度  骨太の方針（基本方針）  予算の全体像  概算要求基準  予算編成の基本方針 
2001  該当なし  該当なし  ・公共事業関係費：前年度比 7,000
億円減 
・社会保障間経緯費：前年度＋義務





2,920 億円減額し、28 兆 3,180 億
円とする（ 「予算編成方針」 ） 






・公共投資の対 GDP 比を中期的に引き下げ 
・医療費総額の伸びの抑制 




















・国債発行額 30 兆円以下 




2003  ・ 「国債発行 30 兆円以下」の基本精神を受け継ぎ、
「30 兆円」からの乖離をできる限り小さくする 

















会、 ④循環型社会、 の 4 分野への重
点化・効率化 
・ 裁量的経費 （科学技術振興費除く）








は前年度 2％削減 2004  ・国庫補助負担金の縮減：18 年度までに概ね 4 兆
円 
・地方財政、 「改革と展望」期間中に、投資的経費





























・ 国庫補助負担金 1 兆円を目指して
廃止・縮減等 







・18 年度まで一般政府支出の GDP 比が 14 年度の
水準を上回らない 









の 97/100 以内 
・ 裁量的経費 （科学技術振興費除く）













・重点 4 分野への重点化 
・17、18 年度に行う 3 兆円程度の
国庫補助負担金改革、税源移譲 
 




























2007  ・名目成長率 3％程度の「堅実な経済前提」 
・2011 年度には国・地方の PB を確実に黒字化 




内容（少なくとも 11.4 兆円） 





























・ 「基本方針 2006」に則り、最大限の削減 

































関係費 シェア 生活保護 シェア 社会福祉 シェア 社会保険 シェア 保険衛生 シェア 失業対策
2001年度 当初予算 17,555,158 100.00 1,309,112 7.46 1,694,409 9.65 13,589,607 77.41 532,266 3.03 429,760 2.45
(13年度) 決算 19,291,445 100.00 1,581,977 8.20 1,906,350 9.88 14,329,709 74.28 550,007 2.85 923,400 4.79
2002年度 当初予算 18,279,484 100.00 1,383,727 7.57 1,721,754 9.42 14,158,379 77.46 527,555 2.89 488,066 2.67
(14年度) 決算 19,632,570 100.00 1,676,919 8.54 1,761,988 8.97 14,482,198 73.77 525,343 2.68 1,186,121 6.04
2003年度 当初予算 18,990,730 100.00 1,521,683 8.01 1,727,074 9.09 14,651,738 77.15 514,157 2.71 576,436 3.04
(15年度) 決算 19,720,061 100.00 1,810,222 9.18 1,883,085 9.55 14,976,520 75.95 562,532 2.85 487,700 2.47
2004年度 当初予算 19,797,005 100.00 1,748,857 8.83 1,633,871 8.25 15,380,234 77.69 503,351 2.54 530,690 2.68
(16年度) 決算 20,285,954 100.00 1,940,892 9.57 1,722,924 8.49 15,644,071 77.12 15,644,071 77.12 514,376 2.54
2005年度 当初予算 20,380,767 100.00 1,922,972 9.44 1,644,325 8.07 15,863,802 77.84 483,223 2.37 466,443 2.29
(17年度) 決算 20,603,086 100.00 1,973,779 9.58 1,663,006 8.07 16,074,075 78.02 510,379 2.48 381,844 1.85
2006年度 当初予算 20,573,897 100.00 2,046,077 9.95 1,511,719 7.35 16,162,091 78.56 421,283 2.05 432,725 2.10
(18年度) 決算 20,554,984 100.00 2,006,226 9.76 1,562,555 7.60 16,267,327 79.14 485,100 2.36 233,773 1.14
2007年度 当初予算 21,140,895 100.00 1,982,010 9.38 1,622,251 7.67 16,899,948 79.94 415,190 1.96 221,494 1.05
(19年度) 決算 21,140,981 100.00 1,982,010 9.38 1,511,989 7.15 17,080,268 80.79 415,404 1.96 151,307 0.72
2008年度 当初予算 21,782,434 100.00 2,005,336 9.21 1,658,895 7.62 17,513,240 409,405 1.88 195,557 0.90
(20年度) 決算
[伸率][シェアの増減]
01→06年度 当初予算 17.20 56.30 2.49 -10.78 -2.30 18.93 1.15 -20.85 -0.98 0.69 -0.34
決算 6.55 26.82 1.56 -18.03 -2.28 13.52 4.86 -11.80 -0.49 -74.68 -3.65
01→07年度 当初予算 20.43 51.40 1.92 -4.26 -1.98 24.36 2.53 -22.00 -1.07 -48.46 -1.40
決算 9.59 25.29 1.17 -20.69 -2.73 19.19 6.51 -24.47 -0.89 -83.61 -4.07
[総額の増減に対する寄与度]
01→06年度 当初予算 100.0 24.41 -6.05 85.22 -3.68 0.10
決算 100.0 33.58 -27.21 153.35 -5.14 -54.58
01→07年度 当初予算 100.0 20.91 -3.48 95.81 -3.93 -9.32
決算 100.0 21.63 -21.32 148.72 -7.28 -41.75
（出所）財務省予算関係資料に基づき筆者作成表６－５　一般会計・公共事業関係費の配分（2001-07年度予算）
公共事業
関係費 シェア 治山治水 シェア 道路整備 シェア 港湾空港
鉄道等 シェア 住宅都市
環境 シェア 下水道水道
廃棄物 農業農村 森林水産 調整費等 災害復旧
2001年度 当初予算 9,435,202 100.00 1,461,808 15.49 2,505,961 26.56 659,055 6.99 1,504,842 15.95 1,685,619 17.87 1,076,579 11.41 461,713 4.89 37,251 0.39 72,674 0.77
(13年度) 決算 10,820,096 100.00 1,631,033 15.07 2,763,200 25.54 761,419 7.04 1,768,979 16.35 1,878,706 17.36 1,183,142 10.93 442,563 4.09 31,952 0.30 359,096 3.32
2002年度 当初予算 8,423,905 100.00 1,271,080 15.09 2,225,282 26.42 588,509 6.99 1,461,499 17.35 1,457,487 17.30 924,170 10.97 378,618 4.49 44,586 0.53 72,674 0.86
(14年度) 決算 9,162,119 100.00 1,415,100 15.45 2,341,780 25.56 627,046 6.84 1,566,683 17.10 1,531,289 16.71 918,627 10.03 404,292 4.41 39,889 0.44 317,410 3.46
2003年度 当初予算 8,097,086 100.00 1,211,922 14.97 2,079,278 25.68 574,862 7.10 1,494,682 18.46 1,374,309 16.97 878,880 10.85 370,574 4.58 39,905 0.49 72,674 0.90
(15年度) 決算 9,358,806 100.00 1,452,577 15.52 2,432,020 25.99 633,383 6.77 1,675,295 17.90 1,500,951 16.04 965,174 10.31 393,591 4.21 27,036 0.29 278,773 2.98
2004年度 当初予算 7,815,934 100.00 1,135,876 14.53 1,802,825 23.07 564,412 7.22 1,724,406 22.06 1,260,677 16.13 834,542 10.68 360,617 4.61 59,905 0.77 72,674 0.93
(16年度) 決算 8,235,698 100.00 1,273,353 15.46 1,795,868 21.81 567,071 6.89 1,651,284 20.05 1,289,921 15.66 862,984 10.48 353,346 4.29 54,518 0.66 387,350 4.70
2005年度 当初予算 7,531,027 100.00 1,075,723 14.28 1,698,458 22.55 545,610 7.24 1,726,026 22.92 1,136,964 15.10 775,591 10.30 339,076 4.50 160,905 2.14 72,674 0.96
(17年度) 決算 8,390,514 100.00 1,120,568 13.36 1,806,187 21.53 547,564 6.53 1,818,029 21.67 1,143,493 13.63 785,996 9.37 325,790 3.88 130,597 1.56 712,285 8.49
2006年度 当初予算 7,201,494 100.00 1,027,339 14.27 1,610,488 22.36 528,166 7.33 1,653,094 22.95 1,042,055 14.47 727,829 10.11 322,314 4.48 217,535 3.02 72,674 1.01
(18年度) 決算 7,708,927 100.00 1,090,408 14.14 1,728,398 22.42 536,376 6.96 1,654,549 21.46 1,016,365 13.18 709,875 9.21 311,145 4.04 199,602 2.59 462,204 6.00
2007年度 当初予算 6,947,279 100.00 980,438 14.11 1,547,517 22.28 513,632 7.39 1,635,306 23.54 979,884 14.10 674,656 9.71 314,504 4.53 228,668 3.29 72,674 1.05
(19年度) 決算 7,257,115 100.00 1,121,948 15.46 1,524,735 21.01 524,962 7.23 1,622,142 22.35 927,614 12.78 693,995 9.56 308,004 4.24 195,922 2.70 337,789 4.65
2008年度 当初予算 6,735,151 100.00 938,934 13.94 1,483,533 22.03 496,465 1,610,065 23.91 926,689 13.76 667,736 9.91 296,572 4.40 242,458 3.60 72,699 1.08
(20年度) 決算
[伸率][シェアの増減]
01→06年度 当初予算 -23.67 -29.72 -1.23 -35.73 -4.20 -19.86 0.35 9.85 7.01 -38.18 -3.40 -32.39 -1.30 -30.19 -0.42 483.97 2.63 0.00 0.24
決算 -28.75 -33.15 -0.93 -37.45 -3.12 -29.56 -0.08 -6.47 5.11 -45.90 -4.18 -40.00 -1.73 -29.69 -0.05 524.69 2.29 28.71 2.68
01→07年度 当初予算 -26.37 -32.93 -1.38 -38.25 -4.28 -22.07 0.41 8.67 7.59 -41.87 -3.76 -37.33 -1.70 -31.88 -0.37 513.86 2.90 0.00 0.28
決算 -32.93 -31.21 0.39 -44.82 -4.53 -31.05 0.20 -8.30 6.00 -50.62 -4.58 -41.34 -1.37 -30.40 0.15 513.18 2.40 -5.93 1.34
[総額の増減に対する寄与度]
01→06年度 当初予算 -100.0 -19.45 -40.09 -5.86 6.64 -28.81 -15.61 -6.24 8.07 0.00
決算 -100.0 -17.38 -33.26 -7.23 -3.68 -27.72 -15.21 -4.22 5.39 3.31
01→07年度 当初予算 -100.0 -19.68 -45.90 -5.07 11.77 -32.34 -16.90 -4.34 12.47 0.00
決算 -100.0 -14.29 -34.76 -6.64 -4.12 -26.69 -13.73 -3.78 4.60 -0.60
（出所）財務省予算関係資料に基づき筆者作成表６－６　一般会計・公共事業関係費の配分（1986-92年度予算）
公共事業
関係費 シェア 治山治水 シェア 道路整備 シェア 港湾漁港
空港 シェア 住宅対策 シェア 下水道
環境衛生 農業基盤 林道工業
用水等 調整費等 災害復旧
1986年度 当初予算 6,223,344 100.00 1,075,744 17.29 1,787,568 28.72 506,216 8.13 756,711 12.16 964,169 15.49 867,953 13.95 166,960 2.68 10,582 0.17 87,441 1.41
(61年度) 決算 7,003,102 100.00 1,106,585 15.80 1,812,912 25.89 523,000 7.47 948,173 13.54 988,189 14.11 888,675 12.69 172,199 2.46 11,331 0.16 552,033 7.88
1987年度 当初予算 6,082,412 100.00 1,060,827 17.44 1,740,376 28.61 496,479 8.16 748,352 12.30 947,403 15.58 850,548 13.98 162,972 2.68 10,377 0.17 65,078 1.07
(62年度) 決算 7,386,633 100.00 1,214,311 16.44 1,968,234 26.65 554,203 7.50 938,365 12.70 1,095,385 14.83 957,653 12.96 176,271 2.39 11,738 0.16 470,470 6.37
1988年度 当初予算 6,082,412 100.00 1,058,861 17.41 1,743,197 28.66 496,797 8.17 750,896 12.35 942,528 15.50 851,721 14.00 162,955 2.68 10,379 0.17 65,078 1.07
(63年度) 決算 6,676,063 100.00 1,057,978 15.85 1,751,458 26.23 496,767 7.44 903,583 13.53 942,736 14.12 854,472 12.80 157,123 2.35 10,342 0.15 501,599 7.51
1989年度 当初予算 6,197,412 100.00 1,080,198 17.43 1,781,940 28.75 511,336 8.25 764,372 12.33 954,812 15.41 867,310 13.99 160,148 2.58 10,575 0.17 66,721 1.08
(1年度) 決算 7,405,501 100.00 1,073,212 14.49 1,766,420 23.85 511,268 6.90 1,507,447 20.36 953,910 12.88 867,245 11.71 158,069 2.13 10,609 0.14 557,316 7.53
1990年度 当初予算 6,214,709 100.00 1,085,739 17.47 1,788,127 28.77 514,624 8.28 764,097 12.29 957,397 15.41 869,633 13.99 157,766 2.54 10,605 0.17 66,721 1.07
(2年度) 決算 6,955,694 100.00 1,082,733 15.57 1,790,437 25.74 517,624 7.44 920,983 13.24 956,512 13.75 867,330 12.47 158,161 2.27 10,542 0.15 651,367 9.36
1991年度 当初予算 6,589,660 100.00 1,146,890 17.40 1,899,973 28.83 544,934 8.27 808,382 12.27 1,034,489 15.70 909,824 13.81 165,787 2.52 11,166 0.17 68,215 1.04
(3年度) 決算 7,420,510 100.00 1,143,448 15.41 1,907,182 25.70 539,886 7.28 981,981 13.23 1,035,134 13.95 908,699 12.25 165,356 2.23 11,165 0.15 727,655 9.81
1992年度 当初予算 8,024,301 100.00 1,415,827 17.64 2,289,366 28.53 645,044 8.04 930,799 11.60 1,340,107 16.70 1,103,639 13.75 218,440 2.72 12,864 0.16 68,215 0.85
(4年度) 決算 9,671,466 100.00 1,595,297 16.49 2,543,811 26.30 729,154 7.54 1,166,200 12.06 1,587,564 16.41 1,238,553 12.81 250,324 2.59 13,613 0.14 546,946 5.66
1993年度 当初予算 8,527,130 100.00 1,487,685 17.45 2,434,898 28.55 684,720 8.03 990,333 11.61 1,452,189 17.03 1,163,895 13.65 231,641 2.72 13,551 0.16 68,215 0.80
(5年度) 決算 13,684,486 100.00 2,316,851 16.93 3,753,530 27.43 1,008,961 7.37 1,491,498 10.90 2,329,661 17.02 1,767,183 12.91 371,855 2.72 15,100 0.11 629,844 4.60
[伸率][シェアの増減]
86-91年度 当初予算 5.89 6.61 0.12 6.29 0.11 7.65 0.14 6.83 0.11 7.29 0.21 4.82 -0.14 -0.70 -0.17 5.52 0.00 -21.99 -0.37
決算 5.96 3.33 -0.39 5.20 -0.19 3.23 -0.19 3.57 -0.31 4.75 -0.16 2.25 -0.44 -3.97 -0.23 -1.47 -0.01 31.81 1.92
[総額の増減に対する寄与度]
86→91年度 当初予算 100.0 19.42 30.69 10.57 14.11 19.20 11.43 -0.32 0.16 -5.25
決算 100.0 8.83 22.58 4.05 8.10 11.25 4.80 -1.64 -0.04 42.07
（出所）財務省予算関係資料に基づき筆者作成